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Ⅰ. 厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）
令和元年度総括研究報告書

薬剤耐性(AMR)アクションプランの実⾏に関する研究
（Ｈ２９−新興⾏政−指定−００５）

研究分担者
⼤曲貴夫 (国⽴国際医療研究センター AMR 臨床リファレンスセンター)
研究分担者
村⽊ 雄⼀ 京都薬科⼤学 医療薬科学系 臨床薬剤疫学分野
今中 雄⼀ 京都⼤学医学研究科 医療経済･医療経営・医療政策
⼤⽑ 宏喜 広島⼤学病院感染症科・感染制御学
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A. 研究⽬的
薬剤耐性菌が世界中に拡⼤し問題

となっているなかで、わが国は

2016 年 4 ⽉に「薬剤耐性（AMR）
対策アクションプラン」を発表し
た。本アクションプランでは 1 普

研究要旨

薬剤耐性菌が世界中に拡⼤し問題となっているなかで、わが国は 2016 年 4 ⽉に「薬剤
耐性（AMR）対策アクションプラン」を発表した。本アクションプランでは各領域に於い
てエビデンスの不⾜している部分を挙げ、これに対する研究開発もその達成すべき項⽬
に掲げている。本研究は薬剤耐性（AMR）対策アクションプランの⽬標の達成のために
必要とされるサーベイランス、教育啓発の⼿法開発、AMR の医療経済的影響について研
究を⾏うことを⽬的として⾏われた。本年度は計画の 3 年⽬である。 

医療関連感染サーベイランスに関する研究では、薬剤耐性の状況を包括的に⽰すため
のサーベイランスプラットフォームである J-SIPHE を整備し運⽤を開始した。また介護
⽼⼈保健施設での感染対策の状況について調査を開始した。抗菌薬使⽤量サーベイラン
スに関する研究では⽇本での抗菌薬使⽤量・販売量を算出して全体としての相関を検討
し、個別の疾患や領域では抗菌薬の活⽤状況について更なる解析を⾏った。抗微⽣物薬適
正使⽤サーベイランスに関する研究では各感染症の診療を抗菌薬使⽤状況を中⼼に調査
し、課題を抽出した。AMR 対策の教育啓発に関する研究では⼀般市⺠の AMR に関する
意識調査を反復し、意識は短期間では変化しないことを⽰し、⼩学学校向け教育⽀援ツー
ルを開発し展開した。AMR の医療経済的評価に関する研究ではアウトブレイクを経験し
た医療機関は対策費⽤だけでなく逸失収⼊も含めて多くの経済的負荷を被ることを明ら
かにした。院内感染対策の実態調査では多くの質問項⽬の実施率は⾼かったが、各施設で
バラツキのある項⽬も認められた。

本研究では AMR が社会に与える負荷をサーベイランスを⾏って明らかにしながら、
AMR 対策に実効性を持たせるための教育啓発の⼿法について研究を⾏ってきた。病院に
ついてはサーベイランスの基盤ができたため、今後はそのデータの分析活⽤を⾏い、同時
に対象を地域に広げていくことが必要である。また薬剤耐性や抗菌薬に関する⼀般国⺠
の意識の変化には⻑い時間を要するため、今後学校教育を含め普及・啓発活動を広げてい
くことで、意識の変容を促していく必要がある。院内感染対策の経済的負担、院内感染対
策の要改善領域を明らかにされたため、今後情報提供による介⼊効果が期待される。 
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及啓発・教育、2 動向調査・監
視、3 感染予防・管理、4 抗微⽣
物剤の適正使⽤、5 研究開発・創
薬、6 国際協⼒主要 6 分野で⽬標
を掲げて活動を推進していく。アク
ションプランでは現時点では各領域
に於いてエビデンスの不⾜している
部分を挙げ、これに対する研究開発
もその達成すべき項⽬に掲げてい
る。 

具体的には、動向調査・監視にお
いては⽇本における薬剤耐性の状況
を包括的に⽰すことが必要である。
医療関連感染症の発⽣状況を院内だ
けでなく院外からも収集し、地域や
医療機関での対策に役⽴て、かつ⽇
本の代表性のある統計を得る必要が
あるが、この体制は確⽴されていな
い。また抗菌薬適正使⽤の推進のた
めには感染症診療の適切性を評価す
るサーベイランスが必要だが、本邦
ではまだ整理されていない。さら
に、抗菌薬使⽤量も⽇本全体での使
⽤状況は⼗分には⽰されていない。
アクションプランを確実に実⾏する
ためには上記の⽋けている知⾒を得
ていくことが必要である。 

本研究では薬剤耐性（AMR）対
策アクションプランの⽬標の達成の
ために必要とされるサーベイラン
ス、教育啓発の⼿法開発、AMR の
医療経済的影響について研究を⾏う

ことを⽬的とする。 
 
B. 研究⽅法 
1. 医療関連感染（HAI）サーベイランス

に関する研究 
① 【 J-SIPHE 構 築 】  薬 剤 耐 性

(AMR)対策に関するサーベイラ
ンスプラットフォーム（Japan 
Surveillance for Infection 
Prevention and Healthcare 
Epidemiology（J-SIPHE））を構築
するために、世界銀⾏の「中・⾼
所得国」を対象に HAI サーベイ
ランスの現状や問題点の調査、お
よび Delphi 法を⽤いたサーベイ
ランス項⽬を選定した。 

② 【介護⽼⼈保健施設の実態調査】
介護⽼⼈保健施設の医療関連感
染症および抗菌薬使⽤の現状を
把 握 す る た め に 、 Point 
Prevalence Survey を⾏った。 

③ 【JANIS 感度分析】JANIS 参加
医療機関の増加が薬剤耐性菌割
合の変化に及ぼす影響を確認す
るために、JANIS 検査部⾨情報を
⽤いて、初期からの継続参加医療
機 関 に お け る Methicillin-
Resistant Staphylococcus aureus 
（ MRSA ） お よ び
Fluoroquinolone resistance rate 
of E.coli (FQREC)検出状況の推
移を検討した。 

3



4 
 

④ 【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 
⽇本国内における感染症の罹

患率、薬剤耐性菌の検出頻度、お
よびそれらの微⽣物によって⽣
じる疾病負荷を推定した。 

2. 抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイラン
スに関する研究 
① 【⽇本国内の抗菌薬販売量に関

する調査（2013-2017）】 
IQVIA 社のデータを⽤いて, 

2013 年から 2017 年までの⽇本
の抗菌薬販売量を系統別に調査
し, 抗菌薬に関わるコストの変
化を解析した.  

② 【薬剤卸販売量データを⽤いた
⽇本国内の抗菌薬使⽤量に関す
る研究 （2013-2016）】 

IQVIA 社のデータを⽤いて, 
2013 年から 2016 年までの都道
府県別, 年別の抗菌薬使⽤量を
集計・分析した.  

③ 【外来における静注抗菌薬に関
する調査】 

レセプト情報・特定健診等情報
デ ー タ ベ ー ス (NDB)を ⽤ い て
2016 年に外来で使⽤された注射
薬使⽤量を抽出した.  

④ 【⽇本における注射⽤抗菌薬増
加の原因についての研究】 

レセプト情報・特定健診等情報
データベース(NDB)を⽤いて⼊
院・外来で使⽤された注射抗菌薬

の情報を抽出し, 経時的に注射
薬使⽤量が増加している原因を
検討した.  

⑤ 【⽇本の⻭科における抗菌薬使
⽤量の研究】 

レセプト情報・特定健診等情報
データベース(NDB)を⽤いて⻭
科における抗菌薬使⽤量の情報
を抽出し, 評価した.  

⑥ 【⽇本の抗真菌薬使⽤量につい
ての研究】 

レセプト情報・特定健診等情報
データベース(NDB)を⽤いて, 
国内で使⽤された抗真菌薬の使
⽤量情報を抽出し, 評価した.  

⑦ 【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈
ホーム, 在宅医療における抗菌
薬使⽤量の研究】 

レセプト情報・特定健診等情報
データベース(NDB)を⽤いて特
別養護⽼⼈ホーム, 在宅医療に
おける抗菌薬使⽤量を抽出し, 
評価した.  

⑧ 【本邦の抗菌薬販売量データと
レセプト情報データに基づく使
⽤量変化の差に関する研究】 

販売量 (S-AMU) はIQVIA社
のデータを, レセプト情報によ
る使⽤量 (C-AMU) はレセプト
情報・特定健診等情報データベー
ス（NDB）を⽤い, 2013 年から
2017 年までの抗菌薬使⽤量を内
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服・注射薬に分けて抽出し, 両者
を⽐較することで各データの限
界を検討した.  

⑨ 【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤
量を調査する際に受ける⼈⼝流
⼊出の影響についての研究】 

レセプト情報・特定健診等情報
データベース(NDB)を⽤いて⼆
次医療圏ごとに抗菌薬使⽤量を
抽出し, ⼈⼝流⼊出による使⽤
量への影響を検討した.  

⑩ 【介護付き有料⽼⼈ホームの抗
菌薬使⽤量のパイロット調査研
究】 

有料⽼⼈ホーム数施設から処
⽅された処⽅箋を調剤している
薬局と協⼒し, 処⽅記録を⽤い
て 2016 年における 6 施設の抗
菌薬使⽤量を調査した.  

⑪ 【DPC データを⽤いた抗菌薬使
⽤量調査の有⽤性の検討】 

国⽴国際医療研究センター病
院で 2016 年 4 ⽉〜2017 年 3 ⽉
までに使⽤された静注抗菌薬 35
種類について, DPC データの⼀
種である EF 統合ファイルから算
出した AMU とデータウェアハ
ウス（DWH）を⽤いて電⼦カル
テから算出した AMU を⽐較し, 
EF ファイルを⽤いた抗菌薬使⽤
量集計の妥当性を検証した.  

⑫ 【病院薬剤師を対象とした各病

院における抗菌薬使⽤量把握の
問題点の抽出】 

⽇本病院薬剤師会および, ⽇
本感染症教育研究会のメーリン
グリストを利⽤し, 病院薬剤師
を対象とした抗菌薬使⽤量集計
の現状に関するアンケート調査
を⾏った.  

⑬ 【Defined Daily Dose の変更に
よって受ける全国抗菌薬使⽤量
変化の検討】 

2013 年の⽇本の抗菌薬販売量
と EU に加盟している 30 か国の
2012 年の抗菌薬使⽤量情報を⽤
いて, 内服アモキシシリン, ア
モキシシリン・クラブラン酸, そ
れぞれの DDD 変化により⽣じ
る国全体の抗菌薬使⽤量への影
響を評価した.  

3. 抗微⽣物薬適正使⽤（AMS）サーベイ
ランスに関する研究 
① 【⾮細菌性気道感染症に対する

処⽅傾向と関連因⼦の研究】 
JMDC のデータベースを⽤い

て 2012 年 4 ⽉から 2017 年 7 ⽉
の間の患者情報, 診断情報, 治
療情報, 医療施設情報を抽出し, 
抗菌薬処⽅傾向とその関連因⼦
について検討した.  

② 【⾮細菌性気道感染症に費やさ
れている薬剤費⽤の推定】 

各年齢群において⾮細菌性気
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道感染症に使⽤されている抗菌
費を集計し, それぞれの⼈⼝に
よる重みづけを⾏った. ⼈⼝カ
バー率や処⽅割合の不確実性に
ついては 95%信頼区間により, 
推定値の幅を⽰した.  

③ 【急性膀胱炎に対する抗菌薬使
⽤量の調査】 

JMDC のデータベースを⽤い
て, 2013 年 1 ⽉から 2016 年 12
⽉までの間に単純性膀胱炎に使
⽤された内服抗菌薬についてそ
の割合を調査した. また, その
処⽅⽇数を調査した.  

④ 【⽇本の 3 次医療病院における
カルバペネム適正使⽤⽀援 8 年
間の経験と処⽅後監査とフィー
ドバックの効果】 

感染症コンサルテーションの
みを⾏っていた Term A, モニタ
リングとメールによるフィード
バックを⾏っていた Term B, 抗
菌薬適正使⽤⽀援チーム（AST）
による PPRF を⾏っていた Term 
C に分類し, Interrupted Time 
Series Analysis（ITSA）解析を⾏
った. アウトカム指標として, 
1000 ⼊院延べ患者数あたりの耐
性 菌 お よ び Clostridioides 
difficile 感染症の発⽣密度を評価
した. さらに, CAR 購⼊費⽤削減
効果を評価した.  

⑤ 【静岡県東部地域の病院におけ
るセファロスポリン, マクロラ
イド, キノロン採⽤の研究】 

静岡県東部地域の 33 病院に対
し, 院内で採⽤している内服抗
菌薬についてアンケート調査を
⾏った.  

⑥ 【⼩児のマイコプラズマ感染症
に関する抗菌薬使⽤の変化の調
査】 

JMDC のデータベースを⽤い
て, 2010 年から 2016 年の間に処
⽅された抗マイコプラズマ薬の
割合の変化を観察した. また, 
薬剤の効果の指標としてそれぞ
れの薬剤について, 処⽅後の⼊
院率を調査した.  

⑦ 【在宅医療現場における抗菌薬
使⽤に関するアンケート研究】 

在宅医療法⼈「悠翔会」に協⼒
を依頼し, 2018 年 6 ⽉ 20 ⽇から
8 ⽉ 19 ⽇までの期間で, 13 施設, 
25 名の在宅医に⽇常⾏っている
感染症診療についてアンケート
調査を⾏った.  

⑧ 【抗菌薬適正使⽤に資する添付
⽂書の改訂や, 社会保険診療報
酬制度の審査情報提供事例の有
効利⽤に関する研究】 

メーリングリストを通じて実
際に臨床を⾏っている医師から, 
添付⽂書の改訂が必要と考えら
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れる薬剤の情報収集を⾏った. 
また, 国⽴国際医療研究センタ
ーに所属する感染症を専⾨とす
る医師 3 名により, 添付⽂書を
改訂すべき項⽬を検討した. さ
らに, 社会保険診療報酬制度の
審査情報提供事例の利⽤⽅法を
世間に周知した.  

⑨ 【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と
抗真菌薬適正使⽤⽀援の現状に
ついての研究】 

⽇本疫学講習会のメーリング
リストを利⽤し, 240 病院に抗菌
薬適正使⽤⽀援と抗真菌薬適正
使⽤⽀援の現状についてのアン
ケートを送付した.  

⑩ 【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の
菌⾎症疫学の研究】 

2010 年 1 ⽉から 2016 年 12 ⽉
にかけ, JANIS に記録された⾎液
培養検体の検査結果を年齢別に
抽出し, 検出された細菌の変化
を観察した. 結果は⼩児 (20 歳
未満)・成⼈ (20 歳以上) で分け, 
それぞれについて経時的な変化
を検討した.  

4. AMR 対策の教育啓発に関する研究 
① ⼀般市⺠の AMR に関する意識

調査（2019 年度）  
インターネット調査を⽤いた

市⺠対象のアンケート調査を⾏
い、前年 2017 年度から開始して

いる同内容の調査や諸外国の調
査との⽐較を⾏う。 

② 地域での取り組み事例の情報収
集と提⽰ 

内閣官房で表彰された薬剤耐
性対策の普及啓発活動に取り組
む優良事例や地域で AMR 対策
に取り組む先進的な事例を取材
記事にして、AMR 臨床リファレ
ンスセンターが運営する AMR
啓発ウェブサイトに事例紹介と
して掲載する。 

5. AMR の医療経済的評価に関する研究 
① 【アウトブレイク負荷】 

薬剤耐性菌による院内感染の
アウトブレイク(以下、アウトブ
レイク)によって病院が被る経済
的負担を明 らかにする ため、
2006 年から 2016 年に起こった
アウトブレイクのうち、公表され
ている事例を対象にアンケート
調査を⾏った。 

② 【院内感染対策の実態調査】 
全国多施設医療機関協⼒によ

る組織的ＡＭＲ対策の実態調査
を、平成 28 年度に第 1 回、平成
29 年度に第 2 回⽬を⾏い、２回
の調査による経年変化を併せて
解析した。各種のサーベイランス
を実施している施設の増加、特定
抗菌薬の使⽤を届け出制にする
などの変化がみられる⼀⽅、この
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間に達成率が低いあるいは低下
した項⽬もあり、最新のエビデン
ス、ガイドライン、⽂献等の再レ
ビューを⾏った。 

6. 地域レベルでの薬剤耐性と抗菌薬使
⽤状況の関係に関する研究 
① 薬剤耐性状況の地域間格差評価 

広島⼤学公認の組織である「広
島⼤学院内感染症プロジェクト
研究センター」を中⼼とした地域
での菌株収集と疫学解析の仕組
みが既に存在する．このセンター
での薬剤耐性サーベイランス機
能の評価を⾏った． 

② 薬剤感受性と抗菌薬使⽤状況の
関係の評価 

⿃取⼤学で開発された地域内
サーベイランスシステム（Inter-
Hospital Organism Comparison 
System: IHOCS）の活⽤を試みた．
本システムは JANIS 還元データ
を参加施設からサーベイランス
センターに収集し，施設間もしく
は任意のグループ間での⽐較を
⾏うもので，JSIPHE の地域版と
⾔える．特徴は本システムに抗菌
薬使⽤量のデータを統合するこ
とが可能な点で，広島県病院薬剤
師会の 30 施設に協⼒を依頼し，
抗菌薬使⽤データの提供を求め
た．現在⼀部の施設からのデータ
提供が始まっている．今後県内全

域からのデータを収集すること
で，地域ごとの薬剤感受性と抗菌
薬使⽤状況との関連を明らかに
することを⽬指している． 

C. 研究結果 
1. 医療関連感染（HAI）サーベイランス

に関する研究 
① 【J-SIPHE 構築】 

138 国を対象に HAI サーベイ
ランスの内容を調査し、対象国の
約 30%に全国的な HAI サーベイ
ランスシステムがあることを⽰
した。また、Delphi 法にて J-
SIPHE の調査項⽬を選定し、
2019 年 1 ⽉より J-SIPHE の運⽤
を開始した。 

② 【介護⽼⼈保健施設の実態調査】 
126 施 設 が 参 加 、 ⼊ 所 者 の

1.7％に抗菌薬が使⽤され、疾病
内訳は尿路感染症、肺炎が多く、
使⽤抗菌薬は、キノロン系、第３
世代セファロスポリンが多くを
占めていたことを明らかにした。 

③ 【JANIS 感度分析】 
MRSA の検出割合および絶対

数は継時的に減少、FQREC は経
時的に増加した。パネルデータ解
析にて、2014 年からの参加施設
増加は、耐性率トレンドに有意な
影響を及ぼしていない事を⽰し
た。 

④ 【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 
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2011 年から 2017 年までの
MRSA およびフルオロキノロン
耐性⼤腸菌(FQREC)の菌⾎症に
よる死亡数を推定した。MRSA
の死亡数は減少傾向で、2017 年
には 4224 名、FQREC の死亡数
は増加傾向で、2017 年には 3915
名であることを⽰した。 

2. 抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイラン
スに関する研究 
① 【⽇本国内の抗菌薬販売量に関

する調査（2013-2017）】 
抗菌薬販売量は, 2013 年 14.9 , 

2014 年 14.5 , 2015 年 14.6 , 2016
年 14.6, 2017 年 13.8 DID であ
り, 2013 年⽐で 2017 年は 7.3%
の減少を認めた. 抗菌薬使⽤量
減少による医療費の削減は, 437
億円と推定された.  

② 【薬剤卸販売量データを⽤いた
⽇本国内の抗菌薬使⽤量に関す
る研究 （2013-2016）】 

全国の DID は, 経⼝薬では
2013 年から 2016 年にかけて
13.99 から 13.63 に減少した. ⼀
⽅, 注射薬は 0.96 から 1.03 へ増
加した. 都道府県別にみると, 
2016 年 で 最 ⼤ の 都 道 府 県 
(18.69 DID) と最⼩の都道府県 
(11.20 DID) では 7.50 DID の差
があった. フルオロキノロン薬
の処⽅割合は⻄⽇本に偏ってお

り, 抗菌薬の種類による地域の
偏りもみられた.  

③ 【外来における静注抗菌薬に関
する調査】 

外来における注射薬の使⽤量
は 0.51 DOTID であり, 外来に
おける注射薬全体の 31%を占め
た. アミノグリコシドが最も多
く使⽤されており, アミノグリ
コシドの 55.6%が⼩児に使⽤さ
れていた.  

④ 【⽇本における注射⽤抗菌薬増
加の原因についての研究】 

2013 年から 2017 年にかけて
各年齢群の注射⽤抗菌薬使⽤量 
(DID) は , ⼩ 児 で 0.25, 0.24, 
0.25, 0.24, 0.22, ⽣産年齢で 0.37, 
0.36, 0.37, 0.37, 0.36, ⾼齢者で
2.07, 2.00, 2.02, 2.01, 2.02 と変
化した. ⼩児, ⽣産年齢, ⾼齢者
それぞれの群での DID の変化率 
(2013-2017) は-11.88%, -2.76%, 
-2.08%であり, ⼀⽅, 全年齢で
の変化率は+3.16%であった. そ
れぞれの年齢群の DDDs と⼈⼝
変化をみると, ⼩児, ⽣産年齢
では DDDs, ⼈⼝とも減少傾向
なのに対し, ⾼齢者では DDDs, 
⼈⼝とも増加傾向であった.  

⑤ 【⽇本の⻭科における抗菌薬使
⽤量の研究】 

2015, 2016, 2017 年の抗菌薬
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使 ⽤ 量 総 計 は そ れ ぞ れ , 1.23, 
1.22, 1.21 DID であった. セファ
ロスポリン系抗菌薬がいずれの
年も最⼤であり, それぞれ, 0.80 
(65.6%), 0.80 (65.2%), 0.77 
(63.7%) DID であった.  

⑥ 【⽇本の抗真菌薬使⽤量につい
ての研究】 

2013 年から 2017 年において, 
内服・注射薬を合計した DID は
それぞれ, 0.29, 0.28, 0.27, 0.26, 
0.26 であった. 2017 年の抗真菌
薬のうち, 注射薬ではミカファ
ンギンが 58.5%と注射薬使⽤量
の半分以上を占めた.  

⑦ 【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈
ホーム, 在宅医療における抗菌
薬使⽤量の研究】 

都道府県別に特別養護⽼⼈ホ
ームで使⽤された 1000 定員・1
⽇あたりの抗菌薬使⽤量を中央
値 [四分位範囲] (最⼤値, 最⼩
値) で⽰すと, 全体で 5.12 [4.44 
‒ 7.63] (1.35-21.05) DDDs であ
り, 都道府県により⼤きなばら
つきがみられた. 年齢区分別に
在宅医療で使⽤された抗菌薬使
⽤量を 1,000 診療・1 ⽇あたりで
⽰すと, ⼩児で 412.7 , ⽣産年齢
で 30.5, ⾼齢者で 0.88 DDDs で
あり, ⼤きな差がみられた.  

⑧ 【本邦の抗菌薬販売量データと

レセプト情報データに基づく使
⽤量変化の差に関する研究】 

⽇本の抗菌薬使⽤量は, 2013
年時点では S-AMU が C-AMU
よりも⼤きかったが, 徐々に差
がなくなり, 2015 年で逆転した. 
注射薬では先発品, 後発品とも
販売量が NDB よりも持続的に
⾼かったのに対し, 内服薬では
後発品のみ, NDB が販売量を上
回ったため, 内服薬後発品の卸
会社を介さない直接販売が乖離
の⼀因と考えられた. また, 医
科レセプト, 調剤レセプトの電
⼦化率は持続的に⾼かったが, 
⻭科レセプトにおける電⼦化率
は 2013 年から 2015 年にかけて, 
55.7%, 69.5%, 96.0%と急激に上
昇していた.  

⑨ 【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤
量を調査する際に受ける⼈⼝流
⼊出の影響についての研究】 

全国の DID は 17.21 であった. 
都道府県では, 夜間⼈⼝, 昼間
⼈⼝で補正したそれぞれの DID 
(中央値 [四分囲範囲] (最⼩値, 
最⼤値))は 17.20 [15.91,18.41] 
(14.17-20.80 ） , 17.46 
[16.12,18.40] (14.22-20.81) で
あり, ⼆次医療圏ではそれぞれ
16.12  [14.20,18.17] (8.31-
43.08), 16.58  [15.56,18.53] 
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(8.19-24.19）であった. 都道府県, 
⼆次医療圏とも, 都⼼部では夜
間⼈⼝で補正した値が昼間⼈⼝
で補正した値よりも⾼く, ベッ
ドタウンではその逆であった. 
乖離は関東, 関⻄の中⼼部とそ
の周辺部に強く⾒られた.  

⑩ 【介護付き有料⽼⼈ホームの抗
菌薬使⽤量のパイロット調査研
究】 

全 抗 菌 薬 使 ⽤ 量 の DID は
15.3 であった. 各抗菌薬の DID
の割合は, マクロライドが 5.8 
(38.2%) と最多であった. 各施
設の抗菌薬使⽤割合は, マクロ
ライド 13.2%-55.3%, フルオロ
キノロン 5.5%-37.2%, セファ
ロスポリン 0%-32.3%,  ST 合剤 
0%-76.3%, テ ト ラ サ イ ク リ ン 
0%-25.9%, ペ ニ シ リ ン  0%-
26.7%と⼤きな施設差があった.  

⑪ 【DPC データを⽤いた抗菌薬使
⽤量調査の有⽤性の検討】 

EF 統合ファイルから集計した
AUD と電⼦カルテから集計した
AUD の相関係数は 0.998, DOT
の相関係数は 0.999 であり, どち
らも統計学的に有意に相関して
いた.  

⑫ 【病院薬剤師を対象とした各病
院における抗菌薬使⽤量把握の
問題点の抽出】 

AMU 集計作業は加算 1 取得施
設の 70.2%で,  加算 2 取得, ま
たは未取得施設の 71.9%で薬剤
師 1 名のみで⾏われていた.  加
算 1 取得施設の 54.8%, 加算 2 取
得, または未取得施設の 40.6%
で, 集計作業は通常の業務時間
外に⾏われており, 電⼦カルテ
を使⽤して AMU 集計をしてい
る施設は加算 1 取得施設で多く, 
薬剤部の仕組みを使って集計し
ている施設は加算 2 取得, また
は未取得施設で多かった. いず
れも統計学的な有意差はなかっ
た.  

⑬ 【Defined Daily Dose の変更に
よって受ける全国抗菌薬使⽤量
変化の検討】 

内服アモキシシリン, アモキ
シシリン・クラブラン酸の DDD
変更による国の抗菌薬使⽤量の
変化の中央値 (最⼤値, 最⼩値) 
は −13.5% (−19.2%, −2.4%) 
であった. 最も影響を受けた 3
カ国はスペイン (−19.2%),  フ
ラ ン ス  (−19.1%), ベ ル ギ ー 
(−19.0%) で あ り , ⽇ 本 
(−2.4%), ス ウ ェ ー デ ン 
(−3.7%), ノ ル ウ ェ ー 
(−5.1%) は影響が⼩さかった.  

3. 抗微⽣物薬適正使⽤（AMS）サーベイ
ランスに関する研究 
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① 【⾮細菌性気道感染症に対する
処⽅傾向と関連因⼦の研究】 

調査期間の開始⽉と終了⽉の
間に, 100 受診当たりの抗菌薬処
⽅数は 19.2%減少した. 処⽅さ
れた抗菌薬のうち, 89%が広域抗
菌薬であった. 60 歳以上の患者
に⽐べ, 13-18 歳, 19-29 歳, 30-39
歳で抗菌薬処⽅割合が⾼く, 内
科, ⽿⿐科は抗菌薬処⽅率が⾼
かった. また, 診療所, 有床診療
所では, その他の病院に⽐べて
抗菌薬処⽅割合が⾼かった.  

② 【⾮細菌性気道感染症に費やさ
れている薬剤費⽤の推定】 

2013 年から 2016 年にかけて, 
⾮細菌性気道感染症に費やされ
て い る 費 ⽤は そ れ ぞ れ, 423.6 
(416.8-430.5), 340.9 (335.7-
346.2), 349.9 (344.5-355.3), 
297.1 (292.4-301.9) 100 万⽶ド
ルと推定された.  

③ 【急性膀胱炎に対する抗菌薬使
⽤量の調査】 

単純性膀胱炎への処⽅はセフ
ァロスポリンおよびファロペネ
ムが全体の 41.4％, フルオロキ
ノロンが全体の 53.2％であり, 
セファロスポリンおよびファロ
ペネムのうち, 91.5%が第 3 世代
のセファロスポリン薬であった. 
抗菌薬投与⽇数は, ST 合剤を除

いたすべての薬剤で 5 ⽇間が多
かった.  

④ 【⽇本の 3 次医療病院における
カルバペネム適正使⽤⽀援 8 年
間の経験と処⽅後監査とフィー
ドバックの効果】 

Term B 直後は CAR-DOT が
減 少 し た が , 期 間 中 は CAR-
DOT に⼤きな減少は⾒られな
かった. Term C では開始直後は
有意な変化を認めなかったが, 
期間中は CAR-DOT が統計学的
に有意に減少した. 耐性菌は経
年 的 な 変 化 が な か っ た が , 
Clostridioides difficille 感染症の
発⽣密度は有意に減少した.  

⑤ 【静岡県東部地域の病院におけ
るセファロスポリン, マクロラ
イド, キノロン採⽤の研究】 

第 1 世代セファロスポリンは
22.5%のみで採⽤されていたが, 
第 3 世代セファロスポリンはす
べての病院で採⽤されていた. 
64.5%の施設で 2 種類以上の第 3
世代セファロスポリンが, 67.7%
の病院が 2 種類以上のフルオロ
キノロンが採⽤されていた.  

⑥ 【⼩児のマイコプラズマ感染症
に関する抗菌薬使⽤の変化の調
査】 

2012 年以降, テトラサイクリ
ンの使⽤割合は減少傾向となり, 
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低年齢群ではフルオロキノロン
が, ⾼年齢群ではマクロライド
の使⽤割合が増加した. 2012 年
におけるマクロライド使⽤後の
⼊院率, フルオロキノロンの⼊
院率はそれぞれ 4.5%, 3.6%とフ
ルオロキノロンのほうが有意に
低かったが, 2016 年ではそれぞ
れ 2.5%, 2.6%と有意差がなくな
った.  

⑦ 【在宅医療現場における抗菌薬
使⽤に関するアンケート研究】 

肺炎が疑われる患者で喀痰培
養を提出すると回答した医師は
居宅で 76%, 施設で 80%であり, 
尿路感染症が疑われる患者で尿
培養を提出すると回答した医師
は居宅 76%, 施設 76%であった. 
⾎液培養採取をすると回答した
医師は, 肺炎で 32%, 尿路感染
症で 40%, フォーカス不明の軽
度の発熱で 28%であった. 疾患
に関わらず, 注射はセフトリア
キソン（全体の 87.0%）, 内服は
レ ボ フ ロ キ サ シ ン （ 全 体 の
53.4%）, を選択する医師が多か
った.  

⑧ 【抗菌薬適正使⽤に資する添付
⽂書の改訂や, 社会保険診療報
酬制度の審査情報提供事例の有
効利⽤に関する研究】 

アンケートの回答では, ⽤法

⽤量に関する意⾒が 121, 適応
症や適応菌種に関する意⾒が 83, 
使⽤上の注意に関する意⾒が 1, 
その他が 6 であった. 感染症医 3
⼈による検討で, 最も迅速な改
訂が求められると考えられた抗
菌薬の使⽤法は, 「アンピシリン
の投与回数」, 「アモキシシリン
の適応症 (副⿐腔炎の追加)」, 
「アモキシシリン投与量の増加」, 
「セファゾリンの適応症 (周術
期感染症予防の追加)」, 「セフメ
タゾールの適応菌種 (基質拡張
型ベータラクタマーゼ産⽣菌の
追加)」, 「セフェピムの適応菌種 
(ステノトロフォモナス・マルト
フィリアの除外)」, 「セフェピム
の⼩児適応の追加」, 「ST 合剤
の適応症 (⽪膚軟部組織感染症
と単純性膀胱炎の追加)」, 「ST
合剤の警告⽂の改訂」, 「クラリ
スロマイシン(錠剤) の適応菌種 
(百⽇咳の追加)」, 「アジスロマ
イシンの適応菌種 (百⽇咳の追
加)」であった. 社会保険診療報
酬制度の審査情報提供事例の利
⽤⽅法は, 感染症学雑誌に投稿
することで周知した.  

⑨ 【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と
抗真菌薬適正使⽤⽀援の現状に
ついての研究】 

事前許可性は, 広域抗菌薬に
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対して 4 病院（10%）, 抗真菌薬
に対して 1 病院（3%）で⾏われ
ていた. 届出制は, 広域抗菌薬
に対して 37 病院（95%）で, 抗
真菌薬に対して 2 病院（5%）で
⾏われていた. 7 ⽇以内の介⼊は, 
広域抗菌薬では 17 病院（44%）, 
抗真菌薬では 3 病院（8%）で⾏
っており, 28 ⽇以内の介⼊は, 広
域抗菌薬では 34 病院（87%）, 抗
真菌薬では 10 病院で（26%）⾏
っていた. 7 ⽇以内の広域抗菌薬
への介⼊は, ⼤病院（4 病院, 
22.2%）よりも中⼩病院（13 病院, 
61.9%）の⽅が多く⾏われていた.  

⑩ 【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の
菌⾎症疫学の研究】 

⼩ 児 で は Staphylococcus 
aureus (全体の 10.3%), 成⼈で
は Escherichia coli ( 全 体 の
17.8%) が最も頻度の⾼い菌⾎
症であった . E. coli と Klebsiella 
pneumoniae は⼩児, 成⼈の両⽅
で増加しており, 成⼈の E. coli
菌⾎症は調査期間で約 2 倍の増
加がみられた. ⼩児では 2010 年
か ら 2013 年 に か け て S. 
pneumoniae と H. influenzae 菌
⾎症の減少がみられた. しかし, 
H. influenzae は 2013 年以降も減
少 が 続 い た の に 対 し , S. 
pneumoniae 菌⾎症は 2013 年以

降, 横ばいであった。 
4. AMR 対策の教育啓発に関する研究 

① ⼀般市⺠の AMR に関する意識
調査（2019 年度） 

 「⾵邪やインフルエンザに抗
⽣物質は効果的だ」との認識を有
するものは、前年とほぼ同様の
43.8％であった。「薬剤耐性」と
いう⾔葉の認知度や抗菌薬に関
する情報を得る機会についても、
昨年とほぼ同様であった。国によ
ってさまざまであるが、⽇本では
正しい知識を持っている⼈の割
合は EU28 か国の平均の半分程
度であった。 

② 地域での取り組み事例の情報収
集と提⽰ 

地域で AMR 対策に取り組む
事例を 2017 年度は 2 事例、2018・
2019 年度はそれぞれ 4 事例を
「事例紹介シリーズ」として啓発
ウェブサイトに掲載した。  

5. AMR の医療経済的評価に関する研究 
① 【アウトブレイク負荷】 

104 事例のリストを作成し、う
ち研究への協⼒が得られた 23 事
例 23 医療機関について項⽬ごと
の費⽤分析と関連因⼦を検索す
るための回帰分析を⾏った。アウ
トカムの費⽤としては、封じ込め
の費⽤（サーベイランス、特殊清
掃・洗浄、物品廃棄・再購⼊）と
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⽣産性損失（アウトブレイク前後
12 か⽉ずつの病棟からの医業収
⼊）とした。結果として、⽣産性
損失の最⾼は 4 億 7600 万円、封
じ込め費⽤の最⾼は 6 千 980 万
円であった。封じ込め費⽤の中で
は、サーベイランス費⽤の最⼤は
2290 万円、特殊清掃・洗浄の最
⼤は 3990 万円、1190 万円、物品
廃棄・再購⼊の最⼤は 1190 万円
であった。⽣産性損失の増⼤に関
して、すべての相互作⽤を調整す
ると、即時公表の有無のみが統計
的に有意であった（調整後推定係
数 1 億 2800 万円、95％信頼区間
1850 万円-2 億 3800 万円、P 値
0.02）。封じ込め費⽤については、
外部相談時の累積患者数のみが
統計的に有意であった（調整後推
定係数 35 万 4 千円、95％信頼区
間 6 万 5 千円-64 万 3 千円、P 値
0.02）。結論として、薬剤耐性菌
による院内感染アウトブレイク
が医療機関にもたらす経済的影
響が⼤きいことが明らかとなっ
た。そのうち、⽣産性損失が封じ
込め費⽤に⽐べて⼤きかった。 

② 【院内感染対策の実態調査】 
第 1 回調査では 683 病院、第

2 回調査では 563 施設から有効
な回答を得た。望ましいと考えら
れる多くの質問項⽬の実施率は

⾼かったが、各施設でバラツキの
ある項⽬も認められた。抗菌薬の
適正使⽤について具体的な内容
の策定、医療関連感染のサーベイ
ランス実施率、医療機器の管理な
ど、まだ達成率が低い項⽬が確認
できたが、その関連要因について
はさらなる研究が必要である。 

7. 地域レベルでの薬剤耐性と抗菌薬使
⽤状況の関係に関する研究 
① 薬剤耐性状況の地域間格差評価 

広島⼤学院内感染症プロジェ
クト研究センターは，県内 22 施
設および 1 つの検査センターか
ら菌株の収集を⾏っている．対象
菌株は MRSA，緑膿菌，ESBL 産
⽣菌，その他耐性傾向の強い菌等
である．これらの菌株で，分⼦疫
学解析，耐性機序解明，データベ
ース化を⾏っており，その結果を
施設にフィードバックするとと
もに，県内全体の薬剤耐性状況を
経時的に監視している．また収集
した菌株は各種解析を⾏って耐
性機序の解明を⾏っている． 

本プロジェクト研究センター
では広島県内の⼩医療圏ごとに
耐性状況を⽐較し，経年的な変化
も評価してきた．この結果，メタ
ロβラクタマーゼ産⽣のカルバ
ペネム耐性腸内細菌科細菌は，広
島県内全域で，ほぼ同⼀のプラス
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ミドを有する IMP-6 型のメタロ
βラクタマーゼを産⽣している
ことが明らかになった．ただし分
離菌種の経年変化が顕著で，初め
て検出された 2009 年以降数年間
は肺炎桿菌 が中⼼だっ たが，
2011 年以降は徐々に⼤腸菌が増
加し，現在主流は⼤腸菌である． 

検査センターに集まった他県
のメタロβラクタマーゼ産⽣カ
ルバペネム耐性腸内細菌科細菌
を分⼦疫学解析すると，広島県内
と異なり，様々な ST タイプの株
が分離されていた．さらに近畿地
⽅からの菌株を収集して⽐較し
たところ，全く異なる IMP 型の
メタロβラクタマーゼを産⽣す
る株が分離されたていた． 

広島県内においても地域ごと
に耐性傾向 は異なって いた．
ESBL 産⽣菌の菌種は県内の⼩
県域ごとに異なっており，広島市
地域では⼤腸菌が多くを占めて
い る の に 対 し ， 他 地 域 で は
Proteus mirabilis の分離頻度が
⾼いなど，傾向に差が⾒られた． 

② ２）薬剤感受性と抗菌薬使⽤状況
の関係の評価 

③  薬剤感受性データは県内の医
療機関から提供を受けた JANIS
還元データを IHOCS に⼊⼒し
ている．さらに現在抗菌薬使⽤量

の提供が始まった段階で，今後の
データ集積により，地域ごとの薬
剤 感 受 性 デ ー タ と の 統 合 を
IHOCS を活⽤して⾏う予定であ
る。 

 
D. 考察 
1. 医療関連感染（HAI）サーベイランス

に関する研究 
系統的に⽇本の現状に⾒合った、医

療機関での AMR 対策に活⽤できる
項⽬を明らかにし、J-SIPHE の運⽤を
開始した。⾼齢者施設の医療関連感染
症および抗菌薬使⽤の調査を⾏い、現
状確認し、抗菌薬適正使⽤の⼟台を構
築した。JANIS 公開情報は、経時的な
施設増加に影響がない事を⽰し、
AMR の推移を継続的に追う事が可能
となった。薬剤耐性菌の疾病負荷の⾻
⼦となる死亡数を推定した。今後より
包 括 的 な 疾 病 負 荷 の 指 標 で あ る
DALYs や QALYs を算出するために、
更なる基礎情報を取得する必要があ
る。 

2. 抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイランス
に関する研究 

販売量を利⽤した国の抗菌薬使⽤量
モニタリングにより, 抗菌薬販売量の
減少やその経済効果が明らかになった. 
また, NDB を利⽤した抗菌薬使⽤量モ
ニタリングにより, 様々な領域におけ
る抗菌薬使⽤に関する問題点が明らか
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になってきた. ⼀⽅, 販売量と NDB 両
者に関しては⻑所, 短所があるため, 
特性を⾒極めてサーベイランスを⾏う
ことが重要である.  

3. 抗微⽣物薬適正使⽤（AMS）サーベイラ
ンスに関する研究 

本研究により, 抗菌薬適正使⽤⽀援
として取り組むべき対象や課題がより
明らかとなってきた. 今後も引き続き
研究を継続し, 実際の介⼊や⽀援につ
なげていく必要がある。 

4. AMR 対策の教育啓発に関する研究 
薬剤耐性や抗菌薬に関する⼀般国⺠

の意識を⽬に⾒えて変化させることは
⻑い時間を要すると考えられる。⼀般
市⺠対象の調査結果からもその難しさ
がうかがわれた。⽇本の薬剤耐性アク
ションプランに基づく活動は始まった
ばかりであり、その成果が現れるのに
は数年かかると⾒込まれるが、学校教
育を含め対象別に普及・啓発活動を広
げていくことで、意識の変容を促して
いく必要がある。 

5. AMR の医療経済的評価に関する研究 
 院内感染対策の実態調査、⼤規模デー
タによる分析および、政策の分析を⾏い、
様々な視点からの感染症対策を検討し、
経済的負担、院内感染対策の要改善領域
を明らかにした。AMR 対策の全国多施
設実態調査により国の対策の実態・進
捗・推進の関連要因や、AMR 出現実態
との関係性が可視化され、働きかけるべ

き項⽬を明らかにし、情報提供による介
⼊効果が期待される。 

6. 抗微⽣物薬適正使⽤サーベイランスに
関する研究 

抗菌薬適正使⽤サーベイランスは，
その地域での薬剤耐性状況の経年的把
握が基礎データとして必要である．本
研究では広島県内の薬剤耐性菌収集と
分⼦疫学解析の経年的評価により，県
内の⼩医療圏間で薬剤感受性や分離株
の傾向が異なることを明らかに出来た．
さらに県内医療機関から提供を受けた
JANIS 還元データと抗菌薬使⽤データ
との統合による地域アンチバイオグラ
ムの作成を⽬標としている．ただし診
療所の抗菌薬使⽤状況の把握が困難な
現状では，中核医療機関からのデータ
を中⼼とした薬剤感受性情報が抗菌薬
適正使⽤に活⽤可能なのかが評価でき
ない点が今後の課題である． 

E. 結論 
本研究では AMR が社会に与える

負荷をサーベイランスを⾏って明ら
かにしながら、AMR 対策に実効性を
持たせるための教育啓発の⼿法につ
いて研究を⾏ってきた。病院につい
てはサーベイランスの基盤ができた
ため、今後はそのデータの分析活⽤
を⾏い、同時に対象を地域に広げて
いくことが必要である。また薬剤耐
性や抗菌薬に関する⼀般国⺠の意識
の変化には⻑い時間を要するため、
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今後学校教育を含め普及・啓発活動
を広げていくことで、意識の変容を
促していく必要がある。院内感染対
策の経済的負担、院内感染対策の要
改善領域を明らかにされたため、今
後情報提供による介⼊効果が期待さ
れる。 
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Ⅱ.厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和元年度分担研究報告書 

 

医療機関等における薬剤耐性菌の感染制御に関する研究 

   

医療関連感染（HAI）サーベイランスに関する研究 

 

研究分担者： 

大曲 貴夫（国立国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス

センター） 

研究協力者： 

早川佳代子、松永展明、都築慎也、高谷紗帆、田島太一、遠藤美緒、鈴木久美子、森岡慎一

郎（国立国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンスセンター）

西浦博（北海道大学大学院医学研究院 社会医学分野 衛生学教室） 

 

研究要旨 

目的： 

医療関連感染（HAI）の発生動向を実施するためのサーベイランス体制を整え、実態を

明らかにする。 

方法： 

1)【J-SIPHE 構築】 薬剤耐性(AMR)対策に関するサーベイランスプラットフォーム

（Japan Surveillance for Infection Prevention and Healthcare Epidemiology（J-

SIPHE））を構築するために、世界銀行の「中・高所得国」を対象に HAI サーベイラン

スの現状や問題点の調査、および Delphi 法を用いたサーベイランス項目を選定した。 

2)【介護老人保健施設の実態調査】介護老人保健施設の医療関連感染症および抗菌薬

使用の現状を把握するために、Point Prevalence Survey を行った。 

3)【JANIS 感度分析】JANIS 参加医療機関の増加が薬剤耐性菌割合の変化に及ぼす影響

を確認するために、JANIS 検査部門情報を用いて、初期からの継続参加医療機関にお

ける Methicillin-Resistant Staphylococcus aureus （MRSA）および Fluoroquinolone 

resistance rate of E.coli (FQREC)検出状況の推移を検討した。 
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4)【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 

日本国内における感染症の罹患率、薬剤耐性菌の検出頻度、およびそれらの微生物によ

って生じる疾病負荷を推定した。 

結果： 

1) 【J-SIPHE 構築】138 国を対象に HAI サーベイランスの内容を調査し、対象国の約 30% 

に全国的な HAI サーベイランスシステムがあることを示した。また、Delphi 法にて J-

SIPHE の調査項目を選定し、2019 年 1 月より J-SIPHE の運用を開始した。 

2) 【介護老人保健施設の実態調査】126 施設が参加、入所者の 1.7％に抗菌薬が使用さ

れ、疾病内訳は尿路感染症、肺炎が多く、使用抗菌薬は、キノロン系、第３世代セファロ

スポリンが多くを占めていたことを明らかにした。 

3) 【JANIS 感度分析】MRSA の検出割合および絶対数は継時的に減少、FQREC は経時的に

増加した。パネルデータ解析にて、2014 年からの参加施設増加は、耐性率トレンドに有

意な影響を及ぼしていない事を示した。 

4)【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 

2011 年から 2017 年までの MRSA およびフルオロキノロン耐性大腸菌(FQREC)の菌血症に

よる死亡数を推定した。MRSA の死亡数は減少傾向で、2017 年には 4224 名、FQREC の死

亡数は増加傾向で、2017 年には 3915 名であることを示した。 

結語： 

系統的に日本の現状に見合った、医療機関での AMR 対策に活用できる項目を明らかにし、

J-SIPHE の運用を開始した。高齢者施設の医療関連感染症および抗菌薬使用の調査を行

い、現状確認し、抗菌薬適正使用の土台を構築した。JANIS 公開情報は、経時的な施設増

加に影響がない事を示し、AMR の推移を継続的に追う事が可能となった。薬剤耐性菌の疾

病負荷の骨子となる死亡数を推定した。今後より包括的な疾病負荷の指標である DALYs

や QALYs を算出するために、更なる基礎情報を取得する必要がある。 
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A. 研究目的 

医療関連感染（HAI）の発生動向を実施す

るためのサーベイランス体制を整え、実態

を明らかにする。 

 

1)【J-SIPHE 構築】 

薬剤耐性（AMR）対策を推進するために、

医療機関における現状の把握・課題の抽出・

計画の立案に役立てることの可能なサーベ

イランスシステムの整備は必須である。院

内における AMR 対策につながるプロセス

（感染症診療および感染対策、抗菌薬使用

の体制、抗菌薬使用状況の把握やアウトカ

ム（医療関連感染発生状況、薬剤耐性菌検

出状況および薬剤耐性菌における血流感染

発生状況）に関する各指標は、これまで主

に個別に評価されており、各医療機関での

AMR 対策の総合的な評価を可能にする取り

組みは今まで行われてこなかった。さらに、

医療現場での利便性を考慮すると、既存の

サーベイランスシステムとの有機的な連携

を行え、地域の AMR 対策のための意思決定

ツールとして活用できるサーベイランスシ

ステムの構築が必要であった。 

本研究では諸外国における現行の HAI サ

ーベイランスシステムの調査を施行し、世

界における AMR サーベイランスの現状や問

題点を把握するとともに、上述のような背

景に見合った日本のサーベイランスシステ

ムの構築のための検討を行った。 

2) 【介護老人保健施設の実態調査】 

超高齢社会を迎えた本邦では、自宅のみ

でなく、高齢者施設に長期滞在する高齢者

の数も増加しつつある。薬剤耐性菌(AMR)対

策として、高齢者施設での医療関連感染症

（HAI）および抗菌薬処方の実態を把握する

ことは、問題点の抽出や改善のための立案

に必須である。一方で、国内の過去の高齢

者施設の医療関連感染症および抗菌薬使用

量に関する調査報告は限られており、実態

が不明である。 

2016 年に厚生労働省が公表した「AMR 対

策アクションプラン」の中で、“高齢者施設

入所者における薬剤耐性の動向の把握“お

よび”高齢者施設で処方される抗微生物薬

の処方実態の把握”が戦略の一部として掲

げられている。 

そこで、高齢者施設において HAI および

抗微生物薬の実態を把握し、感染対策対応

および抗菌薬適正使用への改善施策へ反映

させることを目的とし、Point Prevalence 

Survey(PPS)による調査を行うこととした。 

3) 【JANIS 感度分析】 

JANIS は日本を代表するサーベイランス

として運営されているが、課題として参加

医療機関の規模や特徴がさまざまであるこ

とから、参加医療機関数を増やすと同時に、

各施設の特性について、きめ細かく分類す

ることが必要となる。 

任意参加 468 施設で開始され、参加施設

は経時的に緩やかに増加し、2013 年には

808 施設が参加している。2014 年に診療報

酬改定があり、「感染防止対策加算 1」の施

設基準が『院内感染対策サーベイランス

（JANIS）等，地域や全国のサーベイランス

に参加していること』と変更された。つま
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り、2015 年以降感染防止対策加算１算定施

設への院内感染対策サーベイランスの義務

化が開始されたといえる。それに伴い、2015

年は 1482 施設、2016 年は 1696 施設と急激

に増加している。また、2014 年からは 200

床未満の医療機関の参加も推奨し、中小規

模のケアミックス病院など既存参加施設と

は特性の異なる施設が増加傾向となった。 

2016 年に AMR 対策アクションプランが策

定され、その施策評価のためにより正確な

薬剤耐性率の把握が求められることから、

JANIS検査部門の耐性率の経時的な結果に、

特性の異なる施設数増加が影響している可

能性が高いと考えられる。 

そこで、医療機関の参加時期や病床数で

調整し、初期段階から参加している一定以

上の規模の参加施設からのデータの継時的

変化を分析した。 

４）【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 

疾病負荷を推定する事により、リスク要

因や他の疾病負荷との比較が容易となり、

政策立案の補助となる。日本国内における

感染症の罹患率、薬剤耐性菌の検出頻度、

およびそれらの微生物によって生じる疾病

負荷を推定することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

1) 【J-SIPHE 構築】 

本邦のサーベイランスプラットフォーム

に導入する項目を抽出するために、諸外国

の HAI サーベイランスシステムの現状を把

握することを目的として、World Bank によ

り定義された high income countries およ

び upper-middle income countries を対象

に、MEDLINE を使った Scooping/structured 

review および Google を使用し各国サーベ

イ機関報告確認および上位検索割合を調査

した。 

また、サーベイランス対象とする 

の項目を選定するために、系統的な意見

の集約が可能な、専門家 13 名（感染症専門

医、病院疫学者、感染予防担当者、薬剤疫学

専門家、微生物学者など）による Delphi 法

（RAND-Modified Delphi Method）を施行し

た。具体的には 2 回の専門家ミーティング

（2017 年 6 月、2018 年 9 月）および 2回の

電子投票を用い、新サーベイランスシステ

ム導入項目に関する意見を集約した。さら

に 70 施設による試行を行い、利用者の意見

も含めて最終的に運用に至った。 

2) 【介護老人保健施設の実態調査】 

全国老人保健施設協会加盟施設から無作

為に抽出された 1,500 施設を対象に、医療

関連感染症罹患状況および抗菌薬使用状況

に関する PPS 調査を行った。 

2019 年 2 月 1 日から 3 月 31 日までのう

ち、任意の平日(1 日)における、施設基本情

報、感染管理体制および感染症診療ポリシ

ー、調査日時点の施設状況、調査日時点の

抗菌薬使用者に関する情報を確認した。 

HAI 罹患率および抗菌薬使用率を記述統計

的解析にて算出した。 

3) 【JANIS 感度分析】 

2007 年から 2016 年まで、JANIS データを

用い、診療報酬による動機付けの介入前

（2007-2011）と介入後（2012-2016）の 2年
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間以上参加している 391 の医療施設を対象

とし、MRSA 検出状況について施設ごとにデ

ータを分析した。 

Logistic linear model で MRSA 検出率を、

Poisson linear model で MRSA 検出数を、

それぞれ介入の効果を「あり」、「なし」とし

たモデルで適合度を AIC を指標に検証した。 

また、MRSAおよびフルオロキノロン耐性大

腸菌（FQREC）の状況を、パネルデータ解析

にて検討した。 

４）【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 

2010 年 1 月から 2016 年 12 月まで、JMDC 

Claims Database を用いて、日本全国に分布

した健康保険組合保険加入者を対象とし

（65歳未満のデータ）、急性腎盂腎炎の罹患

率を算出した。 

また、2011 年から 2017 年まで、JANIS デ

ータを用い、全国の菌血症症例数を算出し、

過去の研究に基づいた死亡率と合わせて、

MRSA および FQREC 菌血症による死亡数を推

定した。 

 

C.研究結果 

1) 【J-SIPHE 構築】 

2017 年 World Bank により定義された 56 

high income countries と 79 upper-

middle income countries を対象とした。

2751 文献より題名およびアブストラクト

から 112 文献を選定し、review を行っ

た。42 の国・地域に HAI サーベイランス

は存在した。サーベイランス項目は多様で

あったが、中でも SSI サーベイランス

（26）や MRSA サーベイランス（29）は多

くの国で実施されていた。（図表１）

Google にてサーベイランスシステムの上

位検索割合を確認したが、Top30 で関連す

る情報が検索されたのは、139 か国中 39

か国（28.3％）であった。（表１） 

また、文献検索および専門家の意見を元

に、34 項目を抽出提案した。専門家ミーテ

ィングおよび電子投票にて最終的に 23 項

目を決定した。既存のサーベイランス項目

および試行でのフィードバック検討を含め

て最終決定された項目を、5分野（感染症診

療・ASP 情報、AMU 情報、ICT 関連情報、医

療関連感染情報、微生物・耐性菌関連情報）

に分けて J-SIPHE へ実装した。（表 2） 

2018 年 4 月より試行運用を開始し、試行期

間中の情報（血液培養体制や血流感染発生

率、抗菌薬使用状況）を用い、公開後の報告

書の構成を検討し報告した。（図１，２） 

2) 【介護老人保健施設の実態調査】 

全国老人保健施設協会加盟施設から無作

為に 1,500 施設を抽出し、126 施設（有効回

収率：8.4%）から回答を得た。在宅強化型

（32.5％）、 基本型（60.3％）が多くを占め

ていた。  

施設に配置してある内服用抗菌薬の中央

値は 4、注射用抗菌薬の中央値は 2 であっ

た。内服用抗菌薬は、フルオロキノロン系

および第 3 世代セファロスポリン、注射用

抗菌薬は、第 3 世代セファロスポリンおよ

びペニシリン系が主であった。  

調査日の施設における入所者総数は 

10,148 人だった。うち、172 人（1.7%）が

抗菌薬を使用していた。年齢中央値は 86.0 

35



 —6−

歳（IQR：81-91）、男性中央値は 84.0 歳

（IQR：75-89）、女性中央値は 87.0 歳（IQR：

83-92）であった。使用している医療デバイ

スの上位 3 つは「末梢点滴ルート」・「自己

導尿あるいは膀胱留置カテーテル」が各 33 

人（19.4%）、「胃ろう造設」が 23 人（13.5%）

であった。「医療デバイスを使用していない」

は 86 人（50.6%）であった。 

感染巣の上位は、「尿路感染症」73 人

（47.7%）、「肺炎」31 人（20.3%）、「上気道

炎」15 人（9.8%）であった。（表 3）尿路感

染症 および肺炎で主に使用される抗菌薬

は、フルオロキノロン系および第３世代セ

ファロスポリンであった。 （図 3，4） 

3) 【JANIS 感度分析】 

 MRSA の割合は、2007 年（中央値 0.62、

IQR 0.52〜0.72）から 2016 年（中央値

0.42、IQR 0.34〜0.53）へと減少してい

た。（図 5） 

年間の増減傾向を表す係数パラメータ値は

負であった。MRSA が検出割合および絶対

数にて、継時的に減少していることを確認

した。Logistic linear model, Poisson 

linear model どちらも、介入の効果あり

と仮定したモデルの方が AIC 値を基準とし

て良好な適合を示した。 

さらに、全参加医療機関の MRSA およびフ

ルオロキノロン耐性大腸菌（FQREC）の検

出状況をパネルデータ解析し、2014 年か

らの参加施設増加は、耐性率トレンドに有

意な影響を及ぼしていない事を示した。

（図 6，7） 

４）【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 

65 歳未満の急性腎盂腎炎の罹患率が

1000 保険者当り 1.69、抗菌薬は第３世代

セファロスポリンおよびフルオロキノロン

系が主に使用されていることを示した。

（図 8） 

2011 年から 2017 年までの MRSA および

FQREC の菌血症による死亡数を推定した。

（図 9） 

MRSA 菌血症による死亡数は 2017 年には

4,224 名(95%信頼区間 2,769-5,994)と推定

された。2011 年は 5,924 名(95%信頼区間

3,837-8,513)であり、次第に減少してい

た。黄色ブドウ球菌菌血症全体の死亡数は

横ばいであり、黄色ブドウ球菌に占める

MRSA の割合が、次第に低下しているため

と考えられた。一方、FQREC 菌血症による

年間死亡数は 2017 年には 3,915 名(95%信

頼区間 3,629-4,189)と推定された。 2011

年は 2,045 名(95%信頼区間 1,869-2,220)

であり、次第に増加している。大腸菌菌血

症全体の増加に加え、大腸菌のフルオロキ

ノロン耐性が増加しているためと考えられ

た。 

 

D.考察 

1) 【J-SIPHE 構築】 

HAI 項目は多様で、各国の経済・医療環境

の現状に合わせて選定されていると考えら

れる。サーベイランスにおける定義は、米

国 CDC に準拠している国・地域が多数であ

った。 

Google の上位検索割合は低く、母国語のサ

ーベイランスシステムが存在しても、英語
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のウェブサイトがなければ検索上位には入

らなかった。英語圏以外の母国語での報告

は、世界的に周知されにくいと考え、本邦

のサーベイランスが確立した後に、英語で

の説明サイトを考慮する余地がある。 

また、Delphi 法を用いることで多分野に

わたる項目を、各専門家の意見を十分に抽

出した後、公正な過程を経て決定すること

ができた。今後も同方法を用いたサーベイ

ランス項目の見直しを行うことで、医療現

場の実情に合ったサーベイランスの構築に

生かせるものと考えられる。 

2) 【介護老人保健施設の実態調査】 

超高齢社会を迎えた本邦では、高齢者施

設における感染対策対応および抗菌薬適正

使用への改善施策は最重要課題である。感

染症診療において、細菌培養検査の提出が

少なく、広域抗菌薬の使用が多かった。培

養検査を考慮した抗菌薬適正使用支援を行

うために、管理医師を中心とした医療従事

者への啓発支援（ガイダンス作成、研修開

催など）および施設体制への支援（検査ガ

イド作成、所定疾患施設療養費における対

象疾患の適用拡大など）が重要と考えられ

た。 

3) 【JANIS 感度分析】 

10 年間の MRSA サーベイランスは、日本に

おける MRSA の割合と絶対数の両方で、全体

的に減少傾向を示した。さらに、2012 年以

降の介入が、MRSA の傾向を変化させるのに

影響を与えた可能性示唆された。現在の

JANIS公開情報は、初期から継続参加してい

る施設と MRSA 検出割合は共に減少傾向で

あった。施設数の急激な増加に対しての影

響は有意ではなく、評価指標として有用で

あることが確認された。今後、J-SIPHE の稼

働により中小病院がより積極的に JANIS に

参加すると予想される。その際には、再度

同様の検討が必要になると考えられる。 

4）【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 

AMRは多くの死亡に関連しているものの、日

本における死亡数はこれまで明らかになっ

ていなかった。 今回対象の薬剤耐性菌 2種

の菌血症に限っても、合わせて約 8,000 名

が死亡しており、日本でも AMR が大きな被

害を及ぼしていることが明らかとなった。 

薬剤耐性菌の種類によって傾向が異なるこ

とから、その原因を検討するとともにそれ

ぞれの特徴に合わせた対策を行う必要性が

示唆された。  

  

E.結論 

1) 【J-SIPHE 構築】 

J-SIPHE に導入する項目を、多角的な視

野から検討を重ね決定した。2019 年 1 月

より運用を開始し、2020 年 3 月現在で 500

を超える施設が本システムを利用してい

る。 

J-SIPHE に蓄積されたデータを解析して

国や地域のベンチマークデータを提示する

と共に、今後院内感染対策および抗菌薬適

正使用支援の状況を評価し、AMR 対策およ

び地域連携に有益な新たな指標を探索する

必要がある。 

2) 【介護老人保健施設の実態調査】 

介護老人保健施設の感染防止対策および
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抗菌薬適正使用を推進するために、抗菌薬

使用および感染症診療情報を継続的に収集

し、薬剤耐性菌発生の要因を分析する必要

がある。 

また、Web サイトなどを用い、施設への抗

菌薬適正使用支援の啓発およびツールなど

を作成する必要がある。 

3) 【JANIS 感度分析】 

MRSA の検出数・率は減少、FQREC の検出

数・率は上昇傾向にあると考えられた。よ

り堅牢な結果を得るために AMR 対策に対す

る効果などの評価は、JANIS を利用し、継続

的に推移を追う事が必要である。 

４）【薬剤耐性菌の疾病負荷調査】 

薬剤耐性の社会に及ぼす影響を評価しそ

の推移を追うために、感染性疾患における

疾患負荷・罹患率の研究を継続する必要が

ある。特に国際的な疾病負荷評価指標DALYs

を算出するために、感染性疾患における罹

患率、死亡数、入院期間、および後遺症発生

率について、その対象を広げて研究を行う

必要がある。 

 

＜今後の展望＞ 

・AMR 対策（感染症対策、抗菌薬適正使用な

ど）の取り組みにおいて、医療者の認識の

限界に起因する察知の遅れや不適切な行動

を改善する方法の一つとして、予測モデル

を構築する必要がある。 

・AMR 対策に必要な情報において保険請求

情報で収集可能な項目と不可能な項目を明

らかにし、データの収集体制の改善につい

て提言をまとめる必要がある。具体的には

非 DPC 医療機関からの抗菌薬使用データ，

薬剤感受性データを収集するための同一の

フォーマットの創出の提案などがある。 

・ワンヘルスの観点からの課題の評価に有

益な情報を更に探索し、薬剤耐性（AMR）ワ

ンヘルスプラットフォームへ組み込み、統

合的なプラットフォームを作成する必要が

ある。 
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表１. National srveillance systems for healthcare-associated infections (HAIs) in high and upper-middle income countries. 
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 “No name” means that a specific name for a surveillance system was not identified in the review. 
Mode of participation to surveillance system: m: mandatory, v: voluntary, u: unknown. 
CAUTI: catheter-associated urinary tract infection, CDI: Clostridium difficile infection, CLABSI: central line-associated blood stream infection, CRE: carbapenem-resistant 
Enterobactericeae, MRSA: methicillin-resistant Staphylococcus aureus, MDRA: multidrug-resistant Acinetobacter, MDRP: multidrug-resistant Pseudomonas aeruginosa, SSI: 
surgical site infection, VAP: ventilator-associated pneumonia, VRE: vancomycin-resistant Enterococci.  

表２．Japan Surveillance for Infection Prevention and Healthcare Epidemiology（J-SIPHE）稼働時項目一覧   
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1.感染症診療・ASP 情報 

感染症コンサルテーション医師数・件数 

血液培養評価体制(培養開始・グラム染色) 

血流感染症診療体制(監視の有無) 

抗菌薬適正使用の取組み 

TDM 実施状況 

AST 体制 

 

2.AMU 情報 

抗菌薬使用量・抗菌薬使用日数（AUD、DOT、AUD/DOT、％AUD） 

 

3.ICT 関連情報 

ICT 体制 

院内発症感染症評価(インフルエンザ様症状・胃腸炎様症状) 

手指消毒使用量(病棟別) 

手指衛生遵守率評価(病棟別) 

WHO 手指衛生自己評価フレームワーク 

 

4.医療関連感染情報 

中心ラインカテーテル関連血流感染 

カテーテル関連尿路感染症 

手術部位関連感染 

 

5.  微生物・耐性菌関連情報 

主要菌・耐性菌検出状況（血流感染症発生率、 

耐性菌検出率、血液培養複数セット率や汚染率、MRSA/S.aureus 比、アンチバイオグラム情報など） 

CD トキシン陽性症例数 
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表 3．老人介護保険施設における治療中の感染巣（疑いを含む） [重複回答] n=152 ※欠損値 
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図１．試行期間参加施設の血流感染症発生率 

 

 

図２．試行期間参加施設の特定抗菌薬の介入状況 
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図３．全老健施設において尿路感染症のみの治療に使用されている抗菌薬 n=69 ※欠損値 1 

 

 

 

図４．全老健施設において肺炎のみの治療に使用されている抗菌薬 n=29 
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図 5：MRSA 検出状況トレンド 

 

 

図６．Methicillin resistance rate of S. aureus among inpatients, by the year their hospitals joined JANIS 
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図 7. Fluoroquinolone resistance rate of E.coli among inpatients, by the year their hospitals joined JANIS 

 

 

図 8. The Incidence of Urinary Tract Infection 
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図 9．The annual trend of BSI deaths caused by MRSA and FQREC 
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平成 30 年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦ 
(新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業) 指定研究 
「薬剤耐性 (AMR) アクションプランの実⾏に関する研究」 

分担研究報告書 
 

抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイランスに関する研究 
 
研究責任者： 
⼤曲貴夫 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
研究協⼒者： 
⽇⾺由貴 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
⽯⾦正裕 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
⽊下典⼦ (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター) 
⽥中知佳 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
⽊村有希 (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
⼩泉⿓⼠ (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
福⽥治久 (九州⼤学⼤学院医学研究院 医療経営・管理学講座 医療経営学分野) 
 
要旨:  
⽬的：国内における抗菌薬使⽤量を把握す
る⽅法を模索し, 抗菌薬適正使⽤⽀援のタ
ーゲットを検討する. また, それぞれの⽅
法につき, その妥当性を検証する.  
 
⽅法:  
１）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2013-2017）】 

IQVIA 社のデータを⽤いて, 2013 年か
ら 2017 年までの⽇本の抗菌薬販売量を系
統別に調査し, 抗菌薬に関わるコストの変

化を解析した.  
2)【薬剤卸販売量データを⽤いた⽇本国内
の抗菌薬使⽤量に関する研究 （2013-2016）】 

IQVIA 社のデータを⽤いて, 2013 年から
2016 年までの都道府県別, 年別の抗菌薬使
⽤量を集計・分析した.  
3）【外来における静注抗菌薬に関する調査】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース(NDB)を⽤いて 2016 年に外来で使⽤
された注射薬使⽤量を抽出した.  
4）【⽇本における注射⽤抗菌薬増加の原因
についての研究】 

51



レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース(NDB)を⽤いて⼊院・外来で使⽤され
た注射抗菌薬の情報を抽出し, 経時的に注
射薬使⽤量が増加している原因を検討した.  
5)【⽇本の⻭科における抗菌薬使⽤量の研
究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース(NDB)を⽤いて⻭科における抗菌薬使
⽤量の情報を抽出し, 評価した.  
6)【⽇本の抗真菌薬使⽤量についての研究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース(NDB)を⽤いて, 国内で使⽤された抗
真菌薬の使⽤量情報を抽出し, 評価した.  
7)【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈ホーム, 
在宅医療における抗菌薬使⽤量の研究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース(NDB)を⽤いて特別養護⽼⼈ホーム, 
在宅医療における抗菌薬使⽤量を抽出し, 
評価した.  
8）【本邦の抗菌薬販売量データとレセプト
情報データに基づく使⽤量変化の差に関す
る研究】 

販売量 (S-AMU) は IQVIA 社のデータ
を, レセプト情報による使⽤量 (C-AMU) 
はレセプト情報・特定健診等情報データベ
ース（NDB）を⽤い, 2013 年から 2017 年
までの抗菌薬使⽤量を内服・注射薬に分け
て抽出し, 両者を⽐較することで各データ
の限界を検討した.  
9)【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤量を調査
する際に受ける⼈⼝流⼊出の影響について
の研究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース(NDB)を⽤いて⼆次医療圏ごとに抗菌
薬使⽤量を抽出し, ⼈⼝流⼊出による使⽤
量への影響を検討した.  

10)【介護付き有料⽼⼈ホームの抗菌薬使⽤
量のパイロット調査研究】 

有料⽼⼈ホーム数施設から処⽅された処
⽅箋を調剤している薬局と協⼒し, 処⽅記
録を⽤いて 2016 年における 6 施設の抗菌
薬使⽤量を調査した.  
11)【DPC データを⽤いた抗菌薬使⽤量調
査の有⽤性の検討】 

国⽴国際医療研究センター病院で 2016 
年 4 ⽉〜2017 年 3 ⽉までに使⽤された静
注抗菌薬 35 種類について, DPC データの
⼀種である EF 統合ファイルから算出した
AMU とデータウェアハウス（DWH）を⽤
いて電⼦カルテから算出した AMU を⽐較
し, EF ファイルを⽤いた抗菌薬使⽤量集計
の妥当性を検証した.  
12)【病院薬剤師を対象とした各病院におけ
る抗菌薬使⽤量把握の問題点の抽出】 

⽇本病院薬剤師会および, ⽇本感染症教
育研究会のメーリングリストを利⽤し, 病
院薬剤師を対象とした抗菌薬使⽤量集計の
現状に関するアンケート調査を⾏った.  
13)【Defined Daily Dose の変更によって受
ける全国抗菌薬使⽤量変化の検討】 

2013 年の⽇本の抗菌薬販売量と EU に加
盟している 30 か国の 2012 年の抗菌薬使⽤
量情報を⽤いて, 内服アモキシシリン, ア
モキシシリン・クラブラン酸, それぞれの
DDD 変化により⽣じる国全体の抗菌薬使
⽤量への影響を評価した.  

 

結果： 
１）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2013-2017）】 

抗菌薬販売量は, 2013 年 14.9 , 2014 年
14.5 , 2015 年 14.6 , 2016 年 14.6, 2017 年
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13.8 DID であり, 2013 年⽐で 2017 年は
7.3%の減少を認めた. 抗菌薬使⽤量減少に
よる医療費の削減は, 437 億円と推定された.  
2)【薬剤卸販売量データを⽤いた⽇本国内
の抗菌薬使⽤量に関する研究 （2013-2016）】 

全国の DID は, 経⼝薬では 2013 年から
2016 年にかけて 13.99 から 13.63 に減少
した. ⼀⽅, 注射薬は 0.96 から 1.03 へ増
加した. 都道府県別にみると, 2016 年で最
⼤の都道府県 (18.69 DID) と最⼩の都道
府県 (11.20 DID) では 7.50 DID の差があ
った. フルオロキノロン薬の処⽅割合は⻄
⽇本に偏っており, 抗菌薬の種類による地
域の偏りもみられた.  
3）【外来における静注抗菌薬に関する調査】 

外 来 に お け る 注 射 薬 の 使 ⽤ 量 は 0.51 
DOTID であり, 外来における注射薬全体
の 31%を占めた. アミノグリコシドが最も
多く使⽤されており, アミノグリコシドの
55.6%が⼩児に使⽤されていた.  
4）【⽇本における注射⽤抗菌薬増加の原因
についての研究】 

2013 年から 2017 年にかけて各年齢群の
注射⽤抗菌薬使⽤量 (DID) は, ⼩児で
0.25, 0.24, 0.25, 0.24, 0.22, ⽣産年齢で 0.37, 
0.36, 0.37, 0.37, 0.36, ⾼齢者で 2.07, 2.00, 
2.02, 2.01, 2.02 と変化した. ⼩児, ⽣産年
齢, ⾼齢者それぞれの群での DID の変化率 
(2013-2017) は-11.88%, -2.76%, -2.08%で
あり, ⼀⽅, 全年齢での変化率は+3.16%で
あった. それぞれの年齢群の DDDs と⼈⼝
変化をみると, ⼩児, ⽣産年齢では DDDs, 
⼈⼝とも減少傾向なのに対し, ⾼齢者では
DDDs, ⼈⼝とも増加傾向であった.  
5)【⽇本の⻭科における抗菌薬使⽤量の研
究】 

2015, 2016, 2017 年の抗菌薬使⽤量総計
はそれぞれ, 1.23, 1.22, 1.21 DID であった. 
セファロスポリン系抗菌薬がいずれの年も
最⼤であり, それぞれ, 0.80 (65.6%), 0.80 
(65.2%), 0.77 (63.7%) DID であった.  
6)【⽇本の抗真菌薬使⽤量についての研究】 

2013 年から 2017 年において, 内服・注射
薬を合計した DID はそれぞれ, 0.29, 0.28, 

0.27, 0.26, 0.26 であった. 2017 年の抗真菌薬
の う ち , 注 射 薬 で は ミ カ フ ァ ン ギ ン が
58.5%と注射薬使⽤量の半分以上を占めた.  

7)【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈ホーム, 
在宅医療における抗菌薬使⽤量の研究】 

都道府県別に特別養護⽼⼈ホームで使⽤
された 1000 定員・1 ⽇あたりの抗菌薬使⽤
量を中央値 [四分位範囲] (最⼤値, 最⼩値) 
で⽰すと, 全体で 5.12 [4.44 ‒ 7.63] (1.35-
21.05) DDDs であり, 都道府県により⼤き
なばらつきがみられた. 年齢区分別に在宅
医療で使⽤された抗菌薬使⽤量を 1,000 診
療・1 ⽇あたりで⽰すと, ⼩児で 412.7 , ⽣
産年齢で 30.5, ⾼齢者で 0.88 DDDs であり, 
⼤きな差がみられた.  
8）【本邦の抗菌薬販売量データとレセプト
情報データに基づく使⽤量変化の差に関す
る研究】 

⽇本の抗菌薬使⽤量は, 2013 年時点では
S-AMU が C-AMU よりも⼤きかったが, 
徐々に差がなくなり, 2015 年で逆転した. 
注射薬では先発品, 後発品とも販売量が
NDB よりも持続的に⾼かったのに対し, 内
服薬では後発品のみ, NDB が販売量を上回
ったため, 内服薬後発品の卸会社を介さな
い直接販売が乖離の⼀因と考えられた. ま
た, 医科レセプト, 調剤レセプトの電⼦化
率は持続的に⾼かったが, ⻭科レセプトに
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おける電⼦化率は 2013 年から 2015 年にか
けて, 55.7%, 69.5%, 96.0%と急激に上昇し
ていた.  
9)【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤量を調査
する際に受ける⼈⼝流⼊出の影響について
の研究】 

全国の DID は 17.21 であった. 都道府県
では, 夜間⼈⼝, 昼間⼈⼝で補正したそれ
ぞれの DID (中央値 [四分囲範囲] (最⼩値, 
最 ⼤ 値 )) は 17.20 [15.91,18.41] (14.17-
20.80）, 17.46 [16.12,18.40] (14.22-20.81) 
であり, ⼆次医療圏ではそれぞれ 16.12  
[14.20,18.17] (8.31-43.08), 16.58  
[15.56,18.53] (8.19-24.19）であった. 都道
府県, ⼆次医療圏とも, 都⼼部では夜間⼈
⼝で補正した値が昼間⼈⼝で補正した値よ
りも⾼く, ベッドタウンではその逆であっ
た. 乖離は関東, 関⻄の中⼼部とその周辺
部に強く⾒られた.  
10)【介護付き有料⽼⼈ホームの抗菌薬使⽤
量のパイロット調査研究】 

全抗菌薬使⽤量の DID は 15.3 であった. 
各抗菌薬の DID の割合は, マクロライドが
5.8 (38.2%) と最多であった. 各施設の抗
菌薬使⽤ 割 合は, マク ロライド 13.2%-
55.3%, フ ル オ ロ キ ノ ロ ン  5.5%-37.2%, 
セファロスポリン 0%-32.3%,  ST 合剤 
0%-76.3%, テトラサイクリン 0%-25.9%, 
ペニシリン 0%-26.7%と⼤きな施設差があ
った.  
11)【DPC データを⽤いた抗菌薬使⽤量調
査の有⽤性の検討】 

EF 統合ファイルから集計した AUD と電
⼦カルテから集計した AUD の相関係数は
0.998, DOT の相関係数は 0.999 であり, ど

ちらも統計学的に有意に相関していた.  
12)【病院薬剤師を対象とした各病院におけ
る抗菌薬使⽤量把握の問題点の抽出】 

AMU 集 計 作 業 は 加 算 1 取 得 施 設 の
70.2%で,  加算 2 取得, または未取得施設
の 71.9%で薬剤師 1 名のみで⾏われていた.  
加算 1 取得施設の 54.8%, 加算 2 取得, ま
たは未取得施設の 40.6%で, 集計作業は通
常の業務時間外に⾏われており, 電⼦カル
テを使⽤して AMU 集計をしている施設は
加算 1 取得施設で多く, 薬剤部の仕組みを
使って集計している施設は加算 2 取得, ま
たは未取得施設で多かった. いずれも統計
学的な有意差はなかった.  
13）【Defined Daily Dose の変更によって受
ける全国抗菌薬使⽤量変化の検討】 

内服アモキシシリン, アモキシシリン・
クラブラン酸の DDD 変更による国の抗菌
薬使⽤量の変化の中央値 (最⼤値, 最⼩値) 
は−13.5% (−19.2%, −2.4%) であった. 最も
影響を受けた 3 カ国はスペイン (−19.2%),  

フランス (−19.1%), ベルギー (−19.0%) で
あり, ⽇本 (−2.4%), スウェーデン (−3.7%), 

ノルウェー (−5.1%) は影響が⼩さかった.  
 
結語： 

販売量を利⽤した国の抗菌薬使⽤量モニ
タリングにより, 抗菌薬販売量の減少やそ
の経済効果が明らかになった. また, NDB
を利⽤した抗菌薬使⽤量モニタリングによ
り, 様々な領域における抗菌薬使⽤に関す
る問題点が明らかになってきた. ⼀⽅, 販
売量と NDB 両者に関しては⻑所, 短所が
あるため, 特性を⾒極めてサーベイランス
を⾏うことが重要である.  
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A. ⽬的 
 ⽬的：国内における抗菌薬使⽤量を把握
する⽅法を模索し, 抗菌薬適正使⽤⽀援の
ターゲットを検討する. また, それぞれの
⽅法につき, その妥当性を検証する.  
 
１)【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2013-2017）】 

薬剤耐性 (AMR) は世界的な脅威であり, 
各国での抗菌薬適正使⽤が求められ 
ている. そのためには, 経年的な抗菌薬 
使⽤量の把握が必要不可⽋である. 2016 年
に作成された AMR 対策アクションプラン
では, 2020 年までに 2013 年と⽐べ, 抗菌薬
全体で 33%, 経⼝セファロスポリン, フル
オロキノロン, マクロライドは 50%, 注射
⽤抗菌薬の 20%削減が数値⽬標として定め
られている. 本研究では, AMR 対策アクシ
ョンプランによる抗菌薬販売量変化と経済
的な影響について検討した.  
 
2)【薬剤卸販売量データを⽤いた⽇本国内
の抗菌薬使⽤量に関する研究 （2013-2016）】 

2013 年に村⽊らが IMS 社（現, IQVIA 
社）のデータ（全国データのみ）を⽤いて⽇
本全体の抗菌薬使⽤実態を明らかにした
(Muraki, et al. J Glob Antimicrob Resist 
2016:19-23). 今回, 村⽊らと同じ⽅法を⽤
いて, より詳細な都道府県データと, 経年
的 な 変 化 を 明 ら か に す る た め の 年 別 
(2013-2016) データを集計・分析した.  
 
3)【外来における静注抗菌薬に関する調査】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ー ス (NDB) を ⽤ い た ⼭ 崎 ら の 先 ⾏ 研 究

(Yamasaki D, et al. Infection. 2018;46:207‒
14.)では, 外来で処⽅された注射薬は全体
の 13.9%であったが, ⼩児は外来で注射薬
が使⽤される頻度が 29.5%と⾼かった. し
かし, 使⽤されている注射薬の詳細は明ら
かになっていない. そのため, NDB を⽤い
て外来で使⽤されている抗菌薬について検
討を⾏った.  
 
4）【⽇本における注射⽤抗菌薬増加の原因
についての研究】 

2016 年に AMR 対策アクションプランが
作成されて以降, ⽇本の抗菌薬使⽤量は減
少しているが, 注射⽤抗菌薬は経時的に増
加傾向である. しかし, 増加している原因
がよくわかっていないため, レセプト情
報・特定健診等情報データベース(NDB)を
⽤いて注射⽤抗菌薬が増加している原因を
検討した.  
 
5)【⽇本の⻭科における抗菌薬使⽤量の研
究】 

⽇本では医科における抗菌薬使⽤量は研
究が進んでいるが, ⻭科領域における抗菌
薬使⽤量はほとんどわかっていない. そこ
で, ⽇本の⻭科における抗菌薬使⽤の疫学
を明らかにするため, 2015 年から 2017 年
までに⻭科領域で使⽤された抗菌薬使⽤量
を調査した.  

 
6)【⽇本の抗真菌薬使⽤量についての研究】 

AMR は細菌だけでなく真菌にとっても
重要な課題であり, 特に, 近年は多剤耐性
真菌である Candida auris が⽶国を中⼼に
問題となっている. そのため, 抗菌薬使⽤
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量の把握と同様, 抗真菌薬の把握も⼤切で
ある. そこで, ⽇本における抗真菌薬の使
⽤量を調査した.  
 
7)【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈ホーム, 
在宅医療における抗菌薬使⽤量の研究】 

介護保険施設や在宅医療においては, ⾼
齢者や基礎疾患がある者など, 易感染状態
にある者が多く存在するため, 抗菌薬が使
⽤されやすい状況であると考えられる. し
かし, 両者における抗菌薬使⽤量はわかっ
ていない. そこで, レセプト情報・特定健診
等情報データベース（NDB）を⽤いて評価
した.  
 
8)【本邦の抗菌薬販売量データとレセプト
情報データに基づく使⽤量変化の差に関す
る研究】 

国の AMU を集計する⽅法として, 販売
量を利⽤する⽅法 (AMU using sales data: 
S-AMU)と保険診療情報を利⽤する⽅法 
(AMU using claim data: C-AMU) があるが, 
両者の特性の差については⼗分に検証され
ていない. 今回, ⽇本の抗菌薬使⽤量を双
⽅で集計することで両者の変動を検証し, 
両者のデータとしての限界を検証した.  
 
9)【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤量を調査
する際に受ける⼈⼝流⼊出の影響について
の研究】 

抗菌薬適正使⽤を推進するためには, 国
が主導するのみではなく地域単位での取り
組みが重要である. ⼆次医療圏は⼊院に係
る医療を提供することが相当な地域単位で
あり, 抗菌薬適正使⽤活動を地域で取り組
むのに適しているが, 調査する地域を狭め

ると抗菌薬使⽤量調査の際に⼈⼝流⼊出の
影響を受けやすくなる. そこで, ⼆次医療
圏単位で抗菌薬使⽤量調査を⾏うときに受
ける⼈⼝流⼊出の影響を調査した.  
 
10)【介護付き有料⽼⼈ホームの抗菌薬使⽤
量のパイロット調査研究】 

抗菌薬適正使⽤は, 急性期医療機関だけ 
ではなく有料⽼⼈ホームなどの⾼齢者施設 
でも必要であるが, 有料⽼⼈ホームにおけ
る抗菌薬使⽤量に関する報告は少ない. そ
こで, 有料⽼⼈ホームにおける抗菌薬使 
⽤量の調査⽅法を検討し, 抗菌薬使⽤量や 
その種類を調査した.  
 
11)【DPC データを⽤いた抗菌薬使⽤量調
査の有⽤性の検討】 

病院における抗菌薬使⽤量調査は, 医療
機関での抗菌薬適正使⽤の量的・質的な評
価に⽤いるために重要である. 各医療機関
で⼿作業により抗菌薬使⽤量を調査するこ
とは多くの時間と⼿間を要するが, 既存の
DPC データの⼀種である EF 統合ファイル
から AMU を算出することができれば, 各
病院の負担を軽減することができる. そこ
で, EF 統合ファイルが実際の抗菌薬使⽤量
を正確に反映するかどうかを検討すること
を⽬的とし, 本研究を⾏った.  
 
12)【病院薬剤師を対象とした各病院におけ
る抗菌薬使⽤量把握の問題点の抽出】 

病院における抗菌薬使⽤量調査は, 抗菌
薬適正使⽤を推進する上で必要である. し
かし, 抗菌薬使⽤量の把握が病院に勤務す
る薬剤師の負担を増加させてしまうことも
考えられる. 病院における抗菌薬使⽤量調
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査を普及させるためには, 薬剤師の負担を
減少させるため、⼈員や作業時間の確保が
必要である. そこで, 病院薬剤師を対象に
アンケートを⾏い, 現状, どのような環境
や体制で抗菌薬使⽤量集計を⾏っているか
を調査した.  
 
13）【Defined Daily Dose の変更によって受
ける全国抗菌薬使⽤量変化の検討】 

抗菌薬は薬剤により患者への使⽤重量が
異なるため, 抗菌薬使⽤量を調査する際に
は⼀般的に WHO Collaborating Centre for 
Drug Statistics Methodology の 定 め る
Defined Daily Dose (DDD) による標準化
が⾏われる. 2019 年, 抗菌薬の DDD に⼤
幅な改訂があり, 内服のアモキシシリンや
アモキシシリン・クラブラン酸の DDD が
1.5 倍に上昇した. そこで, この DDD 変更
による国の抗菌薬使⽤量への影響を調査し
た.  
 
Ｂ．研究⽅法 
１）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2013-2017）】 
IQVIA 社のデータを⽤いて, 2013 年か

ら 2017 年までの⽇本の抗菌薬使⽤量を系
統別に調査した. 抗菌薬は World Health 
Organization (WHO)の定める Anatomical 
Therapeutic Chemical Classification 
(ATC) コードに基づき分類し, J01 を抗菌
薬とした. 抗菌薬は ATC4 レベルで分類し, 
さらに内服薬, 注射薬に分けて集計した. 
使⽤量は Defined Daily Dose で補正し, 
1000 ⼈・1 ⽇当たりの使⽤量 
（DDDs/1,000 inhabitants/day = DID）を
算出した. コスト解析は, 解析期間中に使

⽤された 1,013 のブランド別抗菌薬に関し
て⽉ごとのデータベースを作成し, 2013 年
と 2017 年の販売量を⽐較した. その際, 線
形回帰分析モデルにより先発品からジェネ
リック品への推移, 薬価変動を調整した. 
本データ解析には Stata Ver.15.1 を⽤いた.  

（倫理⾯への配慮）本研究は個⼈情報を
利⽤していない。 
 
2)【薬剤卸販売量データを⽤いた⽇本国内
の抗菌薬使⽤量に関する研究（2013-2016）】 

IQVIA 社のデータを⽤いて, 都道府県別, 
年別の抗菌薬使⽤量を集計・分析した. 抗
菌薬は ATC コードに基づき分類し, J01, 
A07AA05 (ポリミキシン B), A07AA08-10 
(カナマイシン, バンコマイシン, コリスチ
ン), P01AB01 (メトロニダゾール) を抗菌
薬と定義した. 抗菌薬は ATC4 レベルで内
服 ・ 注 射 に 分 け て 集 計 し た . 使 ⽤ 量 は
Defined Daily Dose で補正し, 1000 ⼈・1 
⽇当たりの使⽤量 (DID) を算出した.  

（倫理⾯への配慮）本研究は個⼈情報を
利⽤していない。 
 
3）【外来における静注抗菌薬に関する調査】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース (NDB) を⽤いて 2016 年に外来で使
⽤された注射薬使⽤量を抽出した. 抗菌薬
は ATC コードに基づき分類し, J01 を抗菌
薬とした. 使⽤量の推定には抗菌薬使⽤⽇
数 (Days of Therapy: DOT) を⽤い, ⼈⼝
1,000 ⼈ ・ 1 ⽇ あ た り で 補 正 し た
(DOT/1,000 inhabitants/day = DOTID). 
年齢は 15 歳未満 (⼩児), 16-64 歳 (⽣産年
齢), 65 歳以上 (⾼齢者)に層別化し, それ
ぞれについて使⽤量を抽出した.  
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（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002505-00).  
 
4）【⽇本における注射⽤抗菌薬増加の原因
についての研究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース (NDB) を⽤いて 2013 年から 2017 年
までの注射⽤抗菌薬使⽤量を抽出し, 15 歳
未満 (⼩児), 15-64 歳 (⽣産年齢), 65 歳以
上 (⾼齢者)の年齢群でわけ, 各年齢群の
Defined Daily Doses (DDDs) および, 各
年齢群⼈⼝ 1,000 ⼈・1 ⽇あたりの DDDs 
(=DID) を算出した. ATC コード J01 を抗
菌薬とした. また, 統計局の⼈⼝推計, 年
齢区分別⼈⼝を利⽤し, 各群の⼈⼝変化と
DDDs 推移との関連を調査した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002505-00).  

 
5)【⽇本の⻭科における抗菌薬使⽤量の研
究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース (NDB) を⽤いて, 2015 年から 2017
年の間に⻭科で処⽅された抗菌薬使⽤量を
系統別に抽出した. ⼊院診療と外来診療, 
内服薬と注射薬で分け, 使⽤量は DID で評
価した. 抗菌薬の系統は ATC コードを利⽤
して ATC4 レベルで分類し, ペニシリン系 
(J01C), セ フ ァ ロ ス ポ リ ン 系 (J01DB, 
J01DC, J01DD, J01DE), マクロライド系 
(J01FA), フルオロキノロン系(J01MA), そ
の他 (J01 の上記以外) の 5 分類とした.  
 
6)【⽇本の抗真菌薬使⽤量についての研究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース (NDB) を⽤いて 2013 年から 2017 年
までに使⽤された抗真菌薬を抽出し, ATC
コードおよび内服・注射で分類して評価し
た. 抗真菌薬は ATC コード J02 と定義し
た. ⽤量は WHO の定めた体重 70kg にお
ける 1 ⽇使⽤量である Defined Daily Dose 
で補正し, 1000 ⼈・1 ⽇当たりの使⽤量
（DDDs/1,000 inhabitants/day = DID）を
算出した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002505-00).  
 
7)【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈ホーム, 
在宅医療における抗菌薬使⽤量の研究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース (NDB) を使⽤し, 特別養護⽼⼈ホー
ムは特記コード 09 を, 在宅医療は在宅患者
訪問薬剤管理指導料を⽤いて抗菌薬使⽤情
報を抽出した. ATC /DDD による分類で
J01 に分類されている薬剤を抗菌薬と定義
し, 都道府県別, 年齢別に層別化して抽出
し, 同分類に従って分類した. 年齢は, 15 歳
未満（⼩児）, 15-64 歳（⽣産年齢）, 65 歳
以上（⾼齢者）の 3 群に分類した. 抗菌薬使
⽤量は Defined Daily Dose を⽤い, 特別養
護⽼⼈ホームは 1,000 施設定員数・⽇あた
りの DDDs, 在宅医療は 1,000 受診あたり
に使⽤された DDDs を評価した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002505-00).  
 
8)【本邦の抗菌薬販売量データとレセプト
情報データに基づく使⽤量変化の差に関す
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る研究】 
S-AMU は IQVIA 社のデータを, C-AMU

はレセプト情報・特定健診等情報データベ
ース（NDB）を⽤い, 抗菌薬使⽤量の抽出
を⾏った. 調査期間は 2013 年から 2017 年
とした. 抗菌薬は ATC コードに基づき分類
し, J01 を抗菌薬とした. 使⽤量は Defined 
Daily Dose/1,000 住⺠/⽇により標準化を
⾏ っ た . 抽出 し た 抗菌薬 を 内 服・注 射 , 
ATC3 レベル, 先発品・後発品に分け, それ
ぞれのトレンドの差を調べた.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002505-00).  
 
9)【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤量を調査
する際に受ける⼈⼝流⼊出の影響について
の研究】 

レセプト情報・特定健診等情報データベ
ース (NDB) を⽤いて都道府県・⼆次医療
圏それぞれにおける 2015 年の抗菌薬使⽤
量を抽出し, Defined Daily Doses (DDDs) 
に換算した. その後, DDDs を住所地の⼈
⼝ (夜⼈⼝),  および国勢調査に基づき 5
年に⼀度報告される従業地・通学地による
⼈⼝ (昼⼈⼝) で補正を⾏い, 1,000 夜⼈⼝
/⽇, 1,000 昼⼈⼝/⽇あたりの DDDs を算
出した. 夜⼈⼝補正, 昼⼈⼝補正した都道
府県, ⼆次医療圏の値を全国値と⽐較し, 
また, 都道府県・⼆次医療圏ごとに両者の
乖離を検討した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002505-00).  
 
10)【介護付き料⽼⼈ホームの抗菌薬使⽤量

のパイロット調査研究】 
有料⽼⼈ホーム数施設から処⽅された処

⽅箋を調剤している薬局と協⼒し, 処⽅箋
データに基づいて 2016 年に使⽤された 6 
施設の抗菌薬使⽤量を調査した. 抗菌薬は
ATC に基づき分類し, 使⽤量は Defined 
Daily Dose および有料⽼⼈ホームの⼊居者
数で補正した DDDs/1000 inhabitants/day 
(DID) で算出した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た（承認番号: NCGM-G-002385-
00）.  
 
11)【DPC データを⽤いた抗菌薬使⽤量調
査の有⽤性の検討】 

国⽴国際医療研究センター病院で 2016 
年 4 ⽉〜2017 年 3 ⽉までに使⽤された注
射⽤抗菌薬 (35 種類) について, DPC デ
ータの⼀種である EF 統合ファイルから算
出 し た AMU と デ ー タ ウ ェ ア ハ ウ ス 
（DWH） を⽤いて電⼦カルテから算出し
た AMU を⽐較した. AMU の⽐較には 100
患 者 あ た り の 抗 菌 薬 使 ⽤ 密 度
（Antimicrobial Use Density：AUD）と 100
患者あたりの抗菌薬使⽤⽇数（Days of 
Therapy：DOT）を⽤いた). また, AUD, 
DOT が 1 を超えた抗菌薬については, EF
ファイルを⽤いて算出した値と DWH を⽤
いて算出した値の乖離率を算出した. 解析
にはピアソンの積率相関分析を⽤いた. ⾃
費診療や⻭科患者に使⽤された抗菌薬は除
外した. 本研究の倫理は国⽴国際医療研究
センターの倫理員会で審議され, 承認され
た（承認番号: NCGM-G-002387-00）.  
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12)【病院薬剤師を対象とした各病院におけ
る抗菌薬使⽤量把握の問題点の抽出】 

⽇本病院薬剤師会 (会員数 6,911) およ
び , ⽇ 本 感 染 症 教 育 研 究 会  ( 会 員 数 
11,038) のメーリングリストを利⽤し, 病
院薬剤師を対象としたアンケートを⾏った. 
質問項⽬は, 「どのくらいの間隔で AMU 集
計作業をしているか」, 「何⼈が AMU 集計
作業に関わっているか」, 「作業は通常の業
務時間内におさまっているか」, 「どのよう
な⽅法で AMU を抽出しているか」とした. 
資源が豊富と考えられる病院とそうでない
病院に分けて解析するため, 回答は感染防
⽌対策地域連携加算 1 を取得している施設 
(加算 1 取得施設) と, その他の施設 (加算
2 取得, または未取得施設)に分類した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た（承認番号: NCGM-G-003077-
00）.  
 
13）【Defined Daily Dose の変更によって受
ける全国抗菌薬使⽤量変化の検討】 

2013 年の⽇本の抗菌薬販売量 (Muraki, 
et al. J Glob Antimicrob Resist 2016) およ
び, European Centre for Disease Prevention and 

Control の ウ ェ ブ ペ ー ジ 

(https://ecdc.europa.eu/sites/portal/files/media/e

n/publications/Publications/antimicrobial-

consumption-europe-esac-net-2012.pdf.) よ り
取得した EU に加盟している 30 か国の 2012

年 の 抗 菌 薬 使 ⽤ 量  (DDDs/1,000 

inhabitants/day = DID) を⽤いた. 内服アモ
キシシリン, アモキシシリン・クラブラン
酸それぞれの DDD が 1.5 倍に上昇したこ
とから, ATC 分類の J01CA (広域ペニシリ

ン) , J01CR (広域ペニシリンとベータラクタ
マーゼ阻害剤の合剤) の DID を 1.5 倍し, 各
国の国の抗菌薬使⽤量への影響を検討した. 

J01CA に含まれるアモキシシリン以外の薬
剤, また, J01CR に含まれるアモキシシリ
ン・クラブラン酸以外の薬剤, 同 ATC 分類
に含まれる注射薬は, いずれも内服アモキ
シシリン・アモキシシリン・クラブラン酸と
⽐較して使⽤頻度が低いと考えられたこと
から, それらは除外せずに検討した.  

（倫理⾯への配慮）本研究は個⼈情報を
利⽤していない。 
 
Ｃ．研究結果 
１）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2013-2017）】 

合計の抗菌薬販売量は, 2013 年 14.9 DID, 
2014 年 14.5 DID, 2015 年 14.6 DID, 2016
年 14.6, 2017 年 13.8 DID であり, 2013 年
⽐で 2017 年は 7.3%の減少を認めた. 経⼝
セファロスポリン, フルオロキノロン, マ
クロライドは, それぞれ 3.9 DID から 3.4 
DID, 2.8 DID から 2.6 DID, 4.8 DID から
4.2 DID と減 少 し , 減 少 率 は そ れ ぞ れ , 
12.3%, 9.2%, 13.5%であった (図 1). 抗菌
薬全体にかかる費⽤は 2013 年と⽐べて
2017 年は全体で 992 億円減少したが, うち
ジェネリック薬品への移⾏による変動が
498 億円と推定され, 抗菌薬使⽤量減少に
よる医療費の削減は, 437 億円と推定された 
(表 1).  

 
2)【販売量データを⽤いた⽇本国内の抗菌
薬使⽤量に関する研究（2013-2016）】 

全国の抗菌薬販売量 は 2013 年 14.95 
DID, 2014 年 14.51DID, 2015 年 14.73 
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DID, 2016 年 14.65 DID とわずかに減少傾
向であった. 経⼝薬は 2013 年 13.99 DID 
から 2016 年 13.63 DID へ減少したが, 注
射薬は 0.96 DID から 1.03 DID へ増加した. 
都道府県別にみると, 2016 年の DID が最
⼤の都道府県 (18.69 DID) と最⼩の都道
府県 (11.20 DID) では 7.50 DID の差があ
った. また, フルオロキノロン薬の処⽅が
⻄⽇本に偏っている傾向がみられた (図 2).  
 
3）【外来における注射⽤抗菌薬に関する調
査】 

外 来 に お け る 注 射 薬 の 使 ⽤ 量 は 0.51 
DOTID であり, 全体の 31%を占めた. ⼊
院ではセファロスポリン・カルバペネム
(J01D) が 0.67 DOTID と最も多く使⽤さ
れていたが, 外来では 0.25 DOTID とアミ
ノグリコシド (J01G) が最も多く使⽤され
ていた. 全注射薬使⽤量を年齢別にみると
⼩ 児 で 0.77 DOTID, ⽣ 産 ⼈ ⼝ で 0.37 
DOTID, ⾼齢者で 0.71DOTID であり, ア
ミノグリコシドはそのうち 73.3%, 47.2%, 
39.2%を占めた. すべてのアミノグリコシ
ドのうち 55.6%が⼩児に使⽤されていた 
(図 3).  
 
4）【⽇本における注射⽤抗菌薬増加の原因
についての研究】 

2013 年から 2017 年にかけて各年齢群の
注射⽤抗菌薬使⽤量 (DID) は, ⼩児で
0.25, 0.24, 0.25, 0.24, 0.22, ⽣産年齢で 0.37, 
0.36, 0.37, 0.37, 0.36, ⾼齢者で 2.07, 2.00, 
2.02, 2.01, 2.02 と変化した. ⼩児, ⽣産年
齢, ⾼齢者それぞれの群での 2013 年から
2017 にかけての DID の変化率は-11.27%, 
-2.66%, -2.03%であった. ⼀⽅, 全年齢で

の変化率は+4.02%であった (表 2). それ
ぞれの年齢群の DDDs と⼈⼝変化をみると, 
⼩児, ⽣産年齢では DDDs, ⼈⼝とも減少
傾向なのに対し, ⾼齢者では DDDs, ⼈⼝
とも増加傾向であった (図 4).  
 
5)【⽇本の⻭科における抗菌薬使⽤量の研
究】 

2015, 2016, 2017 年の抗菌薬使⽤量総計
はそれぞれ, 1.23, 1.22, 1.21 DID であった. 
使⽤された抗菌薬はいずれの年もセファロ
スポリン系抗菌薬が最⼤であり, それぞれ, 
0.80 (65.6%), 0.80 (65.2%), 0.77 (63.7%) 
DID であった (図 5). 処⽅の傾向としては, 
外来診療で処⽅された内服薬が⼤半を占め, 
⼊院診療における処⽅や注射薬はわずかで
あった. 外来診療における内服薬の処⽅は, 
各年, 処⽅全体の 99.0, 98.9, 98.9%であっ
た.  
 
6)【⽇本の抗真菌薬使⽤量についての研究】 

2013 年から 2017 年において, 内服・注射
薬を合計した DID はそれぞれ, 0.29, 0.28, 

0.27, 0.26, 0.26 であった (表 3). 2017 年の抗
真菌薬のうち, 内服薬が 89.4%を占めた. 内
服薬ではイトラコナゾール (51.9%), フル
コナゾール (39.7%) の 2 剤が多く使⽤され, 

注射薬ではミカファンギンが 58.5%と総使
⽤量の半分以上を占めた. 2013 年と 2017 年
を⽐較すると, 注射のフルコナゾールとボ
リコナゾールがそれぞれ 27.9%, 12.5%減少
する⼀⽅, 内服の同薬剤がそれぞれ 12.9%, 

39.1%増加していた.  

 
7)【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈ホーム, 
在宅医療における抗菌薬使⽤量の研究】 
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特別養護⽼⼈ホームで使⽤された抗微⽣
物薬使⽤量の 1000 定員・1 ⽇あたりの抗微
⽣物薬使⽤量は平均 5.01 (±0.09)であり, 
経時的な変化はみられなかった. 都道府県
別の 1000 定員・1 ⽇あたりの抗微⽣物薬使
⽤量を中央値 [四分位範囲] (最⼤値, 最⼩
値) で⽰すと, 全体で 5.12 [4.44 ‒ 7.63] 
(1.35-21.05) DDDs であり, 都道府県によ
り⼤きなばらつきがみられた. 在宅医療
1,000 診療・1 ⽇あたりに使⽤された抗微⽣
物薬使⽤量は平均 2.57 (±0.46) DDDs で
あり, 2014 年に⽐べて 2017 年は在宅医療
受診患者数が増加していたにも関わらず増
加傾向であった. 年齢区分別の 1,000 診療・
1 ⽇あたりの抗微⽣物薬使⽤量は, ⼩児で
412.7 DDDs, ⽣産年齢で 30.5 DDDs, ⾼齢
者で 0.88 DDDs であり、⼤きなばらつきが
みられた.  
 
8)【本邦の抗菌薬販売量データとレセプト
情報データに基づく使⽤量変化の差に関す
る研究】 

⽇本の推定抗菌薬使⽤量は, 2013 年時点
では S-AMU が C-AMU よりも⼤きかった
が, 徐々にその差がなくなり, 2015 年に逆
転した. 以後は, C-AMU が S-AMU よりも
⾼い状態で差は⼀定した (図 6). 注射薬で
は先発品, 後発品とも S-AMU が C-AMU
よりも持続的に⾼かったのに対し, 内服薬
の後発品は, C-AMU が S-AMU よりも⾼か
った (図 7). また, S-AMU と C-AMU の差
は 2013 年から 2015 年にかけて徐々に⼩さ
くなり, その後, ⼀定していた. 医科レセ
プト, 調剤レセプトの電⼦化率は持続的に
⾼かったが, ⻭科レセプトにおける電⼦化
率は 2013 年から 2015 年にかけて, 55.7%, 

69.5%, 96.0%と急激に上昇していた.  
 
9)【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤量を調査
する際に受ける⼈⼝流⼊出の影響について
の研究】 

全国の抗菌薬使⽤量は 17.21 DID であっ
た. 都道府県では, 夜間⼈⼝, 昼間⼈⼝で
補正したそれぞれの DID (中央値 [四分囲
範 囲 ] ( 最 ⼩ 値 , 最 ⼤ 値 )) は 17.20 
[15.91,18.41] (14.17-20.80 ） , 17.46 
[16.12,18.40] (14.22-20.81) であり, ⼆次
医療圏ではそれぞれ 16.12  [14.20,18.17] 
(8.31-43.08), 16.58  [15.56,18.53] (8.19-
24.19）であった (図 8). 都道府県, ⼆次医
療圏とも, 都⼼部では夜間⼈⼝で補正した
値が昼間⼈⼝で補正した値よりも⾼く, ベ
ッドタウンではその逆の結果であった. 乖
離は関東, 関⻄の中⼼部とその周辺部に多
く⾒られた(図 9).  
 
10)【介護付き有料⽼⼈ホームの抗菌薬使⽤
量のパイロット調査研究】 

全抗菌薬使⽤量は 15.3 DID であった. 処
⽅は内服抗菌薬が 99.3%を占め, 注射抗菌
薬はすべてセフトリアキソンであった. 各
抗菌薬の DID（割合）は, マクロライドが
5.8 (38.2%) と最多であり, 時点がフルオ
ロキノロン 4.2 (27.6%) であった. 各施設
の抗菌薬使⽤割合は, マクロライド 13.2%-
55.3%, フ ル オ ロ キ ノ ロ ン  5.5%-37.2%, 
セファロスポリン 0%-32.3%,  ST 合剤 
0%-76.3%, テトラサイクリン 0%-25.9%, 
ペニシリン 0%-26.7%と施設により⼤きな
差があった (図 10).  
 
11)【DPC データを⽤いた抗菌薬使⽤量調
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査の有⽤性の検討】 
EF 統合ファイル, DWH それぞれから

算出した AUD, DOT は近い値であったが, 
完全には⼀致しなかった. EF 統合ファイル
から集計した AUD と電⼦カルテから集計
した AUD の相関係数は 0.998, DOT に関
しては 0.999 であり, どちらも統計学的に
有意に相関した（p < .001）. AUD が 1 を
超えた抗菌薬は, メロペネム, ピペラシリ
ン・タゾバクタム, セフェピム, アンピシリ
ン・スルバクタム, セフトリアキソン, アン
ピシリン, セフメタゾール, セファゾリン, 
バンコマイシンの 9 種類であり, DOT が 1
を超えた抗菌薬も AUD と同様であった. 
これらの薬剤の AUD 乖離率は, バンコマ
イシン（17.5%）, セファゾリン（5.8%）, 
セフメタゾール（3.6%）の順で⾼く, DOT
の乖離率はセフメタゾール（4.7%）, セフ
ァゾリン（2.4%）, セフトリアキソン（1.3%）
の順に⾼かった. バンコマイシンの DOT
の乖離率は 0.3%であった.  
 
12)【病院薬剤師を対象とした各病院におけ
る抗菌薬使⽤量把握の問題点の抽出】 

177 の回答のうち, 168 (94.9%) が施設の
AMU 集計に関わっていた. 168 の回答の詳
細を表 4 に⽰す. 104 (61.9%) が加算 1 取
得施設, 64 (38.1%) が加算 2 取得, または
未取得施設であった. AMU 集計は加算 1 取
得施設の 84.6%,  加算 2 取得, または未取
得施設の 90.6% が 1 ヶ⽉以内の間隔で⾏
っていた. 集計作業は加算 1 取得施設の
70.2%で, 加算 2 取得, または未取得施設の
71.9%で薬剤師 1 名が⾏っていた. 加算 1
取得施設の 54.8%, 加算 2 取得, または未
取得施設の 40.6%で, 集計作業は通常の業

務時間外に⾏われていた. 電⼦カルテを使
⽤して AMU 集計をしている施設は加算 1
取得施設で多く, 薬剤部の仕組みを使って
集計している施設は加算 2 取得, または未
取得施設で多かったが, いずれも統計学的
な有意差は認めなかった.  
 
13）【Defined Daily Dose の変更によって受
ける全国抗菌薬使⽤量変化の検討】 

内服アモキシシリン, アモキシシリン・
クラブラン酸の DDD 変更による国の抗菌
薬使⽤量の変化の中央値 (最⼤値, 最⼩値) 
は, −13.5% (−19.2%, −2.4%) であった. 最も
影響を受けた 3 カ国はスペイン (−19.2%),  

フランス (−19.1%), ベルギー (−19.0%) で
あり, ⽇本 (−2.4%), スウェーデン (−3.7%), 

ノルウェー (−5.1%) は影響が⼩さかった.  
 
Ｄ．考察 
１）【⽇本国内の抗菌薬販売量に関する調査
（2013-2017）】 

抗菌薬販売量は 2013 年から 2016 年の間
で⼤きな変動がなかったが, 2017 年に 7.3%
の減少がみられた. しかし, AMR 対策アク
ションプランが掲げる数値⽬標には⾄って
おらず, さらなる抗菌薬適正使⽤の推進が
必要である. 今回の研究で抗菌薬減少によ
り削減されたと推定される費⽤は 400 億円
以上であった. 研究開発・創薬に必要なイ
ンセンティブの必要性が議論されている中, 
削減された費⽤を研究開発・創薬として新
規抗菌薬の開発等に充てる可能性を考慮す
べきである.  

 
2)【薬剤卸販売量データを⽤いた⽇本国内
の抗菌薬使⽤量に関する研究（2013-2016）】 
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抗菌薬の販売量データから推測した抗菌
薬使⽤量は, 最⼤の都道府県 (18.69 DID)  
と最⼩の都道府県 (11.20 DID) で 7.50 
DID の差があった. 加えて, 抗菌薬の種類
による地域の偏りもみられた. ここから, 
薬剤耐性菌対策のためには, 各々の地域に
おいて, 使⽤量だけでなく抗菌薬選択の偏
りを観察しながら, 各地域の現状に合致し
た抗菌薬適正使⽤活動を⾏うことが重要で
あると考えられた.  
 
3）【外来における注射⽤抗菌薬に関する調
査】 

外来で最も使⽤されている注射⽤抗菌薬
はアミノグリコシドであった. アミノグリ
コシドは細菌学的な治療失敗が多いこと, 
腎障害を起こす頻度が⾼いことなどが報告
されており, アミノグリコシド感受性の多
剤耐性菌感染症を除いては市中感染症で使
⽤可能な場⾯が少ない. 近年, 英国ではア
ミノグリコシドの使⽤量が⼤きく減少した
が, その理由は吸⼊薬としての使⽤を抑制
したことであった. ⽇本の症例報告でもア
ミノグリコシド吸⼊療法の記載が散⾒され
ることから, ⽇本でも英国と同様にアミノ
グリコシドが吸⼊療法として使⽤されてい
る可能性が考えられる. アミノグリコシド
が⼩児でより⾼頻度に使⽤されていた原因
は不明だが, ⼩児は成⼈に⽐べて気道感染
症への罹患率が⾼いことから, 軽症気道感
染症に吸⼊薬として使⽤されている可能性
もある. 今後, どのようにアミノグリコシ
ドが外来で使⽤されているかを調査する必
要がある.  
 
4）【⽇本における注射⽤抗菌薬増加の原因

についての研究】 
⾼齢者では注射⽤抗菌薬の総使⽤量が増

加していた. しかし, ⾼齢者⼈⼝の増加と
⽐較して総使⽤量の増加が⼩さいため, ⾼
齢者の DID は減少傾向になったと考えら
れた. さらに, ⼩児, ⽣産年齢における注
射⽤抗菌薬の減少量は⾼齢者における増加
量よりも⼩さいため, 総⼈⼝で⽇本全体の
抗菌薬使⽤量を補正すると, 注射薬全体の
DID は増加傾向になったと考えられた. こ
れらのことから, ⽇本における注射⽤抗菌
薬の増加は⾼齢化が主要な原因であると考
えられた. 今後, ⾼齢者への抗菌薬適正使
⽤を推進する必要がある.  

 
5)【⽇本の⻭科における抗菌薬使⽤量の研
究】 

⻭科での抗菌薬使⽤は外来診療における
内服薬が全体の 99%を占め, 種類はセファ
ロスポリンが 6 割以上を占めた. 医科と同
じくペニシリンの使⽤割合が低いと考えら
れた. 今後, このような状況を踏まえて⻭
科における適正使⽤活動を展開していく必
要がある.  
 
6)【⽇本の抗真菌薬使⽤量についての研究】 

⽇本の抗真菌薬の使⽤状況を明らかにし
た. フルコナゾールやボリコナゾールの推
移からは, 注射薬が減少し, 内服薬が増加
している傾向がみられた. 今後も抗真菌薬
の適正使⽤を推進するため, 使⽤状況を観
察していく必要がある.  
 
7)【NDB を利⽤した特別養護⽼⼈ホーム, 
在宅医療における抗菌薬使⽤量の研究】 

今回の抽出⽅法では, 特別養護⽼⼈ホー

64



ムの抗菌薬使⽤量の多くが集計できていな
かった. これは, 特記コード 09 が施設内で
の処⽅のみしか抽出できないことが原因と
考えられた. また, 在宅患者訪問薬剤管理
指導料が⾼齢者でほとんど使⽤されていな
いため (介護保険である居宅療養管理料が
使⽤されている) , 在宅患者訪問薬剤管理
指導料では⾼齢者における在宅医療で使⽤
された抗菌薬が抽出できなかったと考えら
れた.  
 
8)【本邦の抗菌薬販売量データとレセプト
情報データに基づく使⽤量変化の差に関す
る研究】 

S-AMU と C-AMU の性質上, S-AMU が
C-AMU を上回るはずであるが, 2015 年以
降は C-AMU が S-AMU を上回った. この
理由は, 製薬会社から医療機関へ直接販売
されている後発薬が S-AMU に含まれてい
ないことが理由と考えられた. また, 2013
年から 2015 年まで S-AMU と C-AMU の
動向が⼤きく乖離したのは, ⻭科レセプト
の電⼦化率が急上昇し, ⻭科における抗菌
薬処⽅が増加したためと考えられた. この
ことから, 2015 年以降は両者の動向は⼀致
すると考えられるが, 特に S-AMU による
AMU 調査では⼤きなデータ⽋損があるこ
とがわかったため, 国内のヒトにおける
AMU 調査は C-AMU を主に⽤いるべきで
あると考えられた.  
 
9)【⼆次医療圏単位で抗菌薬使⽤量を調査
する際に受ける⼈⼝流⼊出の影響について
の研究】 

昼間⼈⼝と夜間⼈⼝の乖離の⼤きさから, 
AMU における⼈⼝流出⼊の影響は都道府

県よりも⼆次医療圏で⼤きいことが分か
った. 昼間⼈⼝で補正するより, 夜間⼈⼝
で補正したほうが外れ値がなくなり, 中
央値が全国値に近づいたことから, ⼆次
医療圏で抗菌薬使⽤量を調査する際は, 
補正に夜間⼈⼝ではなく昼間⼈⼝を⽤い
る⽅が望ましいと考えられた.  

 
10)【介護付き有料⽼⼈ホームの抗菌薬使⽤
量のパイロット調査研究】 

特定の有料⽼⼈ホームから処⽅された処
⽅箋をすべて調剤している薬局があったた
め, 特定の有料⽼⼈ホームにおける抗菌薬
使⽤量の把握が可能であった. 対象となっ
た有料⽼⼈ホームの⼊居者における全抗菌
薬使⽤量の DID は 2013 年における⼀般
⼈⼝の使⽤量（DID: 15.8）と同程度であっ
た. 有料⽼⼈ホームにおける抗菌は内服抗
菌薬が 99.3%を占め, マクロライド, フル
オロキノロンが多かった. この理由は, 処
⽅, 内服の簡易さ (1 ⽇の投与回数が少な
く, 投与⽇数が少ない）が考えられた. 施設
差が⾮常に⼤きいことから, 抗菌薬使⽤の
ガイドラインを整備する必要性が考慮され
た. 
 
11)【DPC データを⽤いた抗菌薬使⽤量調
査の有⽤性の検討】 

EF 統合ファイルおよび電⼦カルテ, それ
ぞれから集計した AUD, DOT の相関は極
めて良好であった. AUD ではバンコマイシ
ンの乖離率が 17.5%と⼤きかった. これは, 
電⼦カルテから得たデータは使⽤量を本数
で集計したため, 使⽤した抗菌薬量が 1 バ
イアルに満たなかった場合にそれを 1 バイ
アルとして集計したが, EF 統合ファイルで
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は正確な実使⽤量で⼊⼒されていたことが
原因と考えられた. 今後, 多くの施設で検
討を⾏うことでさらなる問題点を検証して
いく必要がある.  
 
12)【病院薬剤師を対象とした各病院におけ
る抗菌薬使⽤量把握の問題点の抽出】 

アンケートからは, 薬剤師⼀⼈で AMU
集計作業を⾏っている施設が多く, 労働時
間外での集計作業も回答者の約半数で⾏わ
れていた. 電⼦カルテを使⽤して AMU 集
計を⾏っている施設は加算 1 取得施設で多
く, これらの施設では電⼦カルテ機能を利
⽤して集計作業を簡便に⾏っている可能性
がある. しかし, 加算 1 取得施設でも電⼦
カルテ機能を利⽤していると答えた回答は
全体の 6 割未満であり, 今後, あらゆる病
院で利⽤可能な, 短時間で簡便に AMU 集
計ができるツールを開発することが求めら
れる.  
 
13）【Defined Daily Dose の変更によって受
ける全国抗菌薬使⽤量変化の検討】 

スペイン, フランス, ベルギーなど, 使
⽤されている抗菌薬のうちアモキシシリン
やアモキシシリン・クラブラン酸の使⽤割
合が⾼い国は, DDD 改定によってそれぞれ
約 2 割, 国の抗菌薬使⽤量が減少した. ⽇
本は最も DDD 改定の影響を受けにくかっ
たが, これはペニシリンの使⽤が少ないこ
とが理由と考えられる. 他⽅, スウェーデ
ンやノルウェーは広域ペニシリンではなく, 
ベータラクタマーゼ感受性ペニシリンを多
く使⽤していることが理由であると考えら
れた. DDD 改定により国の抗菌薬使⽤量が
強く影響を受けることがわかったため, 抗

菌薬使⽤量を時系列で⽐較する, または他
国と⽐較する際には, その抗菌薬使⽤量の
算出において, どの時点の DDD を使⽤し
ているかを確認することが重要である.  
 
Ｅ．結論 

販売量を利⽤した国の抗菌薬使⽤量モニ
タリングにより, 抗菌薬販売量の減少やそ
の経済効果が明らかになった. また, NDB
を利⽤した抗菌薬使⽤量モニタリングによ
り, 様々な領域における抗菌薬使⽤に関す
る問題点が明らかになってきた. ⼀⽅, 販
売量と NDB 両者に関しては⻑所, 短所が
あるため, 特性を⾒極めてサーベイランス
を⾏うことが重要である. 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
分担研究報告書 

 
薬剤耐性（AMR）アクションプランの実行に関する研究（H29-新興行政-指定-005） 

 
抗菌薬使用量（AMU）サーベイランスに関する研究 

 
研究分担者 京都薬科大学 臨床薬剤疫学分野 村木 優一 
研究協力者 AMR 臨床リファレンスセンター（AMRCRC） 
日馬 由貴、石金 正裕、小泉龍士、田中、知佳、松永展明、田島太一、遠藤 美緒 
 

研究要旨 
薬剤耐性（AMR）対策アクションプランのなかで、抗菌薬の動向調査・監視は目

標の１つに掲げられており、継続的な調査体制の確立が求められている。本研究で

は、これまでに引き続き全国や都道府県サーベイランスの実行と J-SIPHE の実行に

必要な体制整備を行い、新たな使用状況の把握や評価方法の探索を目的とした。 
今回、新たに二次医療圏の使用状況を明らかにした。また、Clostridioides difficile

感染症や真菌感染症など治療目的別の使用動向も明らかにした。さらに、AMU を用

いて外来での特定薬剤治療管理料の必要性や抗菌薬適正使用支援加算の評価を行っ

た。本研究は、AMR 対策アクションプランの実行において重要な柱の 1 つである動

向調査・監視に対して有用な情報を提供し、得られた情報を評価する上でも重要な

役割を担っている。 
 
Ａ．研究目的 
 

薬剤耐性菌が世界中に拡大し、問題と

なっているなか、2016 年 4 月にわが国で

は「薬剤耐性（AMR）対策アクションプ

ラン」が発表された。本アクションプラ

ンは「1 普及啓発・教育、2 動向調

査・監視、3 感染予防・管理、4 抗微

生物剤の適正使用、5 研究開発・創薬、

6 国際協力」の主要な 6 分野で目標を掲

げて活動を推進していくとしている。ま

た、本アクションプランの「2 動向調

査・監視」では、日本の抗菌薬使用

（AMU）と微生物耐性の動向を把握する

サーベイランス体制の構築及び新たな

AMU の評価指標の確立を求めている。 
サーベイランス体制には、日本や都道

府県などマクロな視点と各医療機関や診

療所などミクロな視点での把握が必要で

ある。我々はこれまでにマクロな視点に

よるサーベイランスとして全国あるいは

都道府県の販売量ならびにナショナルデ

ータベースを用いた把握を行ってきた。

しかしながら、地域での取り組みを評価

する上では二次医療圏といったより詳細

な地域での把握が必要と考えられる。 
ミクロな視点での把握には医療機関で

のサーベイランスがあげられる。AMR 臨

床リファレンスセンターでは、2019 年 1
月に感染対策連携共通プラットフォーム

（J-SIPHE）の運用を開始した。この J-
SIPHE を普及させるには、簡便に AMU を

集計する仕組みが必要であった。そこ

で、我々は八木班で構築した抗菌薬集計

用プログラム（DUAS）を 2019 年に J-
SIPHE 連携用に改修した ACAS
（antimicrobial consumption aggregate 
system）を開発した。 

こうした AMR 対策アクションプラン

を実行した場合のサーベイランス体制は

確実に構築されつつあるが、診療の質や

感染症治療の目的に応じた使用状況の把

握は依然として確立されておらず、収集

した評価方法についても標準化しなけれ
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ばならない。 
本研究では、これまでに引き続き全国

や都道府県サーベイランスの実行と J-
SIPHE の実行に必要な体制整備を行い、

新たな使用状況の把握や評価方法の探索

を目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 
1. 全国・都道府県別 AMU サーベイラン

ス、J-SIPHE による医療機関の AMU サ

ーベイランスの実行 
 
サーベイランスを円滑に実行すること

に必要なマスター管理、各種質問への対

応を行った。 
 

2. 二次医療圏における抗菌薬使用動向の

把握 
 
パイロット調査として京都府、三重県

の二次医療圏を対象とした。田辺班によ

り入手した 2013 年、2016 年の抗菌薬処方

人数を利用し、第 3 世代セファロスポリ

ン系薬、キノロン系薬、マクロライド系

薬、全体の外来・入院における使用動向

を以下の式で示す PID の差（ΔPID）を求

めた。 
 
    年間使用患者数（人）    
    夜間人口（人）×365（日） 
（patients/1,000 inhabitants/day） 

 
3. 治療目的別に使用される抗微生物薬の

使用状況把握 
 
2005 年から 2015 年における抗

Clostridioides difficile 感染症（CDI）治療

薬、抗真菌薬の販売量に基づいた使用状

況を調査した。 
 
4. NDB を用いた外来における TDM の必

要性 
 

2013 年から 2017 年における NDB のレ

セプト種別を用いて経口ボリコナゾール

の使用状況を調査した。 
 
5. 抗菌薬適正使用支援加算の評価 
 

抗菌薬適正使用支援加算の算定時期で

ある 2018 年 4 月から 8 月までと算定前の

2017 年の同時期における抗菌薬処方のあ

った患者とない患者を比較した。 
 
6. 倫理面への配慮 
 

本研究は、直接的に患者情報を取り扱

うものではない。すなわち、データとし

ては、患者情報から切り離した値のみを

取り扱う。扱うデータは、匿名化を図

り、団体および個人の不利益に十分配慮

している。 
 
Ｃ．研究結果 
 
1. 全国・都道府県別サーベイランス、J-

SIPHE による AMU サーベイランスの

実行 
 
特に大きな問題を認めることなく、各

サーベイランスは実行されている。 
 

2. 二次医療圏における抗菌薬使用動向の

把握 
 
京都府、三重県の二次医療圏を対象と

した第 3 世代セファロスポリン系薬、キ

ノロン系薬、マクロライド系薬、全体の

外来・入院における使用動向を明らかに

した（図 1、2）。 
 

 
3. 治療目的別に使用される抗微生物薬の

使用状況把握 
 
2005 年から 2015 年における抗 CDI 薬

（図 3）、抗真菌薬（図 4）の使用状況を

明らかにした。 
 
4. NDB を用いた外来における TDM の必

要性 

PID= ×1,000 
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外来および入院ともに経口ボリコナゾ

ールの使用は増加しており、特に 2016 年

からは後発品が使用されるようになった

（図 5）。また、外来では 70%が保険薬局

で調剤されていた。 
 
5. 抗菌薬適正使用支援加算の評価 
 

抗菌薬適正使用支援加算の算定の有無

に関わらず、加算前後で抗菌薬処方のな

い患者は増加した（図 6）。 
 
Ｄ．考察 

AMU の動向を二次医療圏単位で把握す

る方法を検討できた。この方法を用いる

ことにより、年齢群別あるいは入院・外

来別の使用動向を把握することができる

ため、対策を講じた後の変化を評価可能

となり、マップ化することで視覚的にわ

かりやすいことが考えられる。 
パイロット的に調査した三重県、京都

府では、共通して入院患者における経口

抗菌薬の増減は、ほとんど認めないもの

の、外来においては、年齢や地域毎によ

って増減に幅を認めた。本データは 2013
年から 2016 年の変化であり、今後アクシ

ョンプランの影響を評価するため、2019
年や 2020 年の値を求めることが必要であ

る。 
AMU の指標と DID は選択圧を評価す

るだけでなく、使用目的別に調査するこ

とで Clostridioides difficile（CD）感染症と

いった AMR 対策に重要な感染症の使用状

況を評価できる。今回、CDI 感染症並び

に真菌感染症の使用動向を調査した。そ

の結果、CDI 治療薬は経年的な増加を認

めたが、薬剤費は減少していることを明

らかにした。日本では CD の疫学調査が行

われてこなかったが、治療目的に応じた

AMU の把握は疫学調査の代替指標にもな

ることが示唆された。さらに薬剤費の減

少はガイドラインに遵守した使用に伴う

ことが推察されることから適正使用の評

価にも有用である。 

一方、抗真菌薬においては、全体的な

使用は減少しているものの、深在性真菌

症に使用する AMU は増加しており、これ

も易感染症患者の増加が懸念されている

ことを反映する結果となった。このよう

に AMU の把握は、日本の薬物治療の変遷

を評価する有用な手段の１つとなること

が考えられる。 
抗菌薬適正使用を推進するための手段

の 1 つに治療薬物モニタリング（TDM）

がある。TDM を実施した場合、特定薬剤

治療管理料が算定できることで個別化医

療が行えている。しかしながら、主に入

院患者が対象であるため、外来患者に算

定することができない。こうした問題点

を AMU を利用して明らかにするため、レ

セプト種別を用いて TDM 対象薬のボリコ

ナゾールを評価した。ボリコナゾールは

外来での使用が増加し、特に保険薬局で

調剤されていることが明らかとなった。

さらに後発品が発売されたことに伴う使

用の増加を認めた。外来では特定薬剤治

療管理料が算定できないため、現在、先

発品の場合は製薬会社が血中濃度測定を

行っているが、後発品の使用が増えるこ

とで今後、TDM が実施できない患者がぞ

うかすることが予想されるため、外来に

おいても TDM を実施できる環境を整備す

る必要性が示唆された。 
日本では 2018 年度の診療報酬改定にお

いて小児抗菌薬適正使用支援加算が新設

された。本加算は、抗菌薬が必要でない

急性上気道炎、急性下痢症の患者に対し

て十分な指導の下、抗菌薬を処方しなか

った場合に算定できる。そこで、加算の

前後で比較したところ加算の算定の有無

に関わらず抗菌薬処方が減少していた。

診療報酬改定直後ということもあるが、

AMR 対策アクションプランが策定された

後であるため、その影響が大きかったこ

とが推察される。このように AMU の把握

は診療報酬の評価にも有用であることが

推察された。 
 
Ｅ．結論 
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本研究は、AMR 対策アクションプラン

の実行において重要な柱の 1 つである動

向調査・監視に対して有用な情報を提供

し、得られた情報を評価する上でも重要

な役割を担っている。 
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【参考資料】 

図 1 2013 年から 2016 年における京都府の二次医療圏別抗菌薬の使用動向 
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上記の色は 2016 年と 2013 年における PID（DDDs/1,000 inhabitants/day）の差

（範囲: -0.7 -1.0）であり、増加した場合は赤、減少している場合は青で表示し

ている。 
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図 2 2013 年から 2016 年における三重県の二次医療圏別抗菌薬の使用動向 
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上記の色は 2016 年と 2013 年における PID（DDDs/1,000 inhabitants/day）の差

（範囲: -0.7 -1.0）であり、増加した場合は赤、減少している場合は青で表示し

ている。 
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図 3 販売量に基づいた抗 CDI 治療薬における使用動向と薬剤費の推移 

 

 

図 4 販売量に基づいた抗真菌薬における使用動向 

 

左図は抗真菌薬全体の剤形別使用動向を示す。 

右図は深在性真菌症に使用される抗真菌薬の使用動向を示す。 
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図 5 ナショナルデータベースに基づく経口ボリコナゾールの使用状況か

ら明らかとなった外来における TDM の必要性 

 

図 6 小児抗菌薬適正使用支援加算の評価 

 

図は、加算算定の有無（上段：算定あり、下段：算定無し）で分類した医療

施設における加算前後での抗菌薬処方の有無に対する患者数割合の比較を

示す。 
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平成 30 年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦ 
(新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業) 指定研究 
「薬剤耐性 (AMR) アクションプランの実⾏に関する研究」 

分担研究報告書 
 

抗微⽣物薬適正使⽤ (AMS) に関する研究 
 
研究責任者:  
⼤曲貴夫（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
研究協⼒者:  
⽇⾺由貴（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⽯⾦正裕（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⽊下典⼦（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⽥中知佳（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⽊村有希（国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター） 
⼩泉⿓⼠ (国⽴国際医療研究センター病院 国際感染症センター/AMR 臨床リファレンス 
センター) 
⽊原朋未（⼤阪⼤学 ⼤阪⼤学医学系研究科公衆衛⽣学教室） 
佐藤淳⼦ (独⽴⾏政法⼈医薬品医療機器総合機構 国際協⼒室) 
 
 
要旨 
⽬的:  

薬剤耐性菌対策を促進するため, ⽇本の
抗菌薬抗菌薬適正使⽤における問題点を明
らかにし, それらの問題点に対する介⼊⽅
法を検討する.  
⽅法:  
1)【⾮細菌性気道感染症に対する処⽅傾向
と関連因⼦の研究】 

JMDC のデータベースを⽤いて 2012 年
4 ⽉から 2017 年 7 ⽉の間の患者情報, 診断
情報, 治療情報, 医療施設情報を抽出し, 
抗菌薬処⽅傾向とその関連因⼦について検
討した.  
2）【⾮細菌性気道感染症に費やされている
薬剤費⽤の推定】 

各年齢群において⾮細菌性気道感染症に
使⽤されている抗菌費を集計し, それぞれ
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の⼈⼝による重みづけを⾏った. ⼈⼝カバ
ー率や処⽅割合の不確実性については 95%
信頼区間により, 推定値の幅を⽰した.  
3）【急性膀胱炎に対する抗菌薬使⽤量の調
査】 

JMDC のデータベースを⽤いて, 2013 年
1 ⽉から 2016 年 12 ⽉までの間に単純性膀
胱炎に使⽤された内服抗菌薬についてその
割合を調査した. また, その処⽅⽇数を調
査した.  
4)【⽇本の 3 次医療病院におけるカルバペ
ネム適正使⽤⽀援 8 年間の経験と処⽅後監
査とフィードバックの効果】 

感染症コンサルテーションのみを⾏って
いた Term A, モニタリングとメールによ
るフィードバックを⾏っていた Term B, 
抗菌薬適正使⽤⽀援チーム（AST）による
PPRF を⾏っていた Term C に分類し, 
Interrupted Time Series Analysis（ITSA）解
析を⾏った. アウトカム指標として, 1000
⼊ 院 延 べ 患 者 数 あ た り の 耐 性 菌 お よ び
Clostridioides difficile 感染症の発⽣密度を
評価した. さらに, CAR 購⼊費⽤削減効果
を評価した.  
5)【静岡県東部地域の病院におけるセファ
ロスポリン, マクロライド, キノロン採⽤
の研究】 

静岡県東部地域の 33 病院に対し, 院内で
採⽤している内服抗菌薬についてアンケー
ト調査を⾏った.  
6）【⼩児のマイコプラズマ感染症に関する
抗菌薬使⽤の変化の調査】 

JMDC のデータベースを⽤いて, 2010 年
から 2016 年の間に処⽅された抗マイコプ
ラズマ薬の割合の変化を観察した. また, 
薬剤の効果の指標としてそれぞれの薬剤に

ついて, 処⽅後の⼊院率を調査した.  
7）【在宅医療現場における抗菌薬使⽤に関
するアンケート研究】 

在宅医療法⼈「悠翔会」に協⼒を依頼し, 
2018 年 6 ⽉ 20 ⽇から 8 ⽉ 19 ⽇までの期
間で, 13 施設, 25 名の在宅医に⽇常⾏って
いる感染症診療についてアンケート調査を
⾏った.  
8) 【抗菌薬適正使⽤に資する添付⽂書の改
訂や, 社会保険診療報酬制度の審査情報提
供事例の有効利⽤に関する研究】 

メーリングリストを通じて実際に臨床を
⾏っている医師から, 添付⽂書の改訂が必
要と考えられる薬剤の情報収集を⾏った. 
また, 国⽴国際医療研究センターに所属す
る感染症を専⾨とする医師 3 名により, 添
付⽂書を改訂すべき項⽬を検討した. さら
に, 社会保険診療報酬制度の審査情報提供
事例の利⽤⽅法を世間に周知した.  
9)【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と抗真菌薬
適正使⽤⽀援の現状についての研究】 

⽇本疫学講習会のメーリングリストを利
⽤し, 240 病院に抗菌薬適正使⽤⽀援と抗真
菌薬適正使⽤⽀援の現状についてのアンケ
ートを送付した.  
10)【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の菌⾎症
疫学の研究】 

2010 年 1 ⽉から 2016 年 12 ⽉にかけ, 
JANIS に記録された⾎液培養検体の検査結
果を年齢別に抽出し, 検出された細菌の変
化を観察した. 結果は⼩児 (20 歳未満)・成
⼈ (20 歳以上) で分け, それぞれについて
経時的な変化を検討した.  
 
結果:  
1)【⾮細菌性気道感染症に対する処⽅傾向
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と関連因⼦の研究】 
調査期間の開始⽉と終了⽉の間に, 100 受

診当たりの抗菌薬処⽅数は 19.2%減少した. 
処⽅された抗菌薬のうち, 89%が広域抗菌
薬であった. 60 歳以上の患者に⽐べ, 13-18
歳, 19-29 歳, 30-39 歳で抗菌薬処⽅割合が
⾼く, 内科, ⽿⿐科は抗菌薬処⽅率が⾼か
った. また, 診療所, 有床診療所では, その
他の病院に⽐べて抗菌薬処⽅割合が⾼かっ
た.  
2）【⾮細菌性気道感染症に費やされている
薬剤費⽤の推定】 

2013 年から 2016 年にかけて, ⾮細菌性
気道感染症に費やされている費⽤はそれぞ
れ , 423.6 (416.8-430.5), 340.9 (335.7-
346.2), 349.9 (344.5-355.3), 297.1 (292.4-
301.9) 100 万⽶ドルと推定された.  
3)【急性膀胱炎に対する抗菌薬使⽤量の調
査】 

単純性膀胱炎への処⽅はセファロスポリ
ンおよびファロペネムが全体の 41.4％, フ
ルオロキノロンが全体の 53.2％であり, セ
ファロスポリンおよびファロペネムのうち, 
91.5%が第 3 世代のセファロスポリン薬で
あった. 抗菌薬投与⽇数は, ST 合剤を除い
たすべての薬剤で 5 ⽇間が多かった.  
4)【⽇本の 3 次医療病院におけるカルバペ
ネム適正使⽤⽀援 8 年間の経験と処⽅後監
査とフィードバックの効果】 

Term B 直後は CAR-DOT が減少したが, 
期間中は CAR-DOT に⼤きな減少は⾒られ
なかった. Term C では開始直後は有意な変
化を認めなかったが, 期間中は CAR-DOT
が統計学的に有意に減少した. 耐性菌は経
年的な変化がなかったが, Clostridioides 
difficille 感染症の発⽣密度は有意に減少し

た.  
5)【静岡県東部地域の病院におけるセファ
ロスポリン, マクロライド, キノロン採⽤
の研究】 

第 1 世代セファロスポリンは 22.5%のみ
で採⽤されていたが, 第 3 世代セファロス
ポリンはすべての病院で採⽤されていた. 
64.5%の施設で 2 種類以上の第 3 世代セフ
ァロスポリンが, 67.7%の病院が 2 種類以上
のフルオロキノロンが採⽤されていた.  
6）【⼩児のマイコプラズマ感染症に関する
抗菌薬使⽤の変化の調査】 

2012 年以降, テトラサイクリンの使⽤割
合は減少傾向となり, 低年齢群ではフルオ
ロキノロンが, ⾼年齢群ではマクロライド
の使⽤割合が増加した. 2012 年におけるマ
クロライド使⽤後の⼊院率, フルオロキノ
ロンの⼊院率はそれぞれ 4.5%, 3.6%とフル
オロキノロンのほうが有意に低かったが, 
2016 年ではそれぞれ 2.5%, 2.6%と有意差
がなくなった.  
7）【在宅医療現場における抗菌薬使⽤に関
するアンケート研究】 

肺炎が疑われる患者で喀痰培養を提出す
ると回答した医師は居宅で 76%, 施設で
80%であり, 尿路感染症が疑われる患者で
尿培養を提出すると回答した医師は居宅
76%, 施設 76%であった. ⾎液培養採取を
すると回答した医師は, 肺炎で 32%, 尿路
感染症で 40%, フォーカス不明の軽度の発
熱で 28%であった. 疾患に関わらず, 注射
はセフトリアキソン（全体の 87.0%）, 内服
はレボフロキサシン（全体の 53.4%）, を選
択する医師が多かった.  
8) 【抗菌薬適正使⽤に資する添付⽂書の改
訂や, 社会保険診療報酬制度の審査情報提
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供事例の有効利⽤に関する研究】 
アンケートの回答では, ⽤法⽤量に関す

る意⾒が 121, 適応症や適応菌種に関する
意⾒が 83, 使⽤上の注意に関する意⾒が 1, 
その他が 6 であった. 感染症医 3 ⼈による
検討で, 最も迅速な改訂が求められると考
えられた抗菌薬の使⽤法は, 「アンピシリ
ンの投与回数」, 「アモキシシリンの適応症 
(副⿐腔炎の追加)」, 「アモキシシリン投与
量の増加」, 「セファゾリンの適応症 (周術
期感染症予防の追加)」, 「セフメタゾール
の適応菌種 (基質拡張型ベータラクタマー
ゼ産⽣菌の追加)」, 「セフェピムの適応菌
種 (ステノトロフォモナス・マルトフィリ
アの除外)」, 「セフェピムの⼩児適応の追
加」, 「ST 合剤の適応症 (⽪膚軟部組織感
染症と単純性膀胱炎の追加)」, 「ST 合剤の
警告⽂の改訂」, 「クラリスロマイシン(錠
剤) の適応菌種 (百⽇咳の追加)」, 「アジ
スロマイシンの適応菌種 (百⽇咳の追加)」
であった. 社会保険診療報酬制度の審査情
報提供事例の利⽤⽅法は, 感染症学雑誌に
投稿することで周知した.  
9)【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と抗真菌薬
適正使⽤⽀援の現状についての研究】 

事前許可性は, 広域抗菌薬に対して 4 病
院（10%）, 抗真菌薬に対して 1 病院（3%）
で⾏われていた. 届出制は, 広域抗菌薬に
対して 37 病院（95%）で, 抗真菌薬に対し
て 2 病院（5%）で⾏われていた. 7 ⽇以内
の介⼊は, 広域抗菌薬では 17 病院（44%）, 
抗真菌薬では 3 病院（8%）で⾏っており, 
28 ⽇以内の介⼊は, 広域抗菌薬では 34 病
院（87%）, 抗真菌薬では 10 病院で（26%）
⾏っていた. 7 ⽇以内の広域抗菌薬への介⼊
は, ⼤病院（4 病院, 22.2%）よりも中⼩病

院（13 病院, 61.9%）の⽅が多く⾏われてい
た.  
10)【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の菌⾎症
疫学の研究】 

⼩児では Staphylococcus aureus (全体の
10.3%), 成⼈では Escherichia coli (全体の
17.8%) が最も頻度の⾼い菌⾎症であっ
た . E. coli と Klebsiella pneumoniae は⼩児, 
成⼈の両⽅で増加しており, 成⼈の E. coli
菌⾎症は調査期間で約 2 倍の増加がみられ
た. ⼩児では 2010 年から 2013 年にかけて
S. pneumoniae と H. influenzae 菌⾎症の減
少がみられた. しかし, H. influenzae は
2013 年以降も減少が続いたのに対し, S. 
pneumoniae 菌⾎症は 2013 年以降, 横ばい
であった.  
 
結語:  

本研究により, 抗菌薬適正使⽤⽀援とし
て取り組むべき対象や課題がより明らかと
なってきた. 今後も引き続き研究を継続し, 
実際の介⼊や⽀援につなげていく必要があ
る.  
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A. ⽬的 
薬剤耐性菌対策を促進するため, ⽇本の

抗菌薬抗菌薬適正使⽤における問題点を明
らかにし, それらの問題点に対する介⼊⽅
法を検討する.  
 
１)【⾮細菌性気道感染症に対する処⽅傾向
と関連因⼦の研究】 

⽇本における急性気道感染症に対する抗
菌薬処⽅率についてはいくつか報告がある
が, ⻑期にわたって⼩児, 成⼈を合わせて
観察した研究はない. そこで, ⾮細菌性気
道感染症に対する処⽅傾向や処⽅に関わる
関連因⼦について, 保険請求データを利⽤
して検討した.  
 
2）【⾮細菌性気道感染症に費やされている
薬剤費⽤の推定】 

不要な抗菌薬投与は個⼈の健康被害につ
ながるだけでなく, 経済にも影響を与える. 
そこで, ⽇本で急性⾮細菌性気道感染症に
対して処⽅された抗菌薬に費やされた費⽤
について, 推定を⾏った.  
 
3）【単純性膀胱炎に対する抗菌薬使⽤量の
調査】 

⽶国・欧州の単純性尿路感染症ガイドラ
イ ン （ Gupta K, et al. Clin Infect Dis. 
2011;52:e103-20.）ではピベミシリナム, ニ
トロフラントイン, ST 合剤, ホスホマイシ
ン・トリメトロールなどを第⼀選択とし, 
フルオロキノロン, ベータラクタム系抗菌
薬は温存するよう記載されている. しかし, 
⽇本には上記薬剤のうち ST 合剤しか販売
承認されていない. そのため, 単純性膀胱
炎への抗菌薬適正使⽤⽀援には⽇本独⾃の

戦略が必要になる. そこで, 単純性膀胱炎
に使⽤されている抗菌薬の現状について, 
保険請求データを利⽤して評価した.  
 
4)【⽇本の 3 次医療病院におけるカルバペ
ネム適正使⽤⽀援 8 年間の経験と処⽅後監
査とフィードバックの効果】 

国⽴国際医療研究センター病院 (以下, 
当院) は三次急性期医療機関であり, カル
バペネム系抗菌薬（CAR）使⽤患者を対象
に感染症専⾨医と薬剤師を中⼼としたチー
ムで段階的な抗菌薬適正使⽤⽀援（ASP）を
⾏ってきた. 今回, 処⽅後監査とフィード
バ ッ ク  (Post-Prescription Review and 
Feedback, PPRF) を⾏ったことで, 劇的な
CAR 使⽤量の減少につながったため, 当院
の ASP について後⽅視的に時系列に沿った
介⼊効果の検討を⾏った.  
 
5)【静岡県東部地域の病院におけるセファ
ロスポリン, マクロライド, キノロン採⽤
の研究】 

⽇本では, 多くの病院で薬剤委員会が⾃
由に病院の採⽤薬を決定できるため, 必要
な薬剤が採⽤されない, または似たような
薬効の薬剤が過剰に採⽤される傾向がある. 
われわれは, このことが⽇本の抗菌薬使⽤
状況に偏りを⽣じさせている可能性を考え, 
病院で採⽤している抗菌薬の数や内容を評
価した.  
 
6）【⼩児のマイコプラズマ感染症に関する
抗菌薬使⽤の変化の調査】 

⽇本全国の疫学データによると, 最⼤
80%であった Mycoplasma pneumonia のマ
クロライド耐性率は 2012 年をピークに減
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少し, 2015 年は 43.6%であった（Tanaka T, 
et al. Emerg Infect Dis. 2017;23:1703-6）. 
しかしながら Mycoplasma pneumonia の
耐性率の推移によって抗菌薬使⽤がどのよ
うに変化したか, その疫学はわかっていな
い. そこで, 保険請求データを⽤いて⽇本
で使⽤された抗マイコプラズマ薬の推移を
評価した.  
 
7）【在宅医療現場における抗菌薬使⽤に関
するアンケート研究】 

⽇本において, ⾼齢化に伴い在宅患者へ
の訪問診療や往診といった在宅医療の需要
が増加している. 在宅医療では誤嚥性肺炎
や尿路感染症などの細菌感染症を診療する
頻度は⾼く, 抗菌薬を処⽅する機会も多い. 
そのため, 在宅医療も抗菌薬適正使⽤の重
要なターゲットとなる. しかし, 在宅医療
でどのような感染症診療が⾏われているか
の実態は不明である. そこで今回, 在宅医
がどのような感染症診療をするかについて, 
アンケートを⽤いて調査した.  
 
8)【抗菌薬適正使⽤に資する添付⽂書の改
訂や, 社会保険診療報酬制度の審査情報提
供事例の有効利⽤に関する研究】 

PK/PD 理論が普及し, 各抗菌薬におけ
る理想的な投与量や投与間隔は⽇々, 変化
している. そのため, 実際の臨床現場にお
ける抗菌薬の使⽤法と添付⽂書に記載され
た使⽤法にギャップが⽣じることがある. 
抗菌薬適正使⽤のためには, 医療者が共通
の理解をもって抗菌薬が使⽤できるよう, 
そのギャップを埋めることが求められる. 
そのため, 添付⽂書の改訂, 社会保険診療
報酬制度の審査情報提供事例の有効利⽤に

関して検討した.  
 
9)【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と抗真菌薬
適正使⽤⽀援の現状についての研究】 

薬剤耐性菌対策のためには, 病院におけ
る抗菌薬適正使⽤⽀援（ASP）や抗真菌薬適
正使⽤⽀援（AFS）が重要である. しかし, 
⽇本において各病院でどのような ASP や
AFS が⾏われているかはよくわかっていな
い. そのため, アンケートにより各病院で
⾏っている ASP, AFS について調査した.  
 
10)【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の菌⾎症
疫学の研究】 

AMR 対策において, 対策の優先度を決
めるために国内でどのような微⽣物が疾患
負荷を及ぼしているかを知ることは重要で
ある. そこで今回, 細菌感染症の中で疾患
負荷が⾼いと考えられる菌⾎症について, 
JANIS データを⽤いて国内の疫学を調査し
た.  
 
Ｂ．研究⽅法 
1)【⾮細菌性気道感染症に対する抗菌薬処
⽅傾向と関連因⼦の研究】 

社会保険の⼀部を⽤いた医療レセプトデ
ータベースである JMDC のデータベースを
⽤いて, 2012 年 4 ⽉から 2017 年 7 ⽉の間
の患者情報, 診断情報, 治療情報, 医療施
設情報を抽出し, 抗菌薬処⽅傾向とその関
連因⼦について検討した. 病名に対する処
⽅の適正性については国⽴国際医療研究セ
ンターに所属する 6 名の感染症を専⾨とす
る医師が判断した. AMR 対策アクションプ
ランの削減⽬標となっている第３世代セフ
ァロスポリン, マクロライド, フルオロキ
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ノロンを広域抗菌薬と定義した. 抗菌薬処
⽅量は 100 上気道感染患者受診数あたりと
し, 医療期間は診療所, 有床診療所, 病院, 
⼤学病院, 国⽴・市⽴病院に分類した. 年齢
区分は, 0-3 歳, 4-6 歳, 7-12 歳, 13-18 歳, 19-
29 歳, 30-39 歳, 40-49 歳, 50-59 歳, 60 歳以
上に分類した. 処⽅傾向は線形回帰分析で
評価し, 関連因⼦については多変量ロジス
ティック回帰で解析した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002425-00).  

 
2）【⾮細菌性気道感染症に費やされている
薬剤費⽤の推定】 

各年齢群において⾮細菌性気道感染症に
使⽤されている抗菌費を集計し, それぞれ
の⼈⼝による重みづけを⾏った. AMR 対策
アクションプランのターゲットである内服
セファロスポリン, 内服フルオロキノロン, 
内服マクロライドは分けて集計した.  ⼈
⼝カバー率や処⽅割合の不確実性について
は 95%信頼区間により, 推定値の幅を⽰し
た. 95%信頼区間は t 検定により算出した.  

（倫理⾯への配慮）本研究は個⼈情報を
利⽤していない.  
 
3）【急性膀胱炎に対する抗菌薬使⽤量の調
査】 

社会保険の⼀部を⽤いた医療レセプトデ
ータベースである JMDC のデータベースを
⽤いて, 単純性膀胱炎に使⽤された内服抗
菌薬について, その割合を調査した. 解析
期間は 2013 年 1 ⽉から 2016 年 12 ⽉まで
とした. 単純性膀胱炎の定義は ICD-10 コ
ードの N300 とした. 15 歳未満の⼩児, 男

性, ⼊院患者は除外した. また, 1 回に 8 ⽇
間以上処⽅されていた処⽅は予防投与と判
断して除外した. 抗菌薬の分類には WHO
の Anatomical Therapeutic Chemical 
Classification (ATC) コードを⽤いた. ま
た, それぞれの抗菌薬に対し, 処⽅⽇数を
調査した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002425-00).  
 
4)【⽇本の 3 次医療病院におけるカルバペ
ネム適正使⽤⽀援 8 年間の経験と処⽅後監
査とフィードバックの効果】 

感染症コンサルテーションのみを⾏って
いた Term A, モニタリングとメールによ
るフィードバックを⾏っていた Term B, 
抗菌薬適正使⽤⽀援チーム (AST) による
PPRF を⾏っていた Term C に分類し, CAR
の使⽤量を Days of Therapy (DOT)で評価
し, Term ごとに Interrupted Time Series 
Analysis （ITSA）解析を⾏った. また, CAR
が他の広域抗緑膿菌抗菌薬に変更になった
かどうかを判断するため, 広域抗緑膿菌抗
菌薬も同様に DOT で評価し, ITSA 解析を
⾏った. また, アウトカム指標として, 1000
⼊院延べ患者数あたりの耐性菌 (カルバペ
ネマーゼ産⽣腸内細菌科細菌, カルバペネ
ム 耐 性 緑 膿 菌 ) お よ び Clostridioides 
difficile 感染症の発⽣密度を, データが利⽤
可能であった 2012 年 4 ⽉から 2018 年 5 ⽉
までの間で評価した. さらに, CAR 購⼊費
⽤削減効果を評価した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-003220-00).  
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5)【静岡県東部地域の病院におけるセファ
ロスポリン, マクロライド, キノロン採⽤
の研究】 

静岡県東部地域の 33 病院に対し, 院内で
採⽤している抗菌薬のアンケート調査を⾏
った. 内服セファロスポリン, 内服マクロ
ライド, 内服フルオロキノロンの採⽤数を
調査し, 内服セファロスポリンは第 1 世代, 
第 2 世代, 第 3 世代に分類した. 過去の論
⽂（Muraki Y, et al. J Glob Antimicrob Resist 
2016;7:19-23）に従い, マクロライドは⻑時
間, 中時間, 短時間作⽤型, フルオロキノ
ロンは第 1 世代, 第 2 世代, 第 3 世代に分
類した. また, 採⽤抗菌薬数と病院規模の
相関を調査し, WHO により”Access”に指定
されているセファレキシンが採⽤されてい
るかどうかを適正採⽤の指標に⽤いること
で, 指標と採⽤抗菌薬数との関連を調査し
た.  

（倫理⾯への配慮）本研究については静
岡県⽴静岡がんセンターの倫理委員会にて
承認を得た (T29-14-29-1-5).  
 
6）【⼩児のマイコプラズマ感染症に関する
抗菌薬使⽤の変化の調査】 

社会保険の⼀部を⽤いた医療レセプトデ
ータベースである JMDC のデータベースを
⽤いて, 調査期間内に抗マイコプラズマ薬
が使⽤された割合の変化を観察した. 対象
はマイコプラズマ感染症の好発年齢である
5 歳から 10 歳とし, テトラサイクリンが使
⽤可能である 8 歳未満（低年齢群）と 8 歳
以上（⾼年齢群）に分けて解析を⾏った. マ
イコプラズマ感染症は ICD10 コードの
A493（フォーカス不明のマイコプラズマ感

染症）,  J200（マイコプラズマ気管⽀炎）, 
J157（マイコプラズマ肺炎）と定義し, 抗マ
イコプラズマ薬は, 経⼝マクロライド, フ
ルオロキノロン, テトラサイクリンとした. 
調査期間は 2010 年から 2016 年とした. ま
た, 薬剤の効果の指標としてそれぞれの薬
剤について, 処⽅後の⼊院率を調査した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002425-00).  
 
7）【在宅医療現場における抗菌薬使⽤に関
するアンケート研究】 

在宅医療法⼈「悠翔会」に協⼒を依頼し, 
2018 年 6 ⽉ 20 ⽇から 8 ⽉ 19 ⽇までの期
間で, 13 施設, 25 名の在宅医にアンケート
調査を⾏った. 背景情報として, 卒後年数, 
専攻科, 常勤か⾮常勤か, 感染症専⾨医の
有無を調査した. 質問は, ケーススタディ
を⽤いて, 在宅医療を受けている患者が感
染症（誤嚥性肺炎, 尿路感染症, フォーカス
不明の軽度発熱）を発症し, 往診診療をし
た想定で, 過去の検査情報を取り寄せるか
どうか, どのような培養検査を施⾏するか, 
どのような抗菌薬を使⽤するかについて, 
居住在宅, 施設在宅で診療する場合に分け
て調査した.  

（倫理⾯への配慮）本研究については国
⽴国際医療研究センターの倫理委員会にて
承認を得た (NCGM-G-002518-00). また, 
在宅医療法⼈「悠翔会」にて承認を得た 
(001).  
 
8) 【抗菌薬適正使⽤に資する添付⽂書の改
訂や, 社会保険診療報酬制度の審査情報提
供事例の有効利⽤に関する研究】 
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添付⽂書は以下の⽅法を⽤いて, どのよ
うな抗菌薬について改訂が求められるのか
を調査した.  

• ⽇本病院薬剤師会や⽇本感染症教育
研究会（IDATEN）のメーリングリス
トを通じて Google Form を⽤いたウ
ェブアンケートを⾏い, 実際に臨床
を⾏っている医師から, 添付⽂書の
改訂が必要と考えられる薬剤の情報
収集を⾏った.  

• 国⽴国際医療研究センターに所属す
る感染症を専⾨とする医師 3 名によ
り, 抗菌薬すべてを使⽤頻度により
グループ分け (使⽤頻度の⾼い⽅か
ら Group I, II, III とした) し, 使⽤頻
個の⾼い Group I の薬剤について, 
さらに改訂の優先度から Priority A, 
B, C, D に分類した. Priority A の薬
剤の中から, さらに迅速に改訂すべ
き項⽬を抽出した.  

また, 海外における使⽤⽅法や教科書
記載などの情報を収集し, 添付⽂書を改
訂する⽅法を検討した. さらに, 添付⽂
書改訂に⾄る前段階として, 添付⽂書に
沿っていない使⽤⽅法でも臨床で必要と
なる場合は保険請求できるようにするた
め, 社会保険診療報酬制度の審査情報提
供事例の利⽤⽅法を周知するシステムに
ついて検討した.  

(倫理⾯への配慮）本研究は個⼈情報を
利⽤していない.  

 
9)【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と抗真菌薬
適正使⽤⽀援の現状についての研究】 

⽇本疫学講習会のメーリングリストを利
⽤し, 240 病院にアンケートを送付した. ア

ンケートは広域抗菌薬に対する ASP, AFP
として, 事前許可性, 届出制, 7 ⽇間, 28 ⽇
間での介⼊（処⽅後監査）を⾏っているかど
うかについて調査した. 広域抗菌薬は, 第 3
世代, 第 4 世代セファロスポリン, ピペラ
シリン・タゾバクタム, カルバペネム, 静注
⽤フルオロキノロンとした. 介⼊は病院を
500 床以上の⼤病院, 500 床未満の中⼩病院
に分け, ⽐較を⾏った.  

(倫理⾯への配慮）本研究については 
国⽴国際医療研究センターの倫理委員会に
て承認を得た (NCGM-G-002473-00).  

 
10)【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の菌⾎症
疫学の研究】 

2010 年 1 ⽉から 2016 年 12 ⽉にかけて, 
JANIS に記録された⾎液培養検体 (動脈
⾎・静脈⾎) の検査結果を年齢別に抽出し
た. 抽出する医療施設は, 調査期間を通し
て登録されていた施設に限定した. 症例の
重複がないよう, 1 年の最初の陽性例のみ 
(陽性がない場合は最初の陰性例のみ) を
調査に組み⼊れた. 調査した細菌は, 市中
感染の原因となる Staphylococcus aureus, 
Streptococcus pneumoniae, Streptococcus 
pyogenes, Streptococcus agalactiae, 
Escherichia coli, Klebsiella pneumoniae, 
Salmonella spp., Haemophilus influenzae, 
Listeria monocytogenes, および Neisseria 
meningitidis とした. 結果は⼩児 (20 歳未
満)・成⼈ (20 歳以上) で分けて⽰し, それ
ぞれについて経時的な変化を観察した. 解
析は chi-square for trend を利⽤し, 両側検
定で p<0.05 を有意とした.  

(倫理⾯への配慮）本研究については 
九 州 ⼤ 学 の 倫 理 委 員 会 に て 承 認 を 得 た 
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(2019-180).  
 
Ｃ．研究結果 
1)【⾮細菌性気道感染症に対する抗菌薬処
⽅傾向と関連因⼦の研究】 

⾮ 細 菌 性 上 気 道 炎 の 延 べ 受 診 者 数 は
8,983,098 ⼈ で あ り , 延 べ 受 診 回 数 は
17,208,787 回であった. ⽉の平均処⽅回数
は 100 受診あたり 31.65 であり, 調査期間
の開始⽉と終了⽉の間に 19.2%の減少がみ
られた (図 1). 処⽅された抗菌薬のうち, 
89%が広域抗菌薬であった. 60 歳以上の患
者に⽐べ, 13-18 歳, 19-29 歳, 30-39 歳で抗
菌薬処⽅割合が⾼かった (調整オッズ⽐ 
1.5, 1.6, 1.6) (図 2). 内科, ⽿⿐科は抗菌薬
処⽅率が⾼かった (調整オッズ⽐ 1.2, 1.2）. 
また, 診療所, 有床診療所では, その他の
病院に⽐べて抗菌薬処⽅割合が⾼かった 
(調整オッズ⽐ 2.2, 1.9).  

 
2）【⾮細菌性気道感染症に費やされている
薬剤費⽤の推定】 

2013 年から 2016 年にかけて, ⾮細菌性
気道感染症に費やされている費⽤はそれぞ
れ , 423.6 (416.8-430.5), 340.9 (335.7-
346.2), 349.9 (344.5-355.3), 297.1 (292.4-
301.9) 100 万⽶ドルと推定された. 解析し
たすべての年で 5-9 歳に費やされている費
⽤が最も⼤きく推定され, 次いで 40-44 歳
であった (表 1). 内服セファロスポリン, 
内服フルオロキノロン, 内服マクロライド
に占める費⽤は, 全体の 95.0%を占めた.  
 
3）【単純性膀胱炎に対する抗菌薬使⽤量の
調査】 

合計49.412の抗菌薬が調査対象となった. 

単純性膀胱炎への処⽅はセファロスポリン
およびファロペネムが全体の 41.4％, フル
オロキノロンが全体の 53.2％であり, 両者
で全体の 94.6%を占めた (表 2). また, セ
ファロスポリンおよびファロペネムのうち, 
91.5%が第 3 世代のセファロスポリン薬で
あった. 抗菌薬投与⽇数は, ST 合剤は 3 ⽇
間, 第 1 世代セファロスポリンとペネムで
7 ⽇間が最も多かったが, それ以外はすべ
て５⽇間投与が最多であった (表 3).  
 
4)【⽇本の 3 次医療病院におけるカルバペ
ネム適正使⽤⽀援 8 年間の経験と処⽅後監
査とフィードバックの効果】 

Term B 直後は CAR の DOT が減少した
が (p = .005）, 期間中は CAR の DOT に
⼤きな減少は⾒られなかった. ⼀⽅, Term 
C では開始直後は有意な変化を認めなかっ
たが (p = .060)，期間中は CAR の DOT が
統計学的に有意に減少した (p < .001) (図
3). 広域抗緑膿菌抗菌薬は Term B で増加
傾向であったが, Term C では有意に減少傾
向となった. 耐性菌は経年的な変化がなか
ったが, CDI の発⽣密度は有意に減少した. 
Term A と⽐べ Term C ではカルバペネム
の購⼊費⽤は 1900 万円減少したと推定さ
れた.  
 
5)【静岡県東部地域の病院におけるセファ
ロスポリン, マクロライド, キノロン採⽤
の研究】 

33 病院中, 31 病院（93.9%）から回答が
得られた. 第 1 世代セファロスポリンは 7
施設（22.5%）で, 第 2 世代セファロスポリ
ンは 20 施設（64.5%）で採⽤されていた. 第
3 世代セファロスポリンはすべての病院で
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採⽤されており, 64.5%の施設が 2 種類以上
の第 3 世代セファロスポリンを採⽤してい
た. 第 1 世代フルオロキノロンは 1 施設
（3.2%）で, 第 2 世代フルオロキノロンは
すべての施設で採⽤されていた. 第 3 世代
フルオロキノロンは 12 施設（38.7%）で採
⽤されていた. フルオロキノロン全体では, 
全体の 67.7%の病院が 2 剤以上採⽤してい
た (図 4). 病院数と採⽤抗菌薬数には正の
相関があり, セファレキシンの採⽤数 (相
関係数: 0.46, p <.01)と, 合計採⽤抗菌薬数
（相関係数: 0.56, p <.01）にも正の相関が
あった.  
 
6）【⼩児のマイコプラズマ感染症に関する
抗菌薬使⽤の変化の調査】 

2010 年のフルオロキノロン, テトラサイ
クリンの使⽤割合はそれぞれ 2.2%, 11.4%
であったが 2012 年までは経年的に増加し, 
2012 年にはそれぞれ 22.1%, 23.5%となっ
た. 2012 年から 2016 年にかけてテトラサ
イクリンの使⽤割合は 23.5%から 12.8%ま
で低下したが, 低年齢群では同期間におい
てフルオロキノロンの使⽤割合が増加し
（28.4%から 33.9%）, ⾼年齢群ではマクロ
ライドの使⽤割合が増加した（51.8%から
59.5%）(表 4). 2012 年におけるマクロライ
ド使⽤後の⼊院率, フルオロキノロンの⼊
院率はそれぞれ 4.5%, 3.6%とフルオロキノ
ロンのほうが有意に低かったが（p=0.014）, 
2016 年にはそれぞれ 2.5%, 2.6%と統計学
的な有意差が認められなくなった (図 5).  
 
7）【在宅医療現場における抗菌薬使⽤に関
するアンケート研究】 

回答者は 25 名, 卒後年数の中央値は 14

年で, 専攻科は内科が 64%と最も多かった. 
全体の 80%が常勤医であり, 感染症専⾨医
は 1 名のみであった. 肺炎が疑われる患者
で喀痰培養を提出すると回答した医師は居
宅で 76%, 施設で 80%であり, 尿路感染症
が疑われる患者で尿培養を提出すると回答
した医師は居宅 76%, 施設 76%であった. 
⾎液培養採取をすると回答した医師は, 肺
炎で 32%, 尿路感染症で 40%, フォーカス
不明の軽度の発熱で 28%と, すべての疾患
で過半数に満たなかった. 疾患に関わらず, 
注射はセフトリアキソン（全体の 87.0%）, 
内服はレボフロキサシン（全体の 53.4%）
を選択する医師が多かった.  
 
8) 【抗菌薬適正使⽤に資する添付⽂書の改
訂や, 社会保険診療報酬制度の審査情報提
供事例の有効利⽤に関する研究】 

Google Form を⽤いたウェブアンケート
では, 63 施設, 72 名より, 49 種類の薬剤に
対して 211 の意⾒が寄せられた. ⽤法⽤量
に関する意⾒が 121, 適応症や適応菌種に
関する意⾒が 83, 使⽤上の注意に関する意
⾒が 1, その他が 6 であった. 最も意⾒が多
かったのは「アミカシンの 1 ⽇ 1 回投与に
関する記載の追加」(10 ⼈)であった.  

Group I, II, III に分類された抗微⽣物薬
は, それぞれ 56 種類, 23 種類, 31 種類であ
った. 56 種類の Group I の薬剤の中で, 
Priority A, B, C, D に分類された薬剤は, そ
れぞれ 16 種類, 17 種類, 18 種類, 5 種類で
あった. 16 種類の Priority A の抗微⽣物薬
において, 迅速な改訂が求められると考え
られたのは, 「アンピシリンの投与回数」, 
「アモキシシリンの適応症 (副⿐腔炎の追
加)」, 「アモキシシリン投与量の増加」, 「セ
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ファゾリンの適応症 (周術期感染症予防の
追加)」, 「セフメタゾールの適応菌種 (基
質拡張型ベータラクタマーゼ産⽣菌の追
加)」, 「セフェピムの適応菌種 (ステノト
ロフォモナス・マルトフィリアの除外)」, 
「セフェピムの⼩児適応の追加」, 「ST 合
剤の適応症 (⽪膚軟部組織感染症と単純性
膀胱炎の追加)」, 「ST 合剤の警告⽂の改訂」, 
「クラリスロマイシン(錠剤) の適応菌種 
(百⽇咳の追加)」, 「アジスロマイシンの適
応菌種 (百⽇咳の追加)」であった.  

社会保険診療報酬制度の審査情報提供事
例の利⽤⽅法は, 感染症学雑誌に投稿する
ことで周知した.  
 
9)【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と抗真菌薬
適正使⽤⽀援の現状についての研究】 

240 病院中 39 病院（16%）から回答が得
られた. 18 病院が⼤病院であり, 21 病院が
中⼩病院であった. 事前許可性は, 広域抗
菌薬に対して 4 病院（10%）, 抗真菌薬に対
して 1 病院（3%）で⾏われていた. 届け出
制は, 広域抗菌薬に対して 37 病院（95%）
で, 抗真菌薬に対して 2 病院（5%）で⾏わ
れていた. 7 ⽇以内の介⼊は, 広域抗菌薬で
は 17 病院（44%）, 抗真菌薬では 3 病院
（8%）で⾏っており, 28 ⽇以内の介⼊は, 
広域抗菌薬では 34 病院（87%）, 抗真菌薬
では 10 病院で（26%）⾏っていた. 7 ⽇以
内の広域抗菌薬への介⼊は, ⼤病院（4 病院, 
22.2%）よりも中⼩病院（13 病院, 61.9%）
の⽅が多く⾏われていた（オッズ⽐=5.7, 
95% 信頼区間=1.4-23.3, p=.023）.  

 
10)【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の菌⾎症
疫学の研究】 

調査期間内において, ⾎液培養陽性は⼩
児で 827,780 例中 47,125 例 (陽性率 5.7%), 
成⼈で 3,512,524 例中 959,522 例 (陽性率 
27.3%) であった. ⼩児では S. aureus (全体
の 10.3%), 成⼈では E. coli (全体の 17.8%) 
が最も頻度の⾼い菌⾎症であった (表 5). E. 
coli と K. pneumoniae は⼩児, 成⼈の両⽅
で増加しており, 成⼈の E. coli 菌⾎症は調
査期間で約 2 倍の増加がみられた. ⼩児で
は 2010 年 か ら 2013 年 に か け て S. 
pneumoniae と H. influenzae 菌⾎症の減少
がみられた. しかし, H. influenzae は 2013
年 以 降 も 減 少 が 続 い た の に 対 し , S. 
pneumoniae 菌⾎症は 2013 年以降, 横ばい
であった.  
 
Ｄ．考察 
1) 【⾮細菌性気道感染症に対する抗菌薬処
⽅傾向と関連因⼦の研究】 

本研究では過去の研究よりも適正使⽤率
が低く算出されており, 急性気道感染症に
対する抗菌薬処⽅率が減少していることが
明らかになった. ただし, 並存疾患として
細菌感染症病名がある場合を除外した影響
もあると考えられた. 若い就労世代（19-29
歳, 30-39 歳）への処⽅率が⾼く, この世代
へ適正使⽤の啓発を進める必要がある. ま
た, 診療科では⼩児科と⽐べ内科, ⽿⿐科
で抗菌薬処⽅が多かったため, これらの診
療科も適正使⽤⽀援の重要なターゲットで
ある. また, 診療所, 有床診療所における
抗菌薬処⽅が多かった. これらの医療期間
は他⼈の評価に晒される機会がないため, 
教育とフィードバックの重要なターゲット
であると考えられた.  
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2）【⾮細菌性気道感染症に費やされている
薬剤費⽤の推定】 

⾮細菌性気道感染症に費やされている抗
菌薬の費⽤は⼤きく, 2013 年から 2016 年
にかけて適正使⽤が促進されたことによる
経済効果は約 1 億⽶ドルであると推測され
た. ⾮細菌性気道感染症のほとんどは抗菌
薬が不要であるため, さらなる削減による
経済効果が期待できると考えられた.  
 
3）【単純性膀胱炎に対する抗菌薬使⽤量の
調査】 

⽇本では単純性膀胱炎治療に使⽤されて
いる抗菌薬がセファロスポリン（特に第 3
世代セファロスポリン）とフルオロキノロ
ンに偏っていることがわかった. 単純性膀
胱炎の治療においては, 欧⽶で標準的に使
⽤されている薬剤の中で, ⽇本で使⽤可能
な抗菌薬が少ないため, ⽇本独⾃の抗菌薬
選択を検討する必要がある. また, フルオ
ロキノロンの投与⽇数が国内のガイドライ
ンで推奨されている⽇数よりも⻑く, その
是正をすることが必要であると考えられた.  
 
4)【⽇本の 3 次医療病院におけるカルバペ
ネム適正使⽤⽀援 8 年間の経験と処⽅後監
査とフィードバックの効果】 

感染症科による介⼊（Term A）やサーベ
イ ラ ン ス お よ び メ ー ル フ ィ ー ド バ ッ ク
（Term B）だけではやがて ASP の効果は
減弱していくこと, また, そこに PPRF
（Term C）を追加することで, さらに ASP
の効果を加速できることを明らかにした. 
耐性菌には減少がみられなかったが, CDI
は減少した. これは, カルバペネム使⽤が
CDI の発⽣により直接的に関与しているた

めとも考えられるが, 交絡因⼦が多いため
因果関係は不明である. また, CAR 使⽤減
少によるコスト削減効果は⼤きく, コスト
削減分をさらなる AST 活動の充実に充て
るなど, 病院の質改善に有効利⽤できる可
能性が考えられた.  
 
5)【静岡県東部地域の病院におけるセファ
ロスポリン, マクロライド, キノロン採⽤
の研究】 

内服の第 1 世代セファロスポリンを採⽤
している病院は全体の 1/5 程度であり, 多
くの病院は複数の第 3 世代セファロスポリ
ンやフルオロキノロンを採⽤していた. 病
院数と採⽤抗菌薬数には正の相関があり, 
⼤きな病院ほど様々な感染症に対応できる
ように多くの種類の抗菌薬を採⽤している
ことが考えられた. セファレキシンの採⽤
と採⽤抗菌薬数にも正の相関を認めたが, 
これは採⽤抗菌薬が少ない病院が, 必ずし
も薬剤を適切に採⽤しているわけではない
ことを⽰唆している. 適正使⽤を進めるた
めには, 病院で採⽤すべき抗菌薬リストを
⽰したガイドライン等の必要性も考えられ
た.  
 
6）【⼩児のマイコプラズマ感染症に関する
抗菌薬使⽤の変化の調査】 

2010 年から 2012 年までの急激なトスフ
ロキサシン使⽤割合の増加は, 2009 年にト
スフロキサシンが⽇本で⼩児への適応が承
認されたことが影響していると考えられた. 
MRMP の分離頻度が最も⾼かったとされ
る 2012 年以降, テトラサイクリンの使⽤頻
度は低年齢群, ⾼年齢群とも減少を認めた
が, 低年齢群ではフルオロキノロンが増加
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し, ⾼年齢群ではマクロライドが増加して
いた. これは, 低年齢群において⼩児科医
がより MRMP を意識した治療をしている
結果であると考えられる. ⼀⽅, 各抗菌薬
の治療効果について, ⼊院率を指標として
みると, 2016 年にはフルオロキノロンとマ
クロライドの差がなくなっていた. フルオ
ロキノロンは薬剤耐性の問題から第⼀推奨
としないことが推奨されており（⼩児呼吸
器感染症ガイドライン 2017;74-77）, 今後
は低年齢において, MRMP を意識したフル
オロキノロンの第⼀選択薬を再考する必要
がある.  
 
7）【在宅医療現場における抗菌薬使⽤に関
するアンケート研究】 

在宅における感染症診断において, 病原
体診断はほとんどの例で考慮されているも
のの, ⾎液培養への意識は低かった. 治療
においては, セフトリアキソンやレボフロ
キサシンが好んで⽤いられており, それぞ
れ投与回数が少ないことが理由と考えられ
た. 容易にフルオロキノロンが使⽤されて
いる状況は, 近年の薬剤耐性菌増加の懸念
から再考する必要性が検討された. また, 
医師によってかなり診療にばらつきがあっ
たため, 診療⽅法を統⼀するためのガイド
ライン作成の必要性が検討された.  
 
8) 【抗菌薬適正使⽤に資する添付⽂書の改
訂や, 社会保険診療報酬制度の審査情報提
供事例の有効利⽤に関する研究】 

アンケートで数多くの回答が得られたこ
とは, 臨床現場で添付⽂書の改訂を求める
声が多数あることの表れであると考えられ
た. 今後, 優先項⽬として挙げられた 12 項

⽬については, 未承認薬検討会議などを通
じて実際に添付⽂書を改訂する作業が求め
られる.  

 
9)【⽇本の抗菌薬適正使⽤⽀援と抗真菌薬
適正使⽤⽀援の現状についての研究】 

広域抗菌薬への短期間での介⼊は中⼩病
院において, より多く⾏われていた. これ
は, 中⼩病院の⽅が介⼊に対する合意をと
りつけやすいためと考えられた. また, AFS
は⽇本ではまだ⼀般に普及していないこと
が明らかとなった. そのため, ⽇本で AFS
の重要性の認識を強化する必要があると考
えられた.  

 
10)【成⼈・⼩児を対象とした⽇本の菌⾎症
疫学の研究】 

⽇本の⼩児における菌⾎症の原因は⻩⾊
ブドウ球菌が最多であった. ⻩⾊ブドウ球
菌菌⾎症は院内感染例が多いと考えられる
ことから, 院内感染対策の重要性が⽰唆さ
れた. ⼤腸菌菌⾎症の増加は成⼈で著しか
ったが, ⼩児でもみられたことから, 宿主
要因だけでなく, 微⽣物側の要因（菌⾎症
を起こしやすい種の流⾏など）もあると考
えられた. また, 2010 年 11 ⽉以降に普及し
た 7 価結合型肺炎球菌ワクチン, ヒブワク
チンによるそれぞれの菌⾎症減少効果は認
められたが, 13 価肺炎球菌ワクチンによる
S. pneumoniae 菌⾎症減少効果ははっきり
せず, 減少は停滞していた. このことから, 
国内では急速な S. pneumoniae の莢膜型置
換が起こっていることが推察された.  
 
Ｅ．結論 

本研究により, 抗菌薬適正使⽤⽀援とし

99



て取り組むべき対象や課題がより明らかと
なった. 今後も引き続き研究を継続し, 実
際の介⼊や⽀援につなげていく必要がある.  
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表
1. 各

年
齢
群
に
お
い
て
非
細
菌
性
気
道
感
染
症
に
費
や
さ
れ
て
い
る
薬
剤
費

 (単
位
は

/100
万
米
ド
ル

) 
年
齢
群

/年
 

2013 
(95%

信
頼
区
間

) 
2014 

(95%
信
頼
区
間

) 
2015 

(95%
信
頼
区
間

) 
2016 

(95%
信
頼
区
間

) 

0–4 
40·3 

(39·9–40·7) 
32·7 

(32·4–33·0) 
27·2 

(26·9–27·5) 
22·1 

(21·8–22·3) 

5–9 
56·6 

(55·9–57·3) 
50·1 

(49·5–50·7) 
51·1 

(50·5–51·8) 
43·4 

(42·8–43·9) 

10–14 
31·2 

(30·7–31·7) 
27·7 

(27·3–28·1) 
29·0 

(28·6–29·4) 
24·4 

(24·0–24·7) 

15–19 
19·5 

(19·1–19·8) 
14·6 

(14·4–14·8) 
16·1 

(15·8–16·4) 
14·0 

(13·8–14·3) 

20–24 
17·2 

(16·9–17·5) 
11·4 

(11·2–11·6) 
11·1 

(11·0–11·3) 
9·5 

(9·3–9·6) 

25–29 
22·4 

(22·0–22·7) 
16·1 

(15·8–16·4) 
15·5 

(15·3–15·8) 
12·6 

(12·4–12·8) 

30–34 
31·2 

(30·8–31·7) 
23·9 

(23·6–24·2) 
23·9 

(23·5–24·2) 
19·8 

(19·5–20·1) 

35–39 
38·0 

(37·4–38·5) 
29·9 

(29·5–30·3) 
29·6 

(29·2–30·0) 
23·7 

(23·4–24·1) 

40–44 
39·7 

(39·1–40·2) 
34·9 

(34·4–35·4) 
37·6 

(37·1–38·1) 
30·5 

(30·1–30·9) 

45–49 
31·9 

(31·3–32·4) 
28·4 

(28·0–28·9) 
31·8 

(31·3–32·3) 
30·3 

(29·8–30·8) 

50–54 
29·4 

(28·8–29·9) 
26·2 

(25·7–26·7) 
30·0 

(29·5–30·6) 
26·2 

(25·7–26·7) 

55–59 
31·1 

(30·4–31·8) 
23·0 

(22·5–23·4) 
25·3 

(24·8–25·8) 
23·0 

(22·6–23·5) 

60–64 
35·4 

(34·5–36·3) 
22·0 

(21·5–22·6) 
21·7 

(21·2–22·2) 
17·7 

(17·3–18·2) 

合
計

 
423·6 

(416·8–430·5) 
340·9 

(335·7–346·2) 
349·9 

(344·5–355·3) 
297·1 

(292·4–301·9) 

 表
2. 急

性
膀
胱
炎
に
対
す
る
抗
菌
薬
の
処
方
割
合

 (ATC4
レ
ベ
ル
に
よ
る
分
類

) 

ATC 4  
分
類
名

 
処
方
割
合

 

合
計

 (%
) 

2013 (%
) 

2014 (%
) 

2015 (%
) 

2016 (%
) 

J01CR 
ベ
ー
タ
ラ
ク
タ
マ
ー
ゼ
阻
害
剤
と

 

ペ
ニ
シ
リ
ン
の
合
剤

 
0.46 

0.40 
0.57 

0.32 
0.52 
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J01D
B 

第
1
世
代
セ
フ
ァ
ロ
ス
ポ
リ
ン

 
0.52 

0.49 
0.57 

0.52 
0.51 

J01D
C 

第
2
世
代
セ
フ
ァ
ロ
ス
ポ
リ
ン

 
2.00 

2.23 
2.12 

1.87 
1.84 

J01D
D

 
第

3
世
代
セ
フ
ァ
ロ
ス
ポ
リ
ン

 
37.89 

37.39 
37.30 

37.98 
38.74 

J01D
I 

ペ
ネ
ム

 
0.97 

0.67 
0.84 

1.18 
1.13 

J01EE 
ST

合
剤

 
0.73 

0.67 
0.88 

0.71 
0.68 

J01M
A 

フ
ル
オ
ロ
キ
ノ
ロ
ン

 
53.22 

54.09 
53.18 

53.24 
52.54 

J01XX 
ホ
ス
ホ
マ
イ
シ
ン

 
0.85 

0.75 
0.84 

0.83 
0.96 

 
そ
の
他

 
3.35 

3.31 
3.70 

3.34 
3.08 

J01 
合
計

 
100.0 

100.0 
100.0 

100.0 
100.0 

 表
3. 急

性
膀
胱
炎
に
対
す
る
抗
菌
薬
の
処
方
期
間
の
内
訳

 (ATC4
レ
ベ
ル
に
よ
る
分
類

) 

ATC4 
分
類
名

 
処
方
日
数

 (%
) 

1-2 
3 

4 
5 

6 
7 

J01CR 
ベ
ー
タ
ラ
ク
タ
マ
ー
ゼ
阻
害
剤
と

 

ペ
ニ
シ
リ
ン
の
合
剤

 
3 (1.3) 

21 (9.3) 
22 (9.8) 

108 (48.0) 
5 (2.2) 

66 (29.3) 

J01D
B 

第
1
世
代
セ
フ
ァ
ロ
ス
ポ
リ
ン

 
18 (6.9) 

66 (25.5) 
24 (9.3) 

67 (25.9) 
1 (0.4) 

83 (32.0) 

J01D
C 

第
2
世
代
セ
フ
ァ
ロ
ス
ポ
リ
ン

 
73 (7.4) 

216 (21.8) 
114 (11.5) 

311 (31.4) 
30 (3.0) 

246 (24.8) 

J01D
D

 
第

3
世
代
セ
フ
ァ
ロ
ス
ポ
リ
ン

 
496 (2.6) 

1904 (10.2) 
2296 (12.3) 

8377 (44.7) 
369 (2.0) 

5280 (28.2) 

J01D
I 

ペ
ネ
ム

 
3 (0.6) 

25 (5.2) 
64 (13.3) 

190 (39.5) 
6 (1.2) 

193 (40.1) 

J01EE 
ST

合
剤

 
14 (3.9) 

147 (40.5) 
40 (11.0) 

96 (26.4) 
11 (3.0) 

55 (15.2) 

J01M
A 

フ
ル
オ
ロ
キ
ノ
ロ
ン

 
783 (3.0) 

4027 (15.3) 
3876 (14.7) 

11752 (44.7) 
513 (2.0) 

5346 (20.3) 
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J01XX 
ホ
ス
ホ
マ
イ
シ
ン

 
24 (5.7) 

74 (17.6) 
85 (20.2) 

170 (40.5) 
2 (0.5) 

65 (15.5) 

 表
4. M

ycoplasm
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染
症
へ
の
抗
菌
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の
投
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割
合

 
5-7

歳
 

2010 (%
) 

2011(%
) 

2012(%
) 

2013(%
) 

2014(%
) 

2015(%
) 

2016(%
) 

テ
ト
ラ
サ
イ
ク
リ
ン

 
9.1 

13.6 
14.5 

8.6 
4.2 

5.5 
6.0 

フ
ル
オ
ロ
キ
ノ
ロ
ン

 
2.2 

11.5 
28.4 

29.5 
36.6 

33.0 
33.9 

マ
ク
ロ
ラ
イ
ド

 
88.6 

74.9 
57.1 

61.9 
59.1 

61.5 
60.1 

合
計

 
100 

100 
100 

100 
100 

100 
100 

 
 

 
 

 
 

 
 

8-10
歳

 
2010 (%

) 
2011(%

) 
2012(%

) 
2013(%

) 
2014(%

) 
2015(%

) 
2016(%

) 

テ
ト
ラ
サ
イ
ク
リ
ン

 
14.8 

22.6 
32.1 

22.9 
16.0 

19.5 
20.7 

フ
ル
オ
ロ
キ
ノ
ロ
ン

 
2.2 

6.6 
16.1 

18.1 
18.3 

18.3 
19.8 

マ
ク
ロ
ラ
イ
ド

 
83.0 

70.9 
51.8 

59.0 
65.7 

62.2 
59.5 

合
計

 
100 

100 
100 

100 
100 

100 
100 

 表
5. 国

内
に
お
け
る
成
人
・
小
児
の
菌
血
症
原
因
菌
推
移

 
 

菌
血
症
数

/年
 

 

小
児

 
2010 

2011 
2012 

2013 
2014 

2015 
2016 

χ
2 for trend (p value) 

S. pneum
oniae 

485 
341 

253 
230 

247 
294 

280 
< .0001 

S. aureus 
648 

628 
668 

740 
708 

743 
724 

< .0001 

E. coli 
259 

287 
284 

300 
299 

326 
375 

< .0001 

K. pneum
oniae 

111 
98 

114 
105 

105 
111 

117 
.0188 
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Salm
onella spp. 

27 
23 

33 
33 

59 
70 

56 
< .0001 

H
. influenzae 

412 
195 

84 
53 

36 
43 

28 
< .0001 

S. pyogenes 
20 

36 
20 

34 
22 

54 
39 

.0001 

S. agalactiae 
112 

119 
148 

129 
158 

160 
172 

< .0001 

L. m
onocytogenes 

3 
5 

6 
4 

8 
7 

9 
.0281 

N
. m

eningitidis 
0 

4 
0 

3 
0 

2 
2 

.6183 

そ
の
他

 
6,311 

5,218 
4,762 

4,386 
4,347 

5,015 
4,778 

- 

合
計

 
8,388 

6,954 
6,372 

6,017 
5,985 

6,825 
6.580 

- 

成
人

 
2010 

2011 
2012 

2013 
2014 

2015 
2016 

χ
2 for trend (p value) 

S. pneum
oniae 

932 
1038 

1069 
1,115 

1,291 
1,347 

1,344 
.5018 

S. aureus 
13,235 

13,333 
13,387 

13,009 
13,376 

13,782 
14,442 

< .0001 

E. coli 
16,905 

18,758 
21,237 

24,112 
26,814 

29,724 
32,930 

< .0001 

K. pneum
oniae 

6,499 
7,461 

8,268 
9,189 

10,044 
10,663 

11,578 
< .0001 

Salm
onella spp. 

179 
130 

157 
151 

181 
168 

196 
.0603 

H
. influenzae 

166 
160 

182 
201 

222 
232 

283 
.0138 

S. pyogenes 
315 

454 
484 

462 
503 

559 
650 

.0005 

S. agalactiae 
1,085 

1,206 
1,306 

1,461 
1,534 

1,664 
1,893 

< .0001 

L. m
onocytogenes 

88 
105 

139 
181 

185 
205 

211 
< .0001 

N
. m

eningitidis 
7 

2 
4 

7 
14 

13 
13 

.0219 

そ
の
他

 
78,133 

76,520 
79,237 

84,817 
89,530 

95,146 
101,899 

 

合
計

 
117,544 

119,167 
125,470 

134,705 
143,694 

153,503 
165,439 
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厚⽣労働科学研究費補助⾦（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
令和元年度分担研究報告書 

 
医療機関等における薬剤耐性菌の感染制御に関する研究 

 
AMR 対策の教育啓発に関する研究 

 
 
研究分担者  
⼤曲貴夫（国⽴国際医療研究センター・国際感染症センター・センター⻑） 
  
研究協⼒者 
具芳明（国⽴国際医療研究センター病院 AMR リファレンスセンター 情報・教育⽀援室⻑） 
藤友結実⼦（国⽴国際医療研究センター病院 AMR リファレンスセンター 主任研究員） 
 
要旨 
⽬的：国⺠・医療従事者の薬剤耐性に関する知識・理解を深め問題意識を⾼める。 
⽅法： 
1. ⼀般市⺠の AMR に関する意識調査（2019 年度）  

インターネット調査を⽤いた市⺠対象のアンケート調査を⾏い、前年 2017 年度から
開始している同内容の調査や諸外国の調査との⽐較を⾏う。 

2. 地域での取り組み事例の情報収集と提⽰ 
 内閣官房で表彰された薬剤耐性対策の普及啓発活動に取り組む優良事例や地域で
AMR 対策に取り組む先進的な事例を取材記事にして、AMR 臨床リファレンスセンタ
ーが運営する AMR 啓発ウェブサイトに事例紹介として掲載する。 

結果： 
1. ⼀般市⺠の AMR に関する意識調査（2019 年度） 

 「⾵邪やインフルエンザに抗⽣物質は効果的だ」との認識を有するものは、前年とほ
ぼ同様の 43.8％であった。「薬剤耐性」という⾔葉の認知度や抗菌薬に関する情報を得
る機会についても、昨年とほぼ同様であった。国によってさまざまであるが、⽇本では
正しい知識を持っている⼈の割合は EU28 か国の平均の半分程度であった。 

2. 地域での取り組み事例の情報収集と提⽰ 
 地域で AMR 対策に取り組む事例を 2017 年度は 2 事例、2018・2019 年度はそれぞれ
4 事例を「事例紹介シリーズ」として啓発ウェブサイトに掲載した。 

結語：  
薬剤耐性や抗菌薬に関する⼀般国⺠の意識を⽬に⾒えて変化させることは⻑い時間を要
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すると考えられる。⼀般市⺠対象の調査結果からもその難しさがうかがわれた。⽇本の薬剤
耐性アクションプランに基づく活動は始まったばかりであり、その成果が現れるのには数
年かかると⾒込まれるが、学校教育を含め対象別に普及・啓発活動を広げていくことで、意
識の変容を促していく必要がある。 

 
 
A) ⽬的 
国⺠・医療従事者の薬剤耐性に関する知識・
理解を深め問題意識を⾼める。 
 
1.  ⼀般市⺠の AMR に関する意識調査
（2019 年度） 

薬剤耐性の問題に取り組むには、2016 年
に策定された薬剤耐性アクションプランの
⽬標にもある「国⺠の薬剤耐性に関する知
識や理解を深める」必要がある。薬剤耐性に
関する取り組みは様々なところで開始され
ており、国⺠の意識の現状とその変化を知
るとともに、普及啓発活動の効果を評価し、
今後の施策に活かす。 

 
2. 地域での取り組み事例の情報収集と提
⽰ 

薬剤耐性への取り組みは、医療、介護、動
物、環境などの分野により異なり、また各地
域の特⾊により、地域連携の取り組みも
様々である。地域連携はアクションプラン
でも重要な課題とされているが（戦略 3.1）、
どのように取り組めばよいか⼿をこまねい
ている関係者も多い。そこで各分野・各地域
での AMR 対策推進の参考にするために、
AMR 対策に関連した地域連携や優良事例
を積極的に収集、公開して共有する試みを
⾏う。 
 
B) 研究⽅法 

 
1.  ⼀般市⺠の AMR に関する意識調査
（2019 年度） 
 インターネットを⽤いて、「抗⽣物質に
関するアンケート」調査（全 26 問）を、
インテージリサーチ社に登録されているモ
ニターを対象とし、回答者に都道府県別、
年代別の⼈⼝構成⽐率を反映させ 2019 年
9 ⽉に実施した。その内容は 2017 年 3 ⽉
に⾏ったものとほぼ同様とした。この結果
を、前回の調査と⽐較するとともに諸外国
の現状も併せて考察した。 
 
2. 地域での取り組み事例の情報収集と提
⽰ 

AMR 対策を地域で進めている先進的な
事例、内閣官房の「AMR 対策普及啓発活動
表彰」で受賞した取り組みなど、他の地域に
も参考になる地域連携の事例の取材記事を
作成した。取材に基づいて作成した記事は、
AMR 臨床リファレンスセンターが運営す
る AMR 啓発ウェブサイトに掲載した。 
 
C) 研究結果 
 
1.  ⼀般市⺠の AMR に関する意識調査
（2019 年度） 

回答数は 3218 ⼈（⼥性 52.2％、男性
47.8％）、回答者の年代は、40-54 歳が 35.4％、
55-69 歳が 31.2％、25-39 歳が 25.9％、イ
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ターネットを毎⽇使⽤する⼈が 84.1％を占
めた。 

過去 1 年間に何らかの「抗⽣物質」を服
⽤した⼈は 41.3％（1,330 ⼈）、「抗⽣物質」
を飲むことになった理由は、⾵邪(41.2％)、
その他(21.2%)、インフルエンザ（12.0％）、
⿐咽頭炎(10.5%)であった。 
 また、⾃宅に抗⽣物質を保管している⼈
は 9.8%であり、それを⾃分で使ったことが
あるのは 75.6%、家族や友⼈にあげて使っ
たことがあるのは 28.5％であった。⾃⼰判
断で治療中の抗⽣物質を途中でやめたり、
飲む量や回数を加減したことがあるのは
28.5%、抗⽣物質を処⽅してほしいと医師
に伝えたことがあるのは 10.8%であった。 
「抗⽣物質はウイルスをやっつける」「⾵邪
やインフルエンザに抗⽣物質は効果的だ」
を「正しい」と回答した⼈はそれぞれ 52.4%、
43.9％であった。 
 この 1 年間「不必要に抗⽣物質を飲んで
はいけない」といった情報を得る機会は、
58.5％が「なかった」と回答している。情報
を得る機会があったもの(16.6%)、既に知っ
て い た も の (25.0 ％ ) の 情 報 源 は 、 医 師
(23.4%)、新聞やテレビのニュース番組(22.
５%)、家族または友達(11.5%)、インターネ
ット(9.4%)などであった。 

⼀⽅、抗⽣物質に関するきちんとした情
報を得るときの情報源としては、医師が
77.3%、薬剤師 49.8%、病院 20.9%、薬局
13.3%、看護師 12.4%であった。さらにこれ
らの情報を得たことで抗⽣物質への考え⽅
が変わったのは 58.8%であった。 
 薬剤耐性という⾔葉を聞いたことがある
⼈は 41.6%であった。しかし、「薬剤耐性と
は、⼈が抗⽣物質に効きにくい体質や免疫、

耐性を持ってしまうことである」という誤
った認識を 44.7%が持っており、「わからな
い」と答えた⼈も 47.5%いた。 
 
2. 地域での取り組み事例の情報収集と提
⽰ 

以下の４事例を「事例紹介シリーズ」とし
て啓発ウェブサイトに掲載した。 
1) 中央⼤学全学連携教育環境プログラム

⻄川ゼミの薬剤耐性菌に関する取り組
み  

（2019 年５⽉取材、2019 年 7 ⽉掲載） 
http://amr.ncgm.go.jp/case-
study/007.html 

都内表層⽔の薬剤耐性菌の調査と薬剤耐
性菌についての知識の普及活動 
2) 神⼾⼤学医学部附属病院  抗菌薬適

正使⽤⽀援（Big Gun）プロジェクトチ
ーム 

 （2019 年 9 ⽉取材、2019 年 10 ⽉掲載） 
http://amr.ncgm.go.jp/case-
study/008.html 

2010 年から実践する多職種連携を基盤と
した抗菌薬適正使⽤⽀援の推進と教育活動 
3) 秋⽥県感染対策協議会の取り組み 
（2019 年 11 ⽉取材、2020 年 1 ⽉掲載） 
http://amr.ncgm.go.jp/case-
study/009.html 

地域包括ケア時代の薬剤耐性対策基盤の
形成と 35 年間の活動。 
4) 薬剤耐性をわかりやすくつたえる 
（2020 年 1 ⽉取材、2020 年 3 ⽉掲載） 
http://amr.ncgm.go.jp/case-
study/010.html 

⼤阪市⽴⼤学⼤学院医学研究科細菌学 
⾦⼦幸弘教授による薬剤耐性を解説する資
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材作成や教育の取り組み。 
 
事例紹介シリーズ開始後、2019 年 4 ⽉から
2020 年 3 ⽉までのページビューは 18,973
件であった。 
 
D) 考察 
 
1.  ⼀般市⺠の AMR に関する意識調査
（2019 年度） 

薬剤耐性アクションプランが 2016 年に
策定され、2017 年 4 ⽉には厚⽣労働省の委
託事業である AMR 臨床リファレンスセン
ターが活動を開始した。薬剤耐性への様々
な取り組みは各地で始まっており、その状
況や成果を評価し今後の施策の参考とする
ため、2017 年から⼀般市⺠の AMR に関す
る意識調査を 1 年に１回程度実施しており、
2019 年で３回⽬となった。 
 本調査の結果、「⾵邪やインフルエンザに
抗⽣物質は効果的だ」との認識をしている
⼈は 43.9％であり、2018 年の 43.8％、2017
年の 40.6%とほぼ変わらなかった。また「薬
剤耐性」という⾔葉を聞いたことがあるの
は 41.6%（2018 年 42.7％、2017 年 41.6％）、
「薬剤耐性とは、⼈が抗⽣物質に効きにく
い体質や免疫、耐性を持ってしまうことで
ある」という誤った認識を持っている⼈が
44.7%（2018 年 42.4%、2017 年 41.7％）で
あり、この３回の調査ではほぼ変化がなか
った。 

また、抗菌薬を⾃宅に保管していたのは
9.8％（2018 年 11.9%、2017 年 11.7%）で

                                                       
1Special Eurobarometer 445 Report, 
Antimicrobial Resistance.  

ありわずかに減少していたが、保管してい
た抗菌薬を⾃分で使ったことがあるのは
75.6％（2018 年 77.5％、2017 年 75.8％）
であり、前回までと変わらなかった。抗菌薬
の⾃⼰中断や⽤法⽤量を加減したことがあ
るのも、24.6％であり、2018 年 24%、2017
年 23.6%とほぼ同じであった。 
 「不必要に抗⽣物質を飲んではいけない」
という情報を得る機会がなかった、という
のも今回 58.5%であり、2018 年 57.5%、
2017 年 57.6%と同様であった。（参考資料
1 アンケート結果抜粋） 
 これらの結果からはアクションプランが
発表されてから 3 年弱経過したものの、市
⺠レベルでの知識や意識には変化がほとん
どないことがわかる。 
 ⼀般に、これまでの認識や常識といった
ものを変えていくことは⾮常に時間も労⼒
もかかる。薬剤耐性や抗菌薬に関する⼀般
国⺠の意識を⽬に⾒えて変化させることは
⻑い時間を要することは想像に難くなく、
前回に引き続き今回の調査の結果からもそ
の難しさがうかがわれた。 

ヨーロッパで⾏われている世論調査1で
は「抗⽣物質はウイルスをやっつけない」と
正しく答えた⼈の割合は国によってさまざ
まであるが、EU28 か国の平均は 43％であ
り、⽇本の約 2.5 倍、また、3 年間で 3％の
増加であった。「⾵邪やインフルエンザに抗
⽣物質は効果的ではない」と正しく答えた
⼈の割合も、EU28 か国全体として 3 年間
で 4％の増加であった。⽇本のアクション
プランに基づく活動は始まったばかりであ

https://ec.europa.eu/health/amr/sites/amr
/files/eb445_amr_generalreport_en.pdf 
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り、その成果が現れるのは数年かかる可能
性がある。 

本調査の結果では、「不必要に抗菌薬（抗
⽣物質）を飲んではいけない」といった情報
を最初にどこで知ったか、という質問に対
し、わずかではあるが、医師や薬剤師、リー
フレットという回答が増えた（医師：2019
年 23.4%、2018 年 20.9%、2017 年 19.1%  
薬剤師：2019 年 8.9%、2018 年 7.0%、2017
年 5.9%  リーフレット 2019 年 3.2%、2018
年 2.3%、2017 年 2.2%）。これは、薬剤耐
性の問題に対する医師、薬剤師の意識が少
しずつ⾼まり、抗菌薬の適正使⽤に関して
患者とコミュニケーションを取ろうとして
いるためではないかと考えられる。また当
センターを始めとする関係機関が、⼀般の
⽅を対象としたわかりやすい説明資料を作
成し配布する活動を継続しており、少しず
つではあるが、そのような資材を⽬にする
⼈が増えてきているのではないかと推測さ
れる。今回の調査からは、医師や薬剤師など
医療従事者から直接情報を得た⼈は抗菌薬
の正しい知識を持っている、という解析結
果も出ているため（G 論⽂発表（１）参照）、
今回、⼀般市⺠の⽬を通して垣間⾒られた
医療従事者の意識を⾼めること、医療従事
者による啓発活動は重要だと考えられる。 

抗菌薬に関する情報源として、医師や薬
剤師のほか、新聞やテレビのニュース番組、
インターネットは依然として挙がっており、
今後我々の啓発活動のツールとして、メデ
ィアやインターネットを活⽤することの有
⽤性が継続して⽰唆されている。また、抗⽣
物質に関する信頼できる情報源としては
「医師」に次いで「薬剤師」を上位に挙げる
⼈が増えており（2019 年 49.8 %、2018 年

47.1%、2017 年 41.6%)、AMR 対策活動に
置いて薬剤師の活躍が垣間⾒られ、今後さ
らに薬剤師が重要な役割を果たせる可能性
が⽰唆されている。 

⼀⽅で、⾵邪の時に抗菌薬を処⽅する医
師を良い医師だと思う⼈は 32.9%であった。
医師や薬剤師が抗菌薬の適正使⽤を進める
には、⼀般市⺠の理解が必要である。調査の
結果からは⼀般市⺠の 58.8%が正しい知識
を得ることで⾏動変容につながっているこ
とから、正しい知識を得る機会を作り理解
してもらうことが重要と考えられる。 
 
2. 地域での取り組み事例の情報収集と提
⽰  

薬剤耐性は病院内のみならず施設や市中、
さらには動物や環境にまで広がっており、
専⾨性や医療機関の枠を超えた連携が重要
となる。しかし、具体的にどのような連携が
可能なのかがわかりにくく、取り組みにつ
ながっていない地域も散⾒される。そこで
先進的に地域連携に取り組んでいる事例、
他の地域でも⼗分参考になる事例をウェブ
サイトで紹介した。この事例紹介がどの程
度地域連携を推進したのかの評価は困難で
あるが、ページビューから⼀定の関⼼を得
ていることは間違いなく、今後のさまざま
な取り組みにつながっていくことを期待し
たい。 
 

E) 結論 
 
⼀般市⺠における薬剤耐性の知識、意識を
向上させるためには薬剤耐性対策に中⻑期
的な観点で取り組むことが重要である。今
回の研究ではわずかではあるが、⼀般市⺠
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の⽬を通して医療従事者の意識の⾼まりと
活動が垣間⾒られた。本研究においては現
状を探る意識調査とともに新たなアプロー
チも引き続き試みている。⽇本の薬剤耐性
アクションプランに基づく活動は始まった
ばかりであり、その成果が現れるのには数
年以上かかると⾒込まれるが、今後も対象
別に普及・啓発活動を広げ、持続していくこ
とで、意識の変容を促していく必要がある. 
 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
1)論⽂発表 
1. Tsuzuki S, Matsunaga N, Yahara K, Gu 
Y, Hayakawa K, Hirabayashi A, Kajihara T, 
Sugai M, Shibayama K, Ohmagari N. 
Factors associated with sufficient 
knowledge of antibiotics and antimicrobial 
resistance in the Japanese general 

population. Sci Rep. 2020;10(1):3502. 
 
2)学会発表 
1. 具芳明：市⺠と医療従事者の意識は変
わるのか、第67回⽇本化学療法学会総会
（シンポジウム）、2019年5⽉、東京. 
2. Gu Y, Fujitomo Y, Takahashi R, 
Ohmagari N. Effect of Media Strategy for 
Public Awareness-raising Activities on 
Antimicrobial Resisitance in Japan. 
International Conference on Prevention 
and Infection Control. September 2019, 
Geneva 
3. 具芳明：教育啓発の進捗と今後、第35
回⽇本環境感染学会総会・学術集会（シン
ポジウム）、2020年2⽉、横浜 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
なし 
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参考資料 1 

「⼀般市⺠の AMR に関する意識調査」 より抜粋 

（回答者数 2017 年 3,390 ⼈ 2018 年 3,192 ⼈ 2019 年 3,218 ⼈） 

 

薬剤耐性という⾔葉を聞いたことがあるか 
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⾵邪やインフルエンザに抗菌薬（抗⽣物質）は効果的だ 

 
 

 

⾃宅に抗菌薬を保管しているか 
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この 1 年間で「不必要に抗菌薬（抗⽣物質）を飲んではいけない」といった情報を知

る機会があったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「不必要に抗⽣物質を飲んではいけない」といった情報は、最初にどこで知ったか。 
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令和元年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
(新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業) 指定研究 

「薬剤耐性(AMR)アクションプランの実行に関する研究」 

分担研究報告書 

 

薬剤耐性菌に対する、対策の実際と経済負荷 

 

研究分担者： 

今中 雄一 (京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 教授) 

研究協力者： 

森井 大一 (大阪大学大学院医学系研究科) 

國澤 進 (京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 准教授) 

佐々木典子 (京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 特定准教授)  

愼 重虎  (京都大学大学院医学研究科医療経済学分野) 

水野 聖子  (京都大学大学院医学研究科医療経済学分野) 

柴山 恵吾 （国立感染症研究所 細菌第二部 部長） 

賀来 満夫 （東北大学大学院医学系研究科 感染制御・検査診断学 名誉教授・客員教授） 

吉田眞紀子 （東北大学大学院医学系研究科 感染制御・検査診断学 助教） 

 

要旨 

目的： 薬剤耐性菌に対する、医療機関における対策の実態を明らかにするとともに、耐性菌による経済

負荷を推計する 

方法： 

1) 【アウトブレイク負荷】薬剤耐性菌による院内感染のアウトブレイク(以下、アウトブレイク)によって病院

が被る経済的負担を明らかにするため、2006 年から 2016 年に起こったアウトブレイクのうち、公表さ

れている事例を対象にアンケート調査を行った。 

2) 【院内感染対策の実態調査】全国多施設医療機関協力による組織的ＡＭＲ対策の実態調査を、平

成 28 年度に第 1 回、平成 29 年度に第 2 回目を行い、２回の調査による経年変化を併せて解析し

た。各種のサーベイランスを実施している施設の増加、特定抗菌薬の使用を届け出制にするなどの

変化がみられる一方、この間に達成率が低いあるいは低下した項目もあり、最新のエビデンス、ガイ

ドライン、文献等の再レビューを行った。 

結果：  

1) 【アウトブレイク負荷】104 事例のリストを作成し、うち研究への協力が得られた 23 事例 23 医療機関

について項目ごとの費用分析と関連因子を検索するための回帰分析を行った。アウトカムの費用とし

ては、封じ込めの費用（サーベイランス、特殊清掃・洗浄、物品廃棄・再購入）と生産性損失（アウトブ

レイク前後 12 か月ずつの病棟からの医業収入）とした。結果として、生産性損失の最高は 4 億 7600

万円、封じ込め費用の最高は 6 千 980 万円であった。封じ込め費用の中では、サーベイランス費用

の最大は 2290 万円、特殊清掃・洗浄の最大は 3990 万円、1190 万円、物品廃棄・再購入の最大は
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1190 万円であった。生産性損失の増大に関して、すべての相互作用を調整すると、即時公表の有

無のみが統計的に有意であった（調整後推定係数 1 億 2800 万円、95％信頼区間 1850 万円-2 億

3800 万円、P 値 0.02）。封じ込め費用については、外部相談時の累積患者数のみが統計的に有意

であった（調整後推定係数 35 万 4 千円、95％信頼区間 6 万 5 千円-64 万 3 千円、P 値 0.02）。結

論として、薬剤耐性菌による院内感染アウトブレイクが医療機関にもたらす経済的影響が大きいこと

が明らかとなった。そのうち、生産性損失が封じ込め費用に比べて大きかった。 

2) 【院内感染対策の実態調査】第 1 回調査では 683 病院、第 2 回調査では 563 施設から有効な回答

を得た。望ましいと考えられる多くの質問項目の実施率は高かったが、各施設でバラツキのある項目

も認められた。抗菌薬の適正使用について具体的な内容の策定、医療関連感染のサーベイランス

実施率、医療機器の管理など、まだ達成率が低い項目が確認できたが、その関連要因についてはさ

らなる研究が必要である。 

結語： 

院内感染対策の実態調査、大規模データによる分析および、政策の分析を行い、様々な視点からの

感染症対策を検討し、経済的負担、院内感染対策の要改善領域を明らかにした。AMR 対策の全国多施

設実態調査により国の対策の実態・進捗・推進の関連要因や、AMR 出現実態との関係性が可視化され、

働きかけるべき項目を明らかにし、情報提供による介入効果が期待される。 

 

Ａ．目的 

薬剤耐性菌への対策の実態の把握、薬剤耐性

菌による経済負荷の調査、推計を行う 

 

１）【アウトブレイク負荷】 

薬剤耐性菌の院内感染のアウトブレイクが医療

機関に与える経済的影響の大きさを評価し、その

関連因子明らかにする。 

 

２）【院内感染対策の実態調査】 

医療機関による組織的な感染対策は、各種院内

感染症の減少だけではなく、費用対効果にも優れ

ていることが示されている。昨今、薬剤耐性菌の蔓

延が全世界的な問題となっており、薬剤耐性菌は、

患者・国民の健康を損なうだけでなく、医療費など

の社会的負担も甚大であるとされている。そのため、

医療機関における感染対策の実態を把握し、健康

負担や医療費用に与える影響を推計することが重

要であると考えられる。院内感染の対策は医療安

全上の重要課題であるが、日本の医療機関が組織

的な感染対策に着手したのは、欧米と比して比較

的最近のことである。各医療機関の取り組み内容

に関して単施設の報告のみであり、わが国では多

施設での実態や効果についての検証はなされてい

ないのが現状である。 

本研究では、全国の医療機関における院内感染

対策の実態を把握するために、調査票調査を行い、

薬剤耐性（AMR）対策の重要な柱の 1 つである医

療機関における感染対策を把握することと、病院の

感染対策の潜在的なパターンの同定およびその経

年変化について調べること、医療機関における院

内感染による影響と関連する要因の解析も行うこと

で、院内感染を効果的に軽減するためのエビデン

スとすることを目的とした。 

 

Ｂ．対象・方法 

 

１）【アウトブレイク負荷】 

 

アウトブレイクの定義 

院内感染のアウトブレイクを厚生労働省医政局

地域医療計画課長通知 1 に従って、「一定の入院

118



患者数の中で、一定の期間に新しく発生する症例

が、通常の発生率から予測される推移を超える状

態」と定義した。これは、WHO によるアウトブレイク

の定義 2 とも符合するものである。 

 

データ収集 

2006 年から 2016 年に日本国内の医療機関で発

生した院内感染のアウトブレイクを対象に、関連学

会抄録、学会誌、新聞およびウェブ上のメディア報

道等から事例リストを作成した。このリストの医療機

関に対し、研究への協力依頼を行った。アウトブレ

イクに関する情報と、経済的影響に関するデータの

提出に同意した医療機関に対して、電子媒体での

質問票を送付し、適宜電話によりインタビューを行

った。質問項目については、下記に示す。個別の

データ収集の責任は、各医療機関の感染対策担

当者に担っていただいた。 

 

主な質問調査項目 

 病院全体の病床数 

 アウトブレイクの原因菌 

 アウトブレイクの期間 

 病床閉鎖の日数 

 閉鎖された病床・日 

 外来(救急外来を含む)の閉鎖日数 

 アウトブレイクの発生日 

 アウトブレイクの終息日 

 アウトブレイク病棟の入院収入の前年との差 

 病院全体の外来収入の前年との差 

 物品廃棄に伴う費用 

 特別清掃・消毒等に関する費用 

 アウトブレイク対策の開始日 

 外部機関へ支援要請をした日 

 プレスリリース等の一般公表をした日 

 アウトブレイクが終息した日 

 アウトブレイクを認識した時点での累積患者数 

 アウトブレイクを認識した日の患者数 

 外部機関へ支援要請をした時点での累積患

者数 

 外部機関へ支援要請した時点での患者数 

 患者のスクリーニングの費用 

 職員のスクリーニングの費用 

 環境培養の費用 

 

アウトブレイクの指標 

アウトブレイクの規模を測定するために、医療機

関がアウトブレイクを認識した時点での感染及び保

菌の累積患者数、及び医療機関が外部相談した

時点での同患者数を使用した。外部相談先は、所

管保健所や地域の大学病院であった。 

アウトブレイクの期間についてもデータ収集した。ア

ウトブレイクの発生と終息については、原則としてそ

れぞれの医療機関が判断するものとした。いくつか

の医療機関は、アウトブレイクについて第三者によ

る調査を受けており、報告書が作成されている。こ

れらの例においては、報告書内に記載されたアウト

ブレイク期間が採用されている。いくつかの医療機

関は、患者コホート及び新規入院の停止による病

床閉鎖を行った。本研究では患者コホート及び新

規入院の停止は部分的病床閉鎖として扱った。そ

の他の独立変数としては、事案中の公表日数、外

部相談の遅れの日数を収集した。 

 

アウトカム 

プライマリーアウトカムは 2種類の費用、すなわち

封じ込めの費用と生産性損失とした。封じ込めの費

用は、患者及び職員のサーベイランス、環境サー

ベイランス、医療機器の特殊洗浄、環境消毒、医療

機器及びその他雑品の廃棄及び再購入に係る費

用とした。患者、職員、及び環境のサーベイランス

に係る費用計算については、診療報酬に従って一

検体 1600 円を単価としてサンプル数との積によっ

て求めた。その他の封じ込めにかかる費用は、医

療機関が実際に支払った金額とした。また、封じ込

めの費用には、たとえアウトブレイクがなかったとし

ても生じたであろう、手袋、ガウン、石鹸、アルコー
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ル手指消毒剤及びその他の標準予防策及び接触

予防策に要する医療材料の費用は除外した。生産

性損失については、output-related approach を採

用して計算した。具体的には、医療機関がアウトブ

レイクを認識した前後 12か月ごとの、その病棟の医

業収入の差を取った。金額はすべて、消費者物価

指数を用いて 2015 年の日本円に調整した。 

 

統計解析 

まず、回帰モデルを建てる前に、多重共線性を

排除するために、独立変数間の相関を確認した。

次に、プライマリーアウトカムと独立変数の関連を調

べるために、単回帰分析を行った。生産性損失に

おいては、アウトブレイク前の収入によって調整し

た。さらに、どの因子がアウトカムに影響を与えるか

を調べるために、多変量回帰モデルを建てた。この

モデルには、単回帰分析で関連が強かった独立変

数すべてを投入した。そのうえで、P 値 0.2 をカット

オフとした後方変数減少法により説明変数を選択し

た。統計分析はすべて Stata 14 statistical software 

(Stata Corp.、College Station、TX、USA)を用いて

行った。P 値 0.05 未満をもって統計的有意とした。

本研究は京都大学大学院医学研究科の倫理員会

にて承認された（承認番号 R0849）。 

 

２）【院内感染対策の実態調査】 

 

各医療機関の感染対策に関して、感染対策チ

ームの有無、院内感染サーベイランス等に関し、公

表されている厚生労働省「医療機関における院内

感染対策について（平成 26 年 12 月 19 日）」等や

先行研究を参考とした質問項目を用いて情報収集

を行った。また事前に、感染症医療に日常的に携

わっている専門家（医師・看護師）へ聞き取りを行

い、その結果もあわせて質問項目を作成した。 

2015 年時点の基幹型臨床研修病院（n=1,017）

を対象とし、調査票調査を行った。調査票調査は、

年次変化についても評価するため、約 1 年の間隔

で 2 回（1 回目：2016 年 11 月、2 回目：2018 年 2

月）実施した。潜在クラスの同定および経年変化の

分析には latent transition analysis（LTA）を用い

た。 

 

（倫理面への配慮） 

 

いずれの研究も、人を対象とする医学系研究に

関する倫理指針を遵守し、実施前に京都大学大学

院医学研究科・医学部及び医学部付属病院医の

倫理員会にて計画の審査を受け承認を得て行って

いる（承認番号 R0577、R0849）。データベース研

究においては匿名化されたデータのみ提供を受

け、情報公開を行っている。調査票・インタビューで

は、患者レベルの個人情報は扱わず、また研究へ

の参加は任意であることを説明し実施している。 

 

Ｃ．結果 

 

１）【アウトブレイク負荷】 

 

2006 年から 2016 年の間に発生した 104 のアウト

ブレイクをリストアップした。これらのうち、原因菌と

して最も多かったのはバンコマイシン耐性腸球菌

（VRE）の 25例であり、次いでメチシリン耐性黄色ブ

ドウ球菌（MRSA）19 例、多剤耐性緑膿菌（MDRP）

16 例、クロストリディオイデス・ディフィシル（CD）14

例、カルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）13

例、多剤耐性アシネトバクター属菌（MDRA）11 例、

及びその他 6 例となっていた（図表 1－1、図表 1－

2）。 

医療機関の設置主体別では、民間病院が 39 と

最多で、次いで公立病院 31、私立大学病院 19、公

立大学病院 15 であった（図表１－3）。 

104 病院のうち、25 病院（24％）が質問紙に回答

した。回答した 25病院のうち、2病院はアウトカムに

関する回答が欠落していたため解析から除外した。

残りの 23 病院のアウトブレイクを原因菌別にみると、
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VRE が最も多く 9 例（39％）、次いで CRE が 4 例

（17％）、MRSA が 3 例（13％）、MDRP が 2 例（8％）、

基質拡張型βラクタマーゼ酸性腸内細菌科細菌

（ESBL）が 2 例（8％）、MDRA が 1 例（4％）、CD が

1 例（4％）、及び多剤耐性コリネバクテリウム・ストリ

アタムが 1 例（4％）であった。医療機関の設置主体

別では、公立病院と民間病院がいずれも8と最も多

く、次いで公立大学病院 5、私立大学病院２となっ

ていた。 

図表 1－4 に原因菌別の生産性損失を示した。 

また、図表 1－5 には、アウトブレイクの概要を示

した。23 事例中 20 の医療機関が、外部機関に相

談していた。その外部機関は、厚労省通知(1)にも

規定されている通り、地域の保健所や大学であっ

た。14 の病院は、アウトブレイクを即時公表してい

た。 

図表１－6 に費用の概要をまとめた。サーベイラ

ンス費用の最大は 2290 万円、特殊清掃・洗浄の最

大は 3990 万円、1190 万円、物品廃棄・再購入の

最大は 1190 万円であった。封じ込めに要した全費

用は最小で 11 万 4 千円、最大で 6980 万円であっ

た。生産性損失については、損失が出た医療機関

が 19 病院、損失が出ず前年の収入を上回った医

療機関が 4 病院あった。最大の生産性損失は 4 億

7600 万円であった。23 病院中 10 病院が 1 億円以

上の損失を出した。 

多重共線性の確認においては、相関係数 r が 0.6
に達した組み合わせはなく、低い重複性であった

（図表１－7）。病床閉鎖日数と外部相談時の累積

患者数のみが相関係数0.5以上であった。しかし、

最終的なモデルにおいてこの 2 つの変数が同時に

残ることはなかったため、この微細な重複性は無

視できるものであった。 
生産性損失の分析を図表１－8 に示す。生産性

損失の増大に関して、すべての相互作用を調整す

ると、即時公表の有無のみが統計的に有意であっ

た（P 値 0.02）。医療機関がアウトブレイクをその

さなかに公表した場合、していない場合と比較し

1 億 2800 万円の追加的損失が発生することが明

らかとなった。また、病床閉鎖は最終モデルの変

数としては残ったものの、生産性損失への影響は

統計的に有意ではなかった（P 値 0.09）。R2は 0.48
であり、このモデルが十分に生産性損失を説明し

うることを示した。 
封じ込め費用の分析を図表 1－9 に示す。封じ込

めの費用の増大に関して、すべての相互作用を調

整すると、外部相談時の累積患者数のみが統計的

に有意であった（P 値 0.02）。同患者数が一人増え

る毎に、35 万４千円の追加的費用が発生すること

が明らかとなった。また、アウトブレイクの期間

は最終モデルの変数としては残ったものの、生産

性損失への影響は統計的に有意ではなかった（P
値 0.05）。R2は 0.45 であり、このモデルが十分に

封じ込めの費用を説明しうることを示した。 

 
２）【院内感染対策の実態調査】 
 

 調査票を送付した 1017 病院中、1 回目の調査は

683 病院、2 回目の調査は 563 病院より回答を得

た。その中、病院情報の欠損、重複回答を除外し、

解析対象回答は 1 回目が 678 病院（回答率：

66.7%）、2 回目が 559 病院（回答率：55.0％）であっ

た。1 回目および 2 回目の両方に回答した病院は

437 病院（回答率：43.0%）であった。 

回答病院の中、感染制御チーム（ICT）の活動が

行われている病院は 99%を超えていたが、その活

動内容には病院により差があり、「抗菌薬が開始さ

れた患者に対する介入基準が定められている」病

院は約 7 割、抗 MRSA（methicillin-resistant 

Staphylococcus aureus）薬と広域抗菌薬の使用基

準がある病院はそれぞれ約 6 割、5 割にとどまっ

た。医療関連感染のサーベイランスは、手術部位

感染や中心静脈カテーテル関連血流感染に対し

ては約 7 割の病院が行っていたが、カテーテル関

連尿路感染のサーベイランスの実施割合は約 5

割、人工呼吸器関連肺炎のサーベイランスの実施
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は約 4 割にとどまっていた。 

その他、中心静脈カテーテル挿入時はマキシマ

ルバリアプリコーションがほぼ全て行われている病

院は約 4 割にとどまっていた。 

LTA の結果、5 つの潜在クラスが同定された。最

も良好な体制のクラスに属する病院は、1 回目より

2 回目に少し増加していたが（23.6→25.3%）、最も

不良な体制のクラスの増加がより多かった（26.3→

31.8%）。感染管理チームの構成員の数（full-time 

equivalent としての人数）は、病院のより良好なクラ

スへの移行と有意な関連がなかった。 

 

Ｄ．考察 

 

１）【アウトブレイク負荷】 

 

WHO ガイドが推奨している通りの output-related 

approach を用いて、一つのアウトブレイクで 4 億７

千万円の生産性損失及び７千万円の封じ込め費

用を最大でもたらしうることが示された。これは、医

療機関はアウトブレイクにより大きな経済的影響を

受けることになるため、これらを予防するために十

分な費用を当てる必要があることが示している。 

本研究は、薬剤耐性菌の院内感染アウトブレイクに

よる医療機関への経済的影響の大きさを測定した

のみならず、どのような機序によってその影響がも

たらされるかについても明らかにした。費用として経

済的影響を測定したところ、封じ込めの費用よりも、

機会費用（すなわち生産性損失）の方がより大きい

ことが分かった。医療者にとって機会費用は封じ込

めの費用に比べて認識されにくいかもしれないが、

機会費用こそが医療機関への経済的影響を評価

するうえでの本態である。封じ込め費用の中では、

サーベイランスと特殊清掃・洗浄が２つの大きな原

因となっているが、物品廃棄及び再購入でも 1100

万円に及ぶ事例もあった。 

分析的評価では、費用に関連する要因が明らかと

なった。多変量解析では、生産性損失にとって即

時公表が関連要因であることが明らかとなった。し

かし、このことを考察するうえでは、社会的文脈に

注意が必要である。日本においては、多くの医療

機関が自らアウトブレイクを公表しており、とりわけ

病棟閉鎖を行う時にそうすることが多い。必ずしも

法的強制ではないものの、国は 2011 年に発出した

通知において、10 例以上の規模に及ぶアウトブレ

イクが起こった場合、所管の保健所に報告すること

を医療機関に求めている。そのうえで、アウトブレイ

クが社会的に重要なものだと保健所が判断した際

には、速やかに公表するよう行政が指導することも

まれではない。このような日本の医療における慣行

を考慮すると、一般市民はアウトブレイクの隠ぺい

に対し批判的傾向を持つものと考えられる。したが

って、アウトブレイクの社会的インパクトが大きい場

合には、即時公表は実質的に避けられないものと

なっているといえる。 

封じ込めの費用では、外部相談時の累積患者数が

統計的に有意な要因であった。このことから、医療

機関は、患者数がまだ少ない間に外部に相談する

べきであることが示唆される。外部相談時の患者が

一人増える毎に、最終的な封じ込め費用が 35 万４

千円増えることになるからである。 

本研究の限界について述べる。最大の懸念は、選

択バイアスである。23 の研究参加施設は、地理的

には日本全国に分散しているものの、アウトブレイ

クを経験しながら本研究に参加しなかった医療機

関も多い。そのため、日本の医療機関全体を代表

するサンプルとは言い難い。学術集会での発表や

論文発表で、あるブレイクを報告する医療機関は、

規模が大きく、大学に併設されているところが多い

（図表１－３）。日本に約 8500 ある病院のうち、大学

病院は 2％に過ぎない。しかしながら本研究では大

学病院の占める割合は 33％にのぼる。本研究は学

術集会の抄録及び学術雑誌を通して多くの事例を

収集しており、したがって研究に用いたサンプルが

そのような施設背景を反映しているものと考えられ

る。事例として補足できなかった、または本研究に
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参加しなかった医療機関が経済的影響に関して異

なる傾向を持っている可能性は否定できない。 

それでもなお、耐性菌の院内感染アウトブレイクが

医療機関に与える経済的影響の評価において、23

事例は最も大きなサンプルである。 

Stone らは単一の新生児集中治療室（NICU）にお

けるアウトブレイクの経済的影響の報告において、

34 万１千ドルの経済的影響があったとしている。

Spearing らは、医療機関で発生したサルモネラ食

中毒の集団発生による経済的影響を報告している。

これらはみな単施設での研究であり、そのため記述

的研究に過ぎない。我々の研究は、耐性菌による

院内感染アウトブレイクの医療機関への経済的影

響を評価するものとしては、初めての全国的な多施

設研究である。多数の事例収集を行ったことで、分

析的評価が可能となり、経済的損失に関連しうる因

子を探索することもできた。 

もう一つの懸念は、本研究への他国への一般化可

能性である。これは、経済的影響がアウトブレイクそ

のものだけでなく、それを受け止める社会にも依存

することによる。中でも、疫学的要因は、アウトブレ

イクと一般市民の受容の間の社会的作用に影響す

ると考えられる。例えば、仮に薬剤耐性菌が社会全

体に蔓延しているならば、耐性菌による院内感染

があったとしても一般市民はそれほど重大なことと

認識しないかもしれない。また、文化的背景も考慮

に入れなくてはならない。医療機関の「不都合な事

実」についての情報開示性の程度は、世界的に同

一水準ではない。このことは本研究の外的妥当性

を制限するものである。しかしながら、多くの国で薬

剤耐性菌の院内感染が患者及び社会にとって重

要課題であると認識されていることは間違いない。 

本研究には、いくつかの過大評価及び過小評価の

原因となりうる制約がある。一つには、本研究では

医療者の追加的人件費を算定していない。これは

一律の情報収集が困難であったことによる。先行研

究においては、医療機関が被る経済的損失のうち、

人件費が最も大きな割合を占めているものもある。

その他、金額に直接換算できないものや、情報取

得が難しい損失についても本研究では扱っていな

い。この中には、訴訟、補償、医療者の苦労等が含

まれるが、すべて本研究の対象外とした。これらは、

研究結果を過小評価となるように影響する可能性

がある。 

一方、過大評価をもたらす要因もある。アウトブレイ

クが発生した医療機関は、経済的影響を最小化す

るために対応戦略をとることができる。例えば、ある

病棟を閉鎖した医療機関は、スクリーニングで陰性

とされた患者を別の病棟に転棟させて医療を継続

することができる。このような場合、その医療機関は

新たに２つのリスクを負うことになる。一つは、スクリ

ーニング検査の潜在的な偽陰性という問題である。

もし、アウトブレイクの原因菌について偽陰性を呈し

た患者が、誤って他の病棟へ転棟されたとする。そ

の場合、その患者が新しい病棟で耐性菌を伝播さ

せるリスクが生まれることになる。もう一つのリスクは、

患者安全に関するものだ。例えば脳外科病棟にお

いて発生したアウトブレイクに対して病棟閉鎖を行

い、眼科病棟にスクリーニング陰性患者を転棟させ

て脳外科診療を継続したとする。その場合、新しい

病棟の医療者、とりわけ看護師が、頭部外傷やくも

膜下出血といった疾患の患者に対する看護の経験

が十分でない可能性は高い。このようなリスクを負う

としても、アウトブレイクによる経済的損失の危機に

面した医療機関が、このような対応戦略をとることは

十分に考えられる。本研究では、生産性損失の計

算を、病院全体ではなく病棟単位で行った。したが

って、もし研究に参加した医療機関が、アウトブレイ

クの発生した病棟から患者を別の病棟へ転棟させ

て同等の診療を継続していたなら、病棟閉鎖ある

いは病床閉鎖を行ったとしてもそのことによって病

院として得る収入は減らない可能性がある。このよう

な場合には、本研究を過大評価にゆがめる可能性

がある。しかし、逆にいくつかの医療機関では院内

感染が複数病棟にまたがって発生しており、医療

機関全体ではより大きな経済的影響が生じていた
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可能性がある。このような場合には、単一病棟のみ

のデータを算定した本研究は過小評価となってい

た可能性がある。 

アウトブレイクへの備えについて、医療機関間のば

らつきがあることも指摘しておきたい。このような事

前の備えの違いが、アウトブレイクが起こった際にも

たらす経済的損失の程度にも違いをもたらす可能

性がある。本研究では、この要因については評価し

ていない。最後に、本研究は質問紙を用いて情報

収集した。約１０年間のアウトブレイク事例を収集し

ており、思い出しバイアスの制限を考慮する必要が

ある。 

 

＜小括＞ 

 耐性菌による院内感染アウトブレイクは医療機関

に対して大きな経済的損失をもたらしうる。このこと

は、医療機関がアウトブレイクを予防するよう努める

べきであることを示している。また、仮にアウトブレイ

クが起こったとしても、なるべく小規模のうちにそれ

を終息させることが望ましい。本研究はそのための

感染対策に一定の費用をかけることの合理性を経

済性の面から支持するものである。 
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２）【院内感染対策の実態調査】 

 

全国の基幹型臨床研修病院を対象とした 2 回の

調査票調査の結果、抗菌薬の適正使用（AMS）

の具体的な体制の整備やサーベイランス実施、

中心静脈カテーテル挿入時はマキシマルバリア

プリコーションなど、推奨されている対策がま

だ十分に達成できていない項目が確認できた。

また、監視培養、ICUに関する推奨など、まだ

エビデンスが十分ではなく、明確な指針がない

項目もあった。 

 先行研究では感染管理対策の充実度と、感染

管理チームの構成員の数（full-time 

equivalentとしての人数）の関連が示されて

いるが、本研究では感染管理チームの構成員の

数と、病院のより良好なクラスへの移行との関

連を認めなかった。今後、病院の感染対策体制

に影響を及ぼす要因についてはさらなる検討が

必要である。 

 

＜小括＞ 
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 病院の感染対策の中、AMSの具体的な内容の策

定、医療関連感染のサーベイランス実施率、医

療機器の管理など、まだ達成率が低い項目が同

定され、その改善のため各分野の関係者が協力

する必要があると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 

院内感染対策の実態調査、大規模データによる

分析および、政策の分析を行い、様々な視点から

の感染症対策を検討し、経済的負担、院内感染対

策の要改善領域を明らかにした。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

論文発表： 

1. Morii D, Tomono K, Imanaka Y. Economic 

impact of antimicrobial-resistant bacteria 

outbreaks on Japanese hospitals. American 

Journal of Infection Control 2020 (in press / 

available online 16 January 2020). 

2. Shin J, Mizuno S, Okuno T, Itoshima H, Sasaki 

N, Kunisawa S, Kaku M, Yoshida M, Gu Y, 

Morii D, Shibayama K, Ohmagari N, Imanaka Y. 

Nationwide multicenter questionnaire surveys 

on countermeasures against antimicrobial 

resistance and infections in hospitals. （投稿

中）.
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図表１－１ Causative Organisms of the Outbreaks and the Prevalence of these Species based on the National 

Surveillance (JANIS) 

Organisms 

Number of 
Reported 
Outbreaks 
(n=104), (%) 

Number of 
Cases in JANIS, 
(n=2,745,096) 

Isolation Ratea 
in JANIS, % 

Reported 
Outbreaks/JANIS 
ratio, %/% 

MRSA 19, (18) 177,768 6.48 3 
CRE 13, (13) 7,827 0.29 44 
MDRP 16, (15) 1,655 0.06 255 
VRE 25, (24) 642 0.02 1028 
MDRA 11, (11) 130 0.00 2233 
ESBL 4, (4) 69,965b 2.55 b 2 
CD 14, (13) ND ND NA 
Others 2, (2) ND ND NA 

 

Abbreviation: MRSA, methicillin-resistant Staphylococcus aureus; CRE, carbapenem-resistant Enterobacteriaceae; 
MDRP, multidrug-resistant Pseudomonas aeruginosa; VRE, vancomycin-resistant Enterococcus; MDRA, multidrug-
resistant Acinetobacter; ESBL, extended-spectrum beta-lactamase-producing Enterobacteriaceae; CD, Clostridioides 
difficile; ND, no data; NA, not applicable. 
a Isolation Rate = (Total Number of Patients with Specific AMR Bacteria) /(Total Number of Specimen-Submitting 
Patients) x 1003. 
b Third-generation cephalosporin-resistant E.coli and Klebsiela pneumonia. 

 

図表１－２ Trend of the Causative Organisms of the Outbreaks 

 
 
Abbreviation: CD, Clostridioides difficile; CRE, carbapenem-resistant Enterobacteriaceae; ESBL, 
extended-spectrum beta-lactamase-producing Enterobacteriaceae; MDRA, multidrug-resistant 
Acinetobacter; MDRP, multidrug-resistant Pseudomonas aeruginosa; MRSA, methicillin-resistant 
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Staphylococcus aureus; VRE, vancomycin-resistant Enterococcus; VISA, vancomycin-intermediate-
resistant Staphylococcus aureus. 
 
図表１－３. Types of Hospitals Publicizing Outbreaks 

Types of Ownership 

Number of Hospitals 
Publicizing 
Outbreaks (n=104), 
(%) 

Number of Hospitals 
in Japan2-3 (n=8480), 
(%) 

Outbreak Reporting 
Ratio, %/% 

Private hospitals 39, (38) 6818, (80) <1 
Public hospitals 31, (30) 1499, (18) 2 
Private university 
hospitals 

19, (18) 106, (1) 15 

Public university 
hospitals 

15, (14) 57, (1) 21 

 

図表１－４ Productivity Loss of the Ward by Each Causative Organism 

 

 

Abbreviation: CD, Clostridioides difficile; CRE, carbapenem-resistant Enterobacteriaceae; ESBL, extended-

spectrum beta-lactamase-producing Enterobacteriaceae; MDRA, multidrug-resistant Acinetobacter; MDRP, 

multidrug-resistant Pseudomonas aeruginosa; MRSA, methicillin-resistant Staphylococcus aureus; VRE, 

vancomycin-resistant Enterococcus. 
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図表１－５ Characteristics of the Outbreaks 
 Minimum 25 Percentile Median 75 Percentile Maximum 
Duration of the 
outbreaks, days 

20 98 190 367 615 

Duration of 
blocking beds, days 

0 15 61 168 391 

Delay of the 
external 
consultation, days 

0 2 10 41 163 

Number of patients 
at the external 
consultation 

2 6 12 20 100 

Number of patients 
at the hospitals’ 
recognition 

1a 2 3 7 131 

a Because Vancomycin-resistant Enterococcus (VRE) is quite rare in Japan, 3 the first isolation can be regarded as an 
outbreak. 

 

図表１－６ Summary of the Costs 
  Minimum 25 Percentile Median 75 Percentile Maximum 

Costs for 
containmen
t, JPY 

Surveillance 0 225 000 659 000 7.58 million 22.9 million 
Cleaning and 
decontaminatio
n 

0 1,625 403 000 2.48 million 39.9 million 

Disposal and 
repurchase 

0 0 15 000 2.12 million 11.9 million 

Total 114 000 683 000 
4.52 
million 

13.0 million 69.8 million 

Productivity loss, JPY 
+60.5 
milliona 

10.2 million 
69.5 
million 

209 million 476 million 

Percent reduction of the 
revenue, % 

+7.6a 2.1 7.9 22.2 62.0 

a The revenue of the ward increased after the outbreak in four cases. 
 

図表１－７ Assessment of Multicollinearity between Different Independent Variables 

 
Duration of 
Outbreak 

Duration of bed 
blockings 

Delay of External 
Consultation (20 
hospitals) 

Number of Patients 
at External 
Consultation (20 
hospitals) 

rs P rs P rs P rs P 
Timely public 
announcement 

0.44 .03 0.33 .11 -0.25 .28 0.29 .20 

Duration of 
outbreak 

NA NA 0.31 .14 0.08 .73 0.28 .22 

Duration of bed 
blocking 

NA NA NA NA -0.21 .37 0.57 <.01 

Delay of external 
consultation (20 
hospitals) 

NA NA NA NA NA NA 0.12 .58 

Abbreviation: NA, not applicable. 
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図表１－８ Productivity Loss of the Wards a 

 
Crude Estimate of 
Coefficient, JPY (95% CI) 

P Adjusted Estimate of 
Coefficient, JPY (95% CI) 

P 

Timely public announcement 
107 million (-16.2 million to 
230 million) 

.08 
128 million (18.5 million to 
238 million) 

.02 

Duration of outbreak -357 (-367 000 to 367 000) .99 NA NA 

Duration of bed blocking 
665 000 (65 800 to 1.26 
million) 

.03 436 000 (-85 700 to 958 000) .09 

Delay of external consultation (20 
hospitals) 

-178 000 (-1.47 million to 
1.12 million) 

.77 NA NA 

Number of patients at external 
consultation (20 hospitals) 

2.17 million (-372 000 to 4.72 
million) 

.08 NA NA 

Abbreviation: NA, not applicable. 
a Estimates were all controlled for pre-outbreak productivity. 
 
図表 1－９  Costs for Containment 

 
Crude Estimate of Coefficient, 
JPY (95% CI) 

P Adjusted Estimate of 
Coefficient, JPY (95% CI) 

P 

Timely public announcement 
15.0 million (162 000 to 29.8 
million) 

.04 NA NA 

Duration of outbreak 524 000 (13 600 to 91 200) .01 37 600 (-1 030 to 76 200) .05 
Duration of bed blocking 77 000 (7 010 to 147 000) .03 NA NA 
Delay of external consultation 
(20 hospitals) 

86 500 (-81 400 to 254 000) .29 NA NA 

Number of patients at external 
consultation (20 hospitals) 

442 000 (142 000 to 742 000) <.01 354 000 (65 000 to 643 000) .02 

Abbreviation: NA, not applicable. 
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抗菌薬適正使用サーベイランスは，その地域での薬剤耐性状況の経年的把握が基礎デー

タとして必要である．本研究では広島県内の薬剤耐性菌収集と分子疫学解析の経年的評

価により，県内の小医療圏間で薬剤感受性や分離株の傾向が異なることを明らかに出来

た．さらに県内医療機関から提供を受けた JANIS還元データと抗菌薬使用データとの統

合による地域アンチバイオグラムの作成を目標としている．ただし診療所の抗菌薬使用

状況の把握が困難な現状では，中核医療機関からのデータを中心とした薬剤感受性情報

が抗菌薬適正使用に活用可能なのかが評価できない点が今後の課題である． 

A．研究目的 
 抗菌薬適正使用サーベイランスを行う上

での課題は，第一に薬剤耐性状況の地域差

が明らかになっていないこと，第二に薬剤

感受性とその地域の抗菌薬使用状況との関

係が証明されていないこと，の 2 点であ

る．

 本研究では地域レベルでどの程度薬剤耐

性状況が異なるのかを調査し，抗菌薬使用

状況との関係を明らかにすることを目的と

した．この結果を基に，全国的な抗菌薬適

正使用サーベイランスの方向性ならびに実

行可能な適正化の立案を試みた．

B．研究方法 
１）薬剤耐性状況の地域間格差評価

 広島大学公認の組織である「広島大学院

内感染症プロジェクト研究センター」を中

心とした地域での菌株収集と疫学解析の仕

組みが既に存在する．このセンターでの薬

剤耐性サーベイランス機能の評価を行っ

た． 

２）薬剤感受性と抗菌薬使用状況の関係の

評価

鳥取大学で開発された地域内サーベイラ

ンスシステム（Inter-Hospital Organism
Comparison System: IHOCS）の活用を試

みた．本システムは JANIS 還元データを

参加施設からサーベイランスセンターに収

集し，施設間もしくは任意のグループ間で

の比較を行うもので，JSIPHE の地域版と

言える．特徴は本システムに抗菌薬使用量

のデータを統合することが可能な点で，広

島県病院薬剤師会の 30 施設に協力を依頼

し，抗菌薬使用データの提供を求めた．現

在一部の施設からのデータ提供が始まって
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いる．今後県内全域からのデータを収集す

ることで，地域ごとの薬剤感受性と抗菌薬

使用状況との関連を明らかにすることを目

指している．

（倫理面への配慮）

 本研究は，分離菌の薬剤感受性評価と抗

菌薬使用状況の評価を目的にしている為，

直接的に患者情報を取り扱うものではな

い．すなわち，データとしては，患者情報

から切り離した分離菌の薬剤感受性と抗菌

薬使用量のみを取り扱う．病院名も番号な

どで匿名化を図り，団体及び個人の不利益

に十分配慮した．

C．研究成果 

１）薬剤耐性状況の地域間格差評価

広島大学院内感染症プロジェクト研究セ

ンターは，県内 22施設および 1つの検査セ

ンターから菌株の収集を行っている．対象

菌株は MRSA，緑膿菌，ESBL産生菌，その他

耐性傾向の強い菌等である．これらの菌株

で，分子疫学解析，耐性機序解明，データベ

ース化を行っており，その結果を施設にフ

ィードバックするとともに，県内全体の薬

剤耐性状況を経時的に監視している．また

収集した菌株は各種解析を行って耐性機序

の解明を行っている． 

 本プロジェクト研究センターでは広島県

内の小医療圏ごとに耐性状況を比較し，経

年的な変化も評価してきた．この結果，メタ

ロβラクタマーゼ産生のカルバペネム耐性

腸内細菌科細菌は，広島県内全域で，ほぼ同

一のプラスミドを有する IMP-6 型のメタロ

βラクタマーゼを産生していることが明ら

かになった．ただし分離菌種の経年変化が

顕著で，初めて検出された 2009年以降数年

間は肺炎桿菌が中心だったが，2011年以降

は徐々に大腸菌が増加し，現在主流は大腸

菌である． 

検査センターに集まった他県のメタロβ

ラクタマーゼ産生カルバペネム耐性腸内細

菌科細菌を分子疫学解析すると，広島県内

と異なり，様々な STタイプの株が分離さ

れていた．さらに近畿地方からの菌株を収

集して比較したところ，全く異なる IMP型

のメタロβラクタマーゼを産生する株が分

離されたていた． 

 広島県内においても地域ごとに耐性傾向

は異なっていた．ESBL産生菌の菌種は県

内の小県域ごとに異なっており，広島市地

域では大腸菌が多くを占めているのに対

し，他地域では Proteus mirabilisの分離

頻度が高いなど，傾向に差が見られた． 

２）薬剤感受性と抗菌薬使用状況の関係の

評価 

 薬剤感受性データは県内の医療機関から

提供を受けた JANIS還元データを IHOCSに

入力している．さらに現在抗菌薬使用量の

提供が始まった段階で，今後のデータ集積

により，地域ごとの薬剤感受性データとの

統合を IHOCSを活用して行う予定である． 

D．考察 

本研究における第一の知見は，地域レベ

ルでの耐性菌サーベイランスの必要性であ

った．単なる感受性サーベイランスではな

く，菌株の分子疫学解析を行って初めて，そ

の地域での薬剤耐性菌の特徴や拡がりが把

握できる．このためには地域内で菌株を収

集し，研究室で解析を行うといったシステ

ムが必要となる．

広島県の場合，広島大学院内感染症プロ

ジェクト研究センターが以前からあり，菌

株収集の仕組みが出来上がっていた．今後

全国的に実施するには，地衛研の活用や国

立感染症研究所薬剤耐性研究センターの機

能を生かすことが現実的な手法と考える．
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また解析結果を集約し，地域毎に生かすた

めには行政の関与が必要と考える．広島大

学では解析結果を広島県と共有し，医師会

や医療機関にフィードバックしてきた．菌

株の収集・基礎的解析・分析結果の解釈・フ

ィードバックという一連のシステムを各地

域で構築しなければならない． 

 また地域ごとの薬剤耐性状況の分子疫学

解析は経年的に行う必要がある．今回の研

究で明らかになったように，カルバペネム

耐性腸内細菌科細菌の菌種は過去 10年間

で著しく変化している．この原因は明らか

でないものの，抗菌薬適正使用状況との関

係が明らかにできれば，今後の適正使用の

方向性を示すことが出来る． 

 ただし本研究では課題が明らかになっ

た．抗菌薬使用状況のデータ収集は主に各

地域の中核医療機関からのものが中心であ

る点で，診療所や小規模医療機関での抗菌

薬処方，特に外来処方の把握が困難であ

る．抗菌薬処方の 9割を超える内服処方を

担う診療所の抗菌薬適正使用無しに，本邦

の適正化は図れないと考える． 

 そこで本研究ではまず中核医療機関の抗

菌薬使用状況とその地域の薬剤感受性デー

タとの関係を明らかにし，地域ごとのアン

チバイオグラムを医師会に提供することで

診療所の処方に変化を与えることが出来な

いか検討している．本来は医師会を通じて

内服処方データを入手するのが望ましい

が，現実的には困難を伴う． 

我々は広島県地域保健対策協議会の枠組

みの活用を検討している．本協議会は広島

大学，広島県，広島市，広島県医師会の 4

者で構成されており，広島県病院薬剤師会

に呼びかけて収集した抗菌薬使用データに

加え，200床以下の小規模医療機関も参加

を呼びかけている．ただこれらをもってし

ても，中核医療機関の薬剤感受性データ

が，その地域の真のアンチバイオグラムと

言えるのかは今後の研究の課題である． 

 

E．結論 

 抗菌薬適正使用サーベイランスを行う上

では，まず地域の薬剤感受性状況の経年的

な把握が必要である．分子疫学解析をそれ

ぞれの都道府県で行うのは現実的でなく，

国立感染症研究所の薬剤耐性研究センター

への菌株送付と解析が望ましい．その結果

を抗菌薬適正使用につなげるためには，診

療所を含めた使用状況のサーベイランスが

必要な点が今後の課題と考える． 
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